
予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

1 重点ﾃｰﾏ1
やまざとビジネス支
援補助金

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

中山間地域ビジネスを展開す
ることで、雇用の創出、地域
内への経済波及効果、地域課
題の解決等を通じ、中山間地
域の活性化、地域の起爆剤に
なることを目的とする。

平成30年度から補助率、補
助対象経費を見直し、初期
投資費用に限る補助対象と
し、経常的経費は補助対象
外とした。補助率：２分の
１以内補助金の上限額500
万円以内採択事業者に決算
書、事業実績などの提出を
求め、目標未到達、経営状
況によっては、やまざとビ
ジネス支援補助金審査委員
会委員による専門的な知識
で経営指導等を実施してい
る。

8,131 63
採択事
業者数

件 1 -

新規採
択事業
におけ
る新規
雇用者
数

人 1 - Ｃ

起業に向けた問い合わせはあ
るものの、応募までに至る件
数が減少している。平成２年
度の審査会委員による審査で
は２件とも不採択で、雇用の
創出につながらなかった。

見直し
て継続

事業開始から８年が経過
し、成果が表れている事
業もあるが、制度を見直
し、補助条件を厳しくし
たこともあって応募件数
が減少している。応募件
数の推移と成果を見極め
つつ、令和４年度を目途
に事業の見直しを行う。

ビジネスによ
り中山間地域
にもたらす事
業効果を検証
する。他の起
業制度との調
整、統合の検
討が必要

- - - - - - 3 3 - - - - - 3 3 4 4 2 3.14

2 重点ﾃｰﾏ1
地域おこし協力隊事
業

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

地域に新たな人材が移り住む
ことで、外の目で地域の課
題・資源を発見できたり、地
域行事・活動の新たな担い手
になることにより地域の活性
化につなげる。

都市部住民が地域に移り住
み、産業振興の支援や地域
課題解決に向けた取組など
地域からの要望に基づいた
「地域協力活動」に従事し
ながら、地域への定住・定
着を図る。【地域協力活動
の例】■地域おこしの支援
（地域ブランド等の開発・
販売・PR、コミュニティ活
動の応援等）■農林水産業
従事等（農作業支援、耕作
放棄地再生等）■地域課題
の解決（有害鳥獣対策、空
き家・空き施設の調査及び
活用等）

70,485 49,343

協力隊
員を導
入した
中山間
地域の
地区数

地区 13 10

任期終
了後の
定住す
る地域
おこし
協力隊
員の割
合

％ 60 100 Ｂ

地域おこし協力隊の導入につ
いては、令和２年度は対象と
している中山間地域全域での
導入は達成できなかったが、
導入を希望する10地区全ての
地域で導入することができ
た。隊員の任期終了後の定住
率については、令和２年度の
退任者全てが定住となり、全
国平均の60％を大きく上回っ
た。

現行の
まま継
続

人口減少や高齢化等の進
行が著しい本市の中山間
地域の活性化、及び後継
者不足や耕作放棄地が課
題となっている本市の農
業振興において、地域外
の人材を積極的に誘致
し、「地域おこし」と
「定住・定着」に資する
取組を実施することで、
隊員の斬新な視点や熱
意、行動力が地域住民へ
の刺激となり、活性化へ
の気運を高めつつあるた
め。

事業効果を検
証し、離任後
のフォローも
含め行政の関
与について検
討する必要が
ある

- - - - - - - 3 - - - - - 3 - 4 - 3 3.25

3 重点ﾃｰﾏ1
過疎地域等高校生通
学費補助金

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

①中山間地域からの多額な通
学費の負担軽減、②中山間地
域への移住定住促進、地区外
への転居者の減少、③公共交
通機関の維持

対象地域を過疎地域から中
山間地域に拡大し、市街地
の高校等へ路線バスを利用
して通学する高校生の通学
費の一部を補助する。補助
額月額１万８千円を超えた
額（上限１万円）

9,600 3,141

補助対
象生徒
数(延
べ)

人 50 48

中山間
地域と
市街地
を結ぶ
バス路
線数

路
線

13 8 Ｂ
過度な通学費の負担の軽減に
つながるとともに、バス路線
の維持にも貢献している。

現行の
まま継
続

令和２年度から対象地域
を過疎地域に限らず中山
間地域へ拡大したため、
当分の間、現行のまま継
続し、効果を見極め、今
後の制度のあり方につい
て検討していく。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 3 - - 3 - 3 3 - - 3 - 3 - 3 3.00

4 重点ﾃｰﾏ2
ながのシティプロ
モーション事業

企画政
策部

市長公
室秘書
課

市内外の人に本市の魅力や強
みを知ってもらい、本市への
興味や関心、愛着を持っても
らうことで、若者を中心に
「ながののファン」を獲得
し、交流人口の増加などによ
り「にぎわいある都市」の実
現を目指す。

市民及び市外の人を対象
に、専用HP等で長野市の魅
力を発信する。都市のブラ
ンディングを行う。小学生
向けリーフレットを制作
し、若い頃から長野市の愛
着を醸成する。ＳＮＳを活
用した長野市の魅力発信を
行う。

10,542 9,715

シティ
プロ
モー
ション
SNSから
の情報
発信回
数

回 230 168

地域ブ
ランド
調査結
果／認
知度・
魅力
度・観
光意欲
度

位 50,50,50 64,87,107 Ｂ

新型コロナウイルスの感染予
防に伴い延期又は中止になっ
たイベントや会議等も多く、
ＳＮＳによる情報発信回数が
減少したが、夏頃から目標通
りの情報発信が行えた。市長
自ら広告塔となって本市のイ
ベントや施策等をＰＲするな
ど話題性のある情報を積極的
に発信したほか、長野市の観
光等のイベント情報をフェイ
スブックやツイッターを活用
して積極的に発信した。地域
ブランド調査結果の順位は低
下したが、20代から30代の若
い世代の認知度や魅力度は向
上しており、若者に向けた情
報発信という目的は果たして
いる。

見直し
て継続

第五次総合計画の重点
テーマである「にぎわい
あるまちづくり」の実現
に向け、引き続き、長野
市の魅力的な人やモノな
どの発信を積極的に行
い、インナーブランディ
ングを推進するとともに
「ながののファン」増加
を目指す。併せて、都市
ブランディングという視
点から長野市の価値を高
め、長期的な都市機能の
維持・向上につなげてい
く。

事業効果を検
証するととも
に他団体・他
機関との連携
を一層図って
いく必要があ
る

- - - - 3 - - 4 - - - - - 4 3 4 3 4 3.57

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

5 重点ﾃｰﾏ2

若者等ネットワーク
構築・情報発信・関
係人口創出事業

企画政
策部

人口増
推進課

若者の活動を相互に繋ぐしく
みづくりを支援することによ
り、若者たちが活躍する姿を
東京圏等の若者たちに情報発
信する。

・中心市街地の若者等の
ネットワーク構築支援
・情報誌（フリーペー
パー）、ＳＮＳを活用した
情報発信

10,864 5,972
情報誌
発行部
数

部 40,000 20,000

20～34
歳の社
会増減
数

人 移動均衡 -180 Ｃ

活動指数の「情報誌発行部
数」、成果指標の「20～34歳
の社会増減数」いずれも目標
に達していないため、評価は
目標を下回るとした。

見直し
て継続

東京圏等の若者の移住促
進及び地元定着を図るた
め、市内の若者や女性た
ちが相互に繋がり活動し
ている状況など、本市の
魅力や暮らしを情報発信
し、ＵJIターンに繋げる
必要があることから、若
者の自発的な活動への後
押しや広告収入などの財
源確保など、自走化に向
け事業の見直しをしなが
ら、継続して実施する必
要がある。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - - - 3 - - - - - 4 3 4 - 3 3.40

6 重点ﾃｰﾏ2
ふるさとワーキング
ホリデー事業

企画政
策部

人口増
推進課

県外に居住する若者等が一定
期間市内に滞在し、就労しな
がら地域住民との交流や学び
の場を通して本市の地域の魅
力を体験する機会を提供す
る。

・受入時期：夏季（７～９
月）、冬季（12～３月）を
中心に、通年
・就労場所：市内各地に拡
大
・受入期間：おおむね２週
間以上

8,293 706

ふるさ
とワー
キング
ホリ
デー受
入数

人 60 -

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 79 Ｂ

「ふるさとワーキングホリ
デー受入数」は新型コロナウ
イルス感染拡大により、募集
後、受入れを中止したことに
より、目標を達成（申込26
名、実績0名）できなかった
が、成果指標の「行政支援に
よる移住者数」は目標に達し
たことから、評価は概ね目標
どおりとしている。

現行の
まま継
続

ふるさとワーキングホリ
デーを通じて、大都市圏
の若者が長野市を「第二
のふるさと」と感じ、将
来的な移住・定住を期待
できることから、継続し
て事業を実施する必要が
ある。

事業効果を検
証するととも
に行政の関与
について検討
する必要があ
る

- - - - - - 4 4 - - - - - 4 - 4 - 3 3.80

7 重点ﾃｰﾏ2
Ｕターン促進キャン
ペーン事業

企画政
策部

人口増
推進課

移住（特にＵターン）や定住
の促進により若者の人口減少
に歯止めがかかり、若い世代
が生き活きと働き暮らし、地
域の次代を担う人材として活
躍していること。

Ｕターンに興味関心が無
かった東京圏に在住の20～
30代を対象に、Ｕターンと
いう選択があることを認知
してもらい、将来的なＵ
ターンに繋げるため、Ｕ
ターン促進キャンペーンを
実施

【webキャンペーン】
学生、若手社会人を対象
に、長野で暮らし働くこと
をPR（シティプロモーショ
ンと連動したSNS投稿型）

7,946 3,815

キャン
ペーン
でのア
プロー
チ数
（web
キャン
ペーン
応募者
数、街
頭キャ
ンペー
ンでの
リーフ
レット
配布者
数）

- 2,800 38

20～34
歳の社
会増減
数

人 移動均衡 -180 Ｃ

20～34歳の年齢区分での社会
増減は、数字の増減はあるも
のの社会減の状況が続いてい
る。移住を決める要因は人そ
れぞれに異なり、様々な条件
が絡むため、単一の施策や短
期での効果が表れにくく、こ
れまでＵターンに関心のな
かった層の意識の変化には継
続的な取組が必要である。

統合

「カムバックtoながの」
の取組を進め、人口の移
動均衡を達成するため、
若者への情報発信を積極
的、かつ継続的に進め、
Ｕターンを意識する層の
裾野を広げる必要があ
る。事業実績の検証のほ
か、シゴト博や移住相談
会と連動した内容にする
など、事業の見直しをし
ながら、進学等で東京圏
へ転出した後の若者に向
けた情報発信を継続す
る。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - - 4 3 - - - - - 4 - 4 - 3 3.60

8 重点ﾃｰﾏ2 移住者起業支援金
企画政
策部

人口増
推進課

移住希望者のニーズに沿った
支援をすることで、移住・定
住の促進を図る。

県外から本市への移住後、
起業する50歳未満の者に対
し、３年以上定住すること
等を条件に、起業にかかる
経費を補助する。

8,000 1,201
交付件
数

件 8 2

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 79 Ｂ

活動指数の「補助金の交付件
数」は目標に達していない
が、成果指標の「行政支援に
よる移住者数」が目標に達し
たことから、評価は概ね目標
どおりとしている。

見直し
て継続

県が令和元年度から実施
している地方創生推進交
付金を活用した創業支援
金は、地域課題解決を
テーマとした事業を対象
としているため、採択の
ハードルが高いことに加
え、飲食店等に対する起
業への支援がないことか
ら本制度の継続は必要と
考える。また、申請数増
に向け県外に対し更なる
周知を図る。

事業効果を検
証するととも
に他の起業制
度との統合の
検討が必要

- - - - - - 4 3 - - - - - 4 - 4 - 2 3.40



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

9 重点ﾃｰﾏ2
連携中枢都市圏移住
促進事業

企画政
策部

人口増
推進課

連携中枢都市圏の各市町村の
移住者が増加していること。

・移住相談会・セミナー開
催：３回（オンライン等）
・関係団体主催の移住交流
イベント等への共同出展：
１回
・移住者交流会の開催：１
回
・移住促進パンフレット作
成

3,261 477

移住相
談件数
（連携
事業
分）

件 100 9

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 79 Ｂ

コロナの影響により対面での
相談会の開催ができなかった
ため、移住相談件数は大きく
目標を下回ったが、成果指標
の「行政支援による移住者
数」は目標に達したことか
ら、評価は概ね目標どおりと
している。

見直し
て継続

地方回帰の機運の高まり
の中、小布施町が参加
し、圏域全市町村で移
住・定住促進を図る。ま
た、コロナの影響により
対面による移住セミナー
等の開催ができず、移住
相談者数の増が難しいこ
とから、オンライン開催
を踏まえ、実施方法に工
夫が必要となっている。

事業効果を検
証するととも
に行政の関与
について検討
する必要があ
る

- - - - - - 4 4 - - - - - 4 - 4 - 3 3.80

10 重点ﾃｰﾏ2
移住者空き家改修等
補助金

企画政
策部

人口増
推進課

空き家の利活用を促進し、移
住者を呼び込むことで人口減
少に歯止めをかけ、コミュニ
ティの維持及び活性化を図
る。

対象物件：登録空き家
対象者：20歳以上60歳未満
の県外からの移住者上記へ
賃貸する所有者

補助率・限度額
空き家改修工事：2/3、50
万円※（市街化区域外：
100万円）家財道具等処
分：10/10、10万円※加算
10万円/人・限度30万円

8,000 9,893
交付件
数

件 13 16

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 79 Ａ
いずれの指標も目標値を上
回ったため。

現行の
まま継
続

地方回帰の機運の高まり
の中、空き家の需要も増
加している。空き家バン
ク登録数の増と合わせ、
移住・定住者数の増に取
り組む必要があるため。

事業効果を検
証するととも
に行政の関与
について検討
する必要があ
る

- - - - - - 4 2 - - - - - 4 - 4 - 2 3.20

11 重点ﾃｰﾏ2
移住促進住宅・移住
体験住宅運営事業

企画政
策部

人口増
推進課

本市が持つ魅力をＰＲするこ
とにより、移住者が増加して
いること。

〈移住者用住宅〉
戸数：10戸（2DK：２、
3DK：８）
賃料：2DK49千円、3DK56千
円期間：最長３年

〈移住体験住宅〉
戸数：２戸（2DK、3DK各
１）期間：最長７日間/回
４回までただし、同一月不
可

950 229

移住体
験者数
（体験
分+促進
分）

人 70 4

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 79 Ｂ

コロナの影響により、募集を
停止し、移住体験者数が大幅
に目標を下回ったが、成果指
標の「行政支援による移住者
数」が目標に達したことか
ら、評価は概ね目標どおりと
している。

見直し
て継続

移住者用住宅について、
一定戸数を確保しつつ、
入居募集を積極的に展開
していく。一方、入居後
の管理（家賃徴収を含
む）については、市営住
宅等を管理している住宅
課等と事務移管を踏まえ
て検討する。

事業効果を検
証するととも
に行政の関与
について検討
する必要があ
る

- - - - - - 4 4 - - - - - 4 - 4 - 3 3.80

12 重点ﾃｰﾏ2 移住支援金
企画政
策部

人口増
推進課

東京圏から地方へのＵＩＪ
ターンの促進、中小企業等の
担い手不足の解消及び地域課
題解決型の創業を促進するた
め。

県外から移住し、就業又は
起業した場合に100万円
（単身60万円）を支給す
る。

・国要件負担率：国1/2、
県1/4、市1/4
・県要件負担率：県1/2、
市1/2

9,000 1,000
交付件
数

件 9 1

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 79 Ｂ

活動指数の「補助金の交付件
数」は目標に達していない
が、成果指標の「行政支援に
よる移住者数」が目標に達し
たことから、評価は概ね目標
どおりとしている。

見直し
て継続

地方創生移住支援事業の
要件が拡充（支援対象者
の拡大）されたため、そ
れに合わせるよう市補助
金要綱を改正する。それ
により申請数の増加が見
込まれるため継続とす
る。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - - 4 3 - - - - - 4 - 4 - 3 3.60



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

13 重点ﾃｰﾏ3
戦略マネージャー活
用事業

企画政
策部

企画課
付加価値の高い産業の創造と
再構築を行い、経済基盤を底
上げする。

長野地域連携中枢都市圏に
おいて、新型コロナウイル
スの影響により低迷した経
済の回復状況を見極めつ
つ、長期戦略に基づき計画
されたものを産学金との連
携により一部を事業化及び
実証実験レベルとする。ま
た、将来性があり高付加価
値を生み出す可能性がある
ものについては継続して調
査・研究に取り組み、具体
化への基盤づくりを進め
る。

10,345 8,784
事業の
着手数

件 4 13
事業化
数

件 - - Ａ

各分野の戦略マネージャーと
プロジェクトチームにより、
令和２年５月に「長期戦略
2040」を策定した。策定後
は、ワーキンググループを組
成し、事業化に向けた検討を
進め、新年度予算へ反映する
ことができた（「起業家創出
プログラムin東京」、「ス
マートシティ推進事業」、
「NAGANO未来デザインアワー
ド」など）。

現行の
まま継
続

令和３年度については、
長期戦略2040に基づき、
戦略マネージャーととも
に事業化に向けた取組を
進める。また、令和３年
度末で戦略マネージャー
の任期が満了するため、
令和４年度以降も継続す
る事業については、個々
の事業毎に戦略マネー
ジャーの関わり方を検討
する。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

14 1-1-1
みどりのはがき・市
民会議関連事業

企画政
策部

広報広
聴課

市政に対し市民が意見や提案
しやすい環境を整えることに
より、市民意見を的確に把握
し、市政に反映させる。

みどりのテーブルやみどり
のはがき・パブリックコメ
ント等を通じて、市政に対
する市民ニーズを把握し、
市政への反映を図る。

2,099 1,617
市民会
議等開
催数

回 20 16

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」市
民が思
う割合
の上昇

％ 25 21 Ｂ

コロナ渦により人数制限など
の制約はあったが、「ながの
未来トーク」は６回、「よう
こそ市長室へ」は10回開催
し、地域住民と直接意見交換
を行った。また「みどりのは
がき」は郵送及び電子メール
で1,264件（前年1,106件）の
投書があり、「カトウさんへ
の提案ポスト」は所定ポスト
及び電子メールで373件（前
年258件）の投書があった。
いずれも、担当課等において
市政への反映の検討が行われ
た。

見直し
て継続

市民の市政参画を進める
に当たり、市長が市民の
声を直接聴く必要がある
ことから、事業を継続し
ていくが、自治協の事務
負担軽減を図るとともに
市政に対する建設的な提
案や女性・若年層の出席
者が増えるよう、事業の
実施方法を検討する必要
があるため。

- - - - - - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

15 1-1-1
まちづくりアンケー
ト事業

企画政
策部

広報広
聴課

市民意識を的確に把握し、ア
ンケート結果を条例、計画等
の各施策の基礎資料として活
用する。

令和2年度実施状況(1)調査
対象市内在住の18歳以上の
5,000人(2)標本抽出住民基
本台帳からの等間隔無作為
抽出(3)調査方法返信用封
筒を抽出した、質問票送付
によるアンケート調査方式

2,287 2,245

まちづ
くりア
ンケー
ト回収
率

％ 65 63

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」市
民が思
う割合
の上昇

％ 25 21 Ｂ

アンケートの回収率は目標の
65％には達成しなかったもの
の、63％とここ数年では最も
高い結果となった。統計学的
にもほぼ正確な結果を得られ
るとされる標本数を回収でき
たことにより、精度の高い調
査結果を得ることができた。

見直し
て継続

現在、他市の同事業の実
施状況と比較して、比較
的高い回収率を維持して
いることから、現行の郵
送方式によるアンケート
調査を継続するが、回収
率のさらなる向上を目指
す必要があるため。

インターネッ
ト利用等、回
収率を担保す
ることが求め
られている

将来的に、よ
り効率的な方
法を考える中
でインター
ネットの活用
について研究
していく。

- - - - - - 3 - - - - - - - - - 4 3.50

16 1-1-1 広報紙発行事業
企画政
策部

広報広
聴課

広く市民に市政情報等を提供
し、市民との情報共有を図る
とともに、市政への理解を深
める。

本市の施策や制度、行事・
イベント情報などの市政情
報を掲載した広報紙（広報
ながの・点字広報）を発行
し、市民との情報の共有化
を図るとともに、行政サー
ビスの利用促進、市政への
理解を深めてもらう。

91,971 68,767

配布世
帯数
（※全
戸配布
を活動
目標と
する）

世帯 全戸配布 全戸配布

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」に
対する
回答
「分か
らな
い」の
減少

％ 25 28 Ｂ

広報誌・点字広報の記事につ
いては、適時の内容を盛り込
むとともに、正確かつ分かり
やすい内容となるよう工夫し
て編集している。

見直し
て継続

広報ながの編集方針に基
づき、市民ニーズを的確
に捉え、効果的な発行に
努めていく。また、情報
の発信媒体が多様化する
なか、紙媒体以外の手法
の活用についての検討を
行う。

市政情報の伝
達手段の検
討・シルバー
人材センター
による配達方
法の見直しが
必要

広報誌による
市政情報の伝
達は、現在の
手法（紙媒体
による全戸配
布、ホーム
ページへの掲
載）を継続す
るとともに、
発信媒体の多
様化も踏まえ
ながら、より
効果的な情報
発信を図る。

- - - - - - 4 - - - - - - - - - 2 3.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

17 1-1-1 市政番組放送事業
企画政
策部

広報広
聴課

テレビ・ラジオを通じて広く
市政情報を提供することによ
り、より多くの市民と情報共
有を図るとともに、市政への
理解を深めてもらう。

本市の施策や制度、行事・
イベントなどの市政情報に
関する市政番組を制作し、
テレビやラジオを通じて、
広く市民にお知らせするこ
とで、市政に対する理解を
深めるとともに、情報の共
有を図る。

21,618 20,902
市政番
組の制
作本数

本 347 347

市民ア
ンケー
ト指標
「市民
の声が
市政に
反映さ
れてい
る」に
対する
回答
「分か
らな
い」の
減少

％ 25 28 Ｂ

市政情報について、テレビ・
ラジオの媒体を活用し、適
時・的確に番組を制作して、
広く市民などに提供してい
る。

見直し
て継続

市政情報を市民のニーズ
に応じて多様な手段で伝
えていくことは必要であ
る。テレビやラジオを通
じての市政情報の発信は
継続するほか、インター
ネットによる動画配信に
ついて検討する。

伝達効果を見
極めながら、
情報発信媒体
の見直しが必
要

パソコンやス
マートフォン
の普及に伴
い、情報を閲
覧する媒体が
インターネッ
トに移行して
いるため、情
報の発信媒体
についても見
直しが必要。

- - - - - - 4 - - - - - - - - - 2 3.00

18 1-1-1
インターネット広報
事業

企画政
策部

広報広
聴課

ホームページ・ソーシャルメ
ディアが身近な情報伝達手段
となり、迅速な情報発信が可
能であることから、それらを
活用した市政情報の発信が必
要である。

ホームページ、インター
ネット市政放送、ソーシャ
ルメディアを活用し、本市
の施策や制度、行事・イベ
ントなどの市政情報を広く
市民等に情報を発信するこ
とで、市政に対する理解を
深めるとともに、市政への
関心や参加意識の向上を図
る。

19,291 17,155

適時・
的確な
更新※
随時の
更新を
活動目
標・実
績とす
る。

- 随時 随時

ホーム
ページ
閲覧者
の満足
度

％ 80 80 Ａ

ホームページについては、各
課担当者がCMS（コンテンツ
マネジメントシステム）の理
解を深め、頻繁に更新を行っ
ている。また、ソーシャルメ
ディアの活用では、ツイッ
ター、ユーチューブ、インス
タグラムにより、行政情報や
本市の魅力を随時発信したほ
か、LINEによる台風災害支援
情報提供を行った。

見直し
て継続

市政情報などを市民ニー
ズに応じるため、多様な
媒体で伝えることは必要
である。インターネット
による情報伝達は有効で
あるため、より効果的な
手段を取り入れながら継
続して実施していく。

アクセシビリ
ティの向上・
効率的な運営
方法を検討す
る必要がある

ホームペー
ジ・ソーシャ
ルメディアが
身近な情報伝
達手段となっ
ていることか
ら、引き続き
内容の充実を
図りつつ、よ
り効果的な情
報発信を行
う。

- - - - - - 4 - - - - - - - - - 3 3.50

19 1-1-2
支所発地域力向上支
援金

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

地区内で地域の活性化及び課
題の解決に向けた活動をして
いる団体又は当該活動をしよ
うとする団体を対象に支援す
ることで、地域力の向上を目
指す。

地区内でまちづくりに関す
る活動をしている団体の中
から、支所長が主体となり
支援団体を決定し、財政支
援を行う。

16,000 14,791
事業実
施数

事業 100 111 - - - - Ａ

各地区内において制度が周知
され、集落単位の伝統文化や
伝統行事の継承、小規模な防
災物品の購入や防災マップの
作成など、本支援がなければ
中止せざるを得ない事業への
支援と地域に溶け込んだ支援
金となり、実績件数が目標を
上回っているため。

現行の
まま継
続

地域の活性化や課題解決
につなげるには、各地域
における小さな事業をは
じめ幅広く事業への支援
が必要であり、令和３年
度からは、事業内容の適
格性の確保のための支所
長の関わりや、支所間で
統一的な対応を取るため
の選考基準などを定めた
「運用基準」に基づき、
支所長の裁量のもと、地
域力が上がり今後の地域
の発展が見込まれるた
め。

実績・効果を
検証し、制度
の在り方を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 3 - - - - - - - 3 - 3 3.00

20 1-1-2
地域いきいき運営交
付金

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

住民自治協議会が個性豊かで
活力に満ちた地域社会の実現
を図るため、住民の福祉の増
進に向けて、自主的・自立的
な活動を行う。

住民自らが、地域の課題解
決や住民福祉の増進に取り
組み、住民主体の地域づく
りの推進を図るために必要
な費用の支援を行う。

373,395 373,395

地区住
民自治
協議会

地区 32 32

住民自
治協議
会、
区、自
治会な
どの活
動やま
ちづく
りに係
るボラ
ンティ
ア活動
などに
参加し
ている
人数

％ 25 24 Ｂ

自ら使途を決定できる交付金
により、各住民自治協議会が
地域の状況に応じた積極的な
まちづくり活動を展開してい
る。住民自治協議会の活動や
ボランティア活動への参加は
概ね目標どおりである。

現行の
まま継
続

地域の課題は地域ごとに
多種多様であるため、引
き続き自らが使途を決定
できる交付金により、少
子高齢化が進む地域の実
情や社会情勢の変化に合
わせた積極的なまちづく
り活動を展開できるよう
支援する。

交付金の効果
を検証すると
ともに、住民
自治協議会に
対する支援の
在り方を検討
する必要があ
る

- - - - - - - 3 - - - - - - - 3 - 3 3.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

21 1-1-2 やまざと支援交付金
地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

少子高齢化・過疎化が進行し
ている中山間地域における地
域活動の維持・支援を行い、
特有の課題を解決する。

地域の互助機能の促進と中
山間地域特有の課題解決を
図るための費用として、中
山間地域を含む住民自治協
議会に対し、補助金を交付
する。・１地区当たり180
万円・対象地区13地区

25,367 25,350

生活環
境を維
持する
ための
活動費
（草刈
り、支
障木伐
採、不
法投棄
パト
ロー
ル、福
祉送迎
ほか）

千円 10,400 10,400

ご近所
同士で
交流を
し、
困った
時にお
互いに
助け合
える関
係を築
こうと
してい
る

％ 50～70 63 Ｂ

成果指標値について、市街地
地区と比較した場合、中山間
地域のほうが高い数値となっ
ており、地域互機能維持の一
助になっていると考える。

現行の
まま継
続

中山間地域の課題解決や
生活環境の維持整備に有
効に活用されており、今
後も集落互助に必要な施
策として継続していく。

中山間地域の
地域活動の維
持に寄与して
いるが、実態
を把握し、制
度の在り方を
検討する必要
がある

- - - - - - - 3 - - - - - - - 3 - 3 3.00

22 1-1-2
里山ファン活動支援
事業補助金

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

中山間地域のコミュニティに
おける担い手不足の解消及び
課題解決による地域力の向上
並びに中山間地域と中山間地
域以外の市民の連帯感の醸成
を図る。

中山間地域と中山間地域以
外の地域の関係づくりを促
進し、長野市民としての連
帯感の醸成を図るととも
に、中山間地域の地域コ
ミュニティの維持と地域力
の向上を図る活動に対し、
補助金を交付する。

2,000 534
事業実
施数

事業 20 7 - - - - Ｃ

新型コロナウイルス感染拡大
の影響及び中山間地域以外の
地区では中山間地域の課題の
把握ができず、事業の実施に
結びつかなかったため、実施
件数が少なかった。

現行の
まま継
続

初年度であり、新型コロ
ナウイルス感染拡大の影
響も大きく、実績は少な
かったが、各地区の里山
ファン活動事業が実施で
きる中山間地域の課題に
ついて調査したところ16
事業について報告があ
り、マッチングリストを
作成した。今後も事業が
実施できるように継続し
てマッチングを図りなが
ら継続していく。

中山間地域の
地域コミュニ
ティ維持と地
域力向上を目
指している
が、事業効果
を検証する必
要がある。

- - - - - - - 3 - - - - - - - 3 - 3 3.00

23 1-1-2
ながのまちづくり活
動支援事業

地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

主体的に活動する団体等を支
援することで、地域課題解決
に取り組む団体等の増加を図
り、持続可能なまちづくりを
推進する。

市と市民との協働のまちづ
くりを推進するため、市民
公益活動団体(住民自治協
議会を含む)が課題解決の
ために創意工夫し、主体的
に行うまちづくり活動に対
して、補助金を交付す
る。・補助率１回目７/10
以内(上限額70万円)２回目
６/10以内(上限額60万円)
３回目５/10以内(上限額50
万円)

10,215 8,513
補助事
業数

事業 20 21

まちづ
くりに
関わる
ボラン
ティア
活動に
参加し
ている
（第五
次長野
市総合
計画）

％ 23 24 Ｂ

平成30年度に地域やる気支援
補助金と統合したことによ
り、補助対象として住民自治
協議会が含まれるようにな
り、公益性がある採択事業が
増えている。今後も市民が主
体となった活動を継続的に支
援していく。

現行の
まま継
続

第三者の指摘にあるよう
な小さな団体が本補助金
を活用して活動が継続で
きるよう制度を広く周知
し、支援・助言を行って
いく。

制度創設時か
ら対象として
いる市民公益
活動団体に対
する効果を検
証し、支援の
在り方を検討
すべき

- - - - - - - 3 - - - - - - - 3 - 3 3.00

24 1-1-2 市民活動育成事業
地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

様々な人や組織が、それぞれ
を理解し、強みを生かした自
主的な市民公益活動により、
多くの市民が積極的に協働に
取組むことを目的とする。

協働推進のための基本方針
に基づき、市民公益活動団
体を総合的に支援する拠点
として、組織力の向上と自
立促進を目的に「市民協働
サポートセンター」を設置
している。具体的には、情
報提供、団体同士の交流・
連携機会の創出、相談受付
等、団体活動がさらに活発
となるような支援を行う。

12,313 11,917

市民協
働サ
ポート
セン
ターの
利用人
数（訪
問者、
電話
等）

人 5,000 7,169

市と市
民公益
活動団
体との
協働事
業数

件 87 85 Ｂ

市民協働サポートセンターで
支援を受けて、団体の設立や
NPO法人が地域と協働して地
域課題の解決に取り組む活動
の創出に結びついている。ま
た、利用者数、HP及びSNSの
アクセス数も増加しており、
拠点としての機能を果たして
いる場面が増えてきている。
今後も活動の連携の場を提供
するなど、協働の推進につな
がる活動を続ける。

現行の
まま継
続

市とNPO等の協働を推進す
るための拠点である市民
協働サポートセンターの
役割と重要性を明確に
し、活動を広く周知、支
援していく必要があるた
め。

市民協働サ
ポートセン
ターの活動評
価を行い、市
の費用負担の
在り方を含め
より効果の上
がる見直しを
行う必要があ
る

- - - - - - - 3 - - - - - - - 4 - 3 3.33
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陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

25 1-2-1
ふるさと応援寄附事
業

企画政
策部

企画課

自分の意思で長野市を応援し
てくれる人を増やすととも
に、寄附者とのつながりを深
める。

ふるさと納税制度を活用
し、市内外の方にふるさ
と”ながの”を応援いただ
き、本市の魅力の発信を行
いながら、寄附者との繋が
りを深める。・寄附金（歳
入）10億円

490,446 518,757

PR品
（返礼
品）新
規登録
品目数

品目 200 322

寄附件
数（企
画課の
み、法
人含
む）

件 66,000 67,773 Ａ

コロナウイルス感染拡大の影
響により売上が減少した事業
者の販路拡大につなげるた
め、商工会議所や商工会への
営業活動を行ったことによ
り、ＰＲ品の種類増加に寄与
した。また、ガバメントクラ
ウドファンディングをはじめ
て活用し、コロナウイルスの
最前線ではたらく医療従事者
のための寄附受付を行った。

現行の
まま継
続

国においてふるさと納税
制度が存続する限りは、
寄附先として長野市を選
んでいただき、寄附者と
のつながりの強化や歳入
の確保を図る必要があ
る。

クラウドファ
ンディング型
の納税導入を
検討する必要
がある

医療従事者へ
の寄附を集め
るガバメント
クラウドファ
ンディングを
実施した。ま
た、企業版ふ
るさと納税を
集めるために
企業や庁内各
課と連携して
取り組んだこ
とから、「実
施手段」を３
から４へ修正
した。

- - - - - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00

26 1-2-2
戸籍住民基本台帳事
務事業

地域・
市民生
活部

市民窓
口課

窓口の効率化が進み、待ち時
間の短縮や市民の利便性、満
足度の向上につながってい
る。

・窓口事務全般へＡＩ技術
導入の調査研究・コンビニ
交付に必要なマイナンバー
カードの普及促進・窓口専
門職員の計画的な採用と育
成、人事異動等

92,962 88,526

コンビ
ニ交付
に必要
なマイ
ナン
バー
カード
交付枚
数（累
計枚
数）

枚 54,000 84,155

証明書
全体に
占める
コンビ
ニ交付
件数

件 21,000 25,002 Ｂ

マイナンバーカードの交付枚
数やコンビニ交付件数は、い
ずれも目標値を超えており市
民の利便性向上が図られた。
その一方で新型コロナウィル
ス感染防止の関係で、出張申
請受付が1回しか実施できな
かったことから評価を「Ｂ」
とした。

現行の
まま継
続

来庁せずに郵送で可能な
手続き（転出届、戸籍謄
本等の交付）や利便性の
高いコンビニ交付を幅広
く周知するとともに、マ
イナンバーカードの普及
促進に取り組む。また、
オンライン化の推進は国
の動向や社会情勢、先進
他市の状況を注視しなが
ら進める。

業務効率化に
つながるICT
活用等の検討
が求められて
いる。

- - - - - - - 2 - - - - - - - 4 - 2 2.67

27 2-1-1 結婚支援事業
企画政
策部

人口増
推進課

市内の独身者（概ね20歳～40
歳代）を対象に、出会いの場
の拡大や結婚機運の醸成など
により、結婚を希望する若者
の成婚につなげる。

結婚を希望する若者を応援
するため、出会いの場の創
出支援、結婚機運の醸成及
びライフデザイン形成支援
を推進する。

・婚活イベント・スキル
アップセミナーの開催
・自己プロデュース講座の
開催
・「ご縁ながの・ココカ
ラ」による情報発信
・結婚応援ボランティア研
修会の開催
・ライフデザインセミナー
の開催 ほか

7,849 5,198

独身者
対象セ
ミナー
への参
加者数

人 380 99

今後、
より積
極的に
婚活を
してい
こうと
思う人
の割合

％ 80 92 Ｂ

「結婚セミナー」及び「社会
人ライフデザインセミナー」
は新型コロナウイルスの感染
拡大防止に配慮し、参加者の
安心・安全を最優先するため
Web会議システムを取り入れ
オンラインでの実施とした。
しかし参加者数は大きく減少
し、活動指標の実績は目標を
大きく下回ったが、成果・効
果指標は９割を超え目標を大
きく上回った。

見直し
て継続

少子化対策は喫緊の課題
であり、未婚化・晩婚化
は今後も更に進行すると
予測されていることか
ら、若者の結婚に対する
意識や実情の把握に努め
ながら、結婚支援事業を
より充実させる必要があ
る。

夢先案内人の
活躍の場を検
討する必要が
ある

- - - 4 - 4 - 4 - - - - - - - - - 2 3.50

28 2-1-1
連携中枢都市圏結婚
支援事業

企画政
策部

人口増
推進課

結婚を希望する若者の「出会
いの機会」の拡大を図り、圏
域全体の結婚機運を高める。
多様な地域・観光資源の活用
により「長野圏域ファン」を
増やし、交流人口の増加、将
来的な移住・定住につなが
る。

長野地域連携中枢都市圏事
業として広域的な結婚支援
に取り組む。圏域外独身者
を迎え、圏域内の多様な地
域・観光資源を活用した移
住婚活ツアーを実施する。

・移住婚活ツアー（１泊２
日）
・事前セミナー（自分磨き
講座等）
・圏域外参加者の交流会

2,497 2,123
参加者
数

人 60 32

長野圏
域に魅
力を感
じた参
加者の
割合

％ 80 86 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
の影響を考慮し、１回あたり
の参加人数を３割程度に減ら
し３日間に分け、オンライン
で開催した。活動指標の実績
は目標を下回ったが、オンラ
インでなければ参加できな
かった医師や教員などの参加
があった。成果・効果指標は
８割を超え目標を大きく上
回った。

現行の
まま継
続

未婚化・晩婚化は今後も
更に進行すると予測され
ることから、広域的に取
り組むことで、出会いの
機会の拡大と圏域全体の
結婚機運を高める必要が
ある。多様な地域・観光
資源の活用により「長野
圏域ファン」を増やし、
将来的な移住・定住につ
ながる。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - 4 - 4 - 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
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陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境
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・
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餓
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健
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育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

29 2-1-1
妊娠・出産包括支援
事業（ながの版ネウ
ボラ）

保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

妊娠・出産、育児に至るまで
切れ目のない支援が図られ、
家庭及び地域社会において、
安心して子どもを産み育てる
ことができる。

妊娠・出産から子育て期の
様々な不安や悩みごとにつ
いて、保健センターと本庁
健康課総合窓口に配置した
母子保健コーディネーター
（保健師）が相談に応じ、
地区担当保健師や関係機関
等と協力し、切れ目のない
きめ細かな支援をする。

23,694 23,694

妊娠届
時の保
健師面
談率
（面談
受付数
／妊娠
届出
数）

％ 100 69

支援に
移行し
た率
（支援
移行率
／面談
受付
数）

％ 10 10 Ｂ

三陽、吉田、西部、東部、犀
南、真島の６保健センターに
専任の母子保健コーディネー
ターを配置し、妊娠届時にす
べての妊婦と面談など、出産
前からの支援が強化され、妊
娠・出産・子育てに関する要
望や不安、悩みを聞き取り、
きめ細やかな情報提供など、
特に産前産後の支援の充実が
図られた。

現行の
まま継
続

・母子保健法に位置づけ
られた事業であり、妊娠
期から子育て期にわたる
切れ目のない支援を行
う。・全市的支援体制の
整備のため、母子保健
コーディネータと各保健
センターとの連携強化が
求められている。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - 4 - 4 - 2 - - - - - - - - - 4 3.50

30 2-1-1
妊婦歯科健康診査事
業

保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

妊娠届を提出した妊婦及び転
入した妊婦が、健康な児を出
産する。

早産や低体重児出産の原因
となりうる妊婦の歯周病を
防ぎ、母子の健康を増進す
るため、妊婦の歯科健康診
査を実施する。・受診期間
出産前日まで・健診内容問
診、歯科健診、ブラッシン
グ実技を含む歯科保健指
導・自己負担なし

3,316 2,759

受診勧
奨者数
（妊娠
届提出
者及び
転入し
た妊婦
の数）

人 - 2,704 受診率 ％ 32 ５月確定 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
による受診控えが影響し、受
診者数は減少した。受診控え
により、歯周病やむし歯の早
期発見・早期治療につなげる
ことができなくなる状況が懸
念される。引き続き、歯科健
診の必要性の認識を深めても
らえるよう周知に努めていく
必要がある。

現行の
まま継
続

妊娠期の口腔管理につい
て妊婦の意識が未だ低い
状況にあるため、妊娠期
における歯科健診の重要
性について、母子健康手
帳交付時や乳幼児健診の
機会等を活用し、また、
関係機関の協力を得て積
極的に周知し、継続的に
取組む必要がある。

事業の周知方
法を改善し、
受診率向上を
図る必要があ
る

- - - 4 - 4 - 3 - - - - - - - - - 4 3.75

31 2-1-1 産婦健康診査事業
保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

出産後間もない産婦に対する
健康診査（母体の身体的機能
の回復、授乳状況や精神状態
の把握等）を行い母体の健康
や産後うつ予防、新生児への
虐待予防等を図る。

産後うつの予防や、新生児
への虐待防止等のため、出
産後間もない時期の産婦が
行う健康診査に対し助成す
る。・健診回数２回まで・
５千円を上限（１回につ
き）・事業内容産科医療機
関及び助産所で実施問診、
診察、尿検査等

23,743 23,743
受診者
数

人 5,024 4,632 受診率 ％ 100 92 Ｂ

産婦健康診査が広く周知され
たことや、県内全市町村で産
婦健康診査も実施されている
ことなど、受診者にとって産
婦健康診査を受けやすい環境
が整ったことが、受診率（出
生者数に対する受診者数の割
合）の向上につながった。

現行の
まま継
続

母子保健法に位置づけら
れた事業であり、妊娠期
から子育て期にわたる切
れ目のない支援を行う。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - 4 - 4 - 4 - - - - - - - - - 2 3.50

32 2-1-1 産後ケア事業
保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

母体の管理や育児指導を行う
ことで育児不安の軽減、母体
の精神的安定及び育児手法の
獲得により、産後うつの対応
及び子どもへの虐待予防につ
なげる。

出産後（退院後）特に保健
指導を必要とする産婦が、
委託医療機関・助産所にお
いて体調の回復及び育児手
技等の知識を習得するため
の費用について一部負担す
る。従来からの宿泊型に通
所を加えることにより利便
性の向上を図る。・公費負
担利用料金の７割・上限額
17,500円（宿泊)8,000円
（通所）

6,800 11,242
利用者
数

人 100 222
利用日
数

日 400 963 Ａ

平成28年度から国庫補助対象
となり、市の負担割合を５割
から７割として利用者負担額
の軽減を図ったことや、令和
元年度からの通所型の導入を
受け、ハイリスクの妊産婦に
対する産科医療機関等からの
利用勧奨及び母子保健コー
ディネーターからの事業の紹
介により利用日数が大きく伸
び、多くの産婦の育児不安を
軽減することにつながった。

現行の
まま継
続

制度を地域的に利用しや
すくなるよう、通所型の
事業所を市北部、中心市
街地、市南部にそれそれ
設置することができた。
当面は現行により継続
し、利用者の動向を見る
こととしたい。

利用基準につ
いて実施医療
機関等との協
議が必要

- - - 4 - 4 - 4 - - - - - - - - - 2 3.50
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１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき
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33 2-1-1

もぐもぐ離乳食教
室・かみかみ離乳食
教室・噛みんぐ幼児
食教室事業

保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

適正な味覚形成と咀嚼能力獲
得により、野菜を食べられる
人を増やすことで生活習慣病
を予防する

成長に合わせて学ぶ教室離
乳食講習と栄養に関する講
話、歯磨き実習等を通じて
正しい知識を普及し、正常
な味覚形成と口腔機能の育
成を図る。・もぐもぐ離乳
食教室(離乳食の始め方)４
～６か月児対象・かみかみ
離乳食教室(離乳食の進め
方)７～11か月児対象・噛
みんぐ幼児食教室(幼児食
の進め方と歯磨き)11か月
～１歳１か月児対象・会場
各保健センター

982 61
参加者
数

人 6,000 53 参加率 ％ 40 1 Ｂ

令和２年度５月から新型コロ
ナウイルス感染拡大予防対策
のため集団形式の本事業を中
止した。

現行の
まま継
続

本事業は、将来の生活習
慣病予防のために重要な
位置づけであるため、感
染予防に配慮した開催方
法を検討し、継続してい
く。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - 4 - 4 - 4 - - - - - - - - - 3 3.75

34 2-1-1
出産・子育て応援Ｌ
ＩＮＥ配信事業

こども
未来部

子育て
支援課

妊娠・出産・子育ての不安や
負担感を解消し、子育てに対
する理解を深め、子育ての楽
しみを実感できるようにする
必要がある。

携帯端末のスマートフォン
利用者の増加に伴い、情報
交換のツールとして子育て
世代を含めてSNSが急速に
普及しており、令和元年11
月から、新たにLINEによる
配信を開始しており、更な
る新規登録者の増加を図
る。

2,591 2,572

LINE配
信登録
件数※
H30まで
はメー
ル、R元
はメー
ルと
LINEの
合算値

件 6,700 10,557

読者ア
ンケー
トに基
づく満
足度

％ 100 87 Ｂ

配信登録件数について、第四
次長野市高度情報化計画（平
成29年度～平成33年度）の目
標値に到達し、読者アンケー
トの調査結果から読者の満足
度も高かったため。

現行の
まま継
続

妊娠・出産・子育ての不
安や負担感を軽減し、安
心して出産や子育てがで
きるよう、お腹の中の赤
ちゃんや生まれた後の成
長に応じたタイムリーな
情報及びアドバイスを配
信する必要がある。

内容について
民間が発信す
る情報の活用
を検討する必
要がある

必要としてい
る人に必要な
情報をプッ
シュ型で送る
必要がある

- - 4 - 4 - 4 - - - - - - - - - 3 3.75

35 2-1-1 子育て短期支援事業
こども
未来部

子育て
支援課

保護者の疾病その他の理由に
より家庭において児童を養育
することが一時的に困難と
なった家庭や児童の福祉の向
上を図る。

保護者の病気、出産、家族
の看護、育児疲れ等のた
め、家庭において児童の養
育が一時的に困難になった
場合に児童養護施設等にお
いて一定期間預かるショー
トステイを実施する。ま
た、保護者が仕事等の理由
により、平日の夜間又は休
日に不在となり児童の養育
が困難になった場合、児童
養護施設等において一時的
に預かるトワイライトステ
イを実施する。なお、
ショートステイの預け入れ
先を、新たに里親等に拡大
する。・ショートステイ６
施設及び里親等・トワイラ
イトステイ６施設

1,051 1,672

利用者
数（延
べ）
ショー
トステ
イ＋ト
ワイラ
イトス
テイ

人 80 227

利用要
望達成
数/利用
相談件
数

％ 100 76 Ｂ

利用申請のあった家庭の利用
要望どおりに施設への受け入
れがおおむね実施できている
ため。

現行の
まま継
続

本事業の周知を更に図
り、必要としている家庭
への支援を行うことで、
切れ目ない子育て支援に
繋げ、結果、児童虐待の
防止を図ることができる
ため。

必要としてい
る家庭に対
し、一層の制
度周知を図る
必要がある

必要としてい
る家庭に対し
て必要な支援
を提供する必
要がある。

- - 4 - 4 - 2 - - - - - - - - - 4 3.50

36 2-1-1
放課後子ども総合プ
ラン推進事業

こども
未来部

こども
政策課

児童の健全な育成保護者の仕
事と子育ての両立支援

余裕教室の徹底的な活用、
長寿命化、エアコンの設置
などの施設整備を進める。
また、支援員等の処遇改善
による人員の確保、研修の
充実による資質の向上、延
長時間の拡大等の支援の充
実を図るとともに、地域住
民・学生等による多様な体
験・交流活動等の提供の拡
大を図る。

1,162,464 1,150,374

希望児
童の受
入れ校
区数

校区 54 40

放課後
子ども
総合プ
ラン登
録率

％ 48 46 Ｃ

希望児童の受入れ校区数につ
いては、徐々に拡大している
ものの、令和２年度40校区で
実施と、実施率は74％にとど
まっている。登録率について
は、令和２年度45.5％と目標
の47.7％に対し95.4％とおお
むね目標を達成している。

見直し
て継続

子育て支援の主要施策と
しての役割とニーズがま
すます高まるとともに、
より安全・安心な環境と
支援の充実が求められて
いる。特に、支援員等や
居室の確実な確保、配慮
が必要な児童への対応な
どに取り組む必要があ
る。

支援員確保に
つながる処遇
改善を図る必
要がある

- - - 4 - 2 - 4 - - - - - - - - - 4 3.50
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37 2-1-1

こども広場・支援セ
ンター・ファミリー
サポートセンター運
営事業

こども
未来部

保育・
幼稚園
課

保護者の子育てに関する不安
感等の緩和、及び子どもが健
やかに育つこと。

保護者の交流促進、子育て
に関する相談及び情報提供
等を行う「こども広場」、
児童の預かり等の子育て相
互援助活動に関する連絡・
調整を行う「ファミリーサ
ポートセンター」の運営委
託事業を実施する。また、
公立保育所等に併設してい
る「地域子育て支援セン
ター」の運営を行う。・こ
ども広場２施設・地域子育
て支援センター（公立）７
施設・ファミリーサポート
センター１施設

137,917 136,792

こども
広場・
支援セ
ンター
利用延
べ人数

人 135,000 54,969

こども
広場・
支援セ
ンター
利用延
べ人数

人 135,000 54,969 Ｂ

こども広場及び地域子育て支
援センターは、新型コロナ
ウィルス感染症の影響によ
り、４月及び５月を臨時休業
としたことや、６月からの再
開後も人数や利用回数を制限
して実施したため、利用者は
大きく減少した。また、３歳
未満児の保育所入所者数の増
加や少子化等を背景に、こど
も広場及び地域子育て支援セ
ンターを主に利用する未就園
児童数が減少傾向となってい
ることも加味して、概ね目標
どおりと評価した。

現行の
まま継
続

こども広場利用者アン
ケート結果では、概ね好
評を得ている。引き続
き、乳幼児親子の遊びや
交流の場を提供するとと
もに、令和元年度からこ
ども広場に配置した子育
てコンシェルジュを中心
に保護者からの相談等に
応じ、更なる子育て支援
の充実を図る。

専任職員（子
育てコンシェ
ルジュ）の成
果を検証する
必要がある

- - - 4 - 4 - 3 - - - - - - - - - 4 3.75

38 2-1-1
転入者子育て交流会
開催事業

こども
未来部

子育て
支援課

本市で子育てをする保護者の
不安解消と仲間づくりの場を
提供し、慣れない土地での子
育てを応援する。

こども広場２か所におい
て、未就園児とその保護者
を対象に交流会を開催し、
市の子育て施策の紹介や保
護者同士の交流のほか、市
の農産物の試食等により長
野市の魅力をＰＲする。

344 344
参加世
帯数

世帯 180 86

参加者
アン
ケート
に基づ
く満足
度（満
足・や
や満足
を対
象）

％ 80 95 Ａ

こども広場の２会場ともに、
目標を上回る満足度が得られ
たため。（もんぜんぷら座こ
ども広場じゃん・けん・ぽん
90％、篠ノ井こども広場この
ゆびとまれ100％）

終了

本事業の実施方法等を確
立したことで、事業者が
自主事業として実施でき
る体制が整い移管が可能
となったため、市として
の実施は令和２年度で終
了するもの。

対象者への一
層の事業周
知・事業主体
が自主事業と
して実施でき
るよう移管が
必要

事業主体が自
主事業として
実施できるよ
う移管が必要

- - 4 - 4 - 2 - - - - - - - - - 2 3.00

39 2-1-2
公立保育所事務負担
軽減事業

こども
未来部

保育・
幼稚園
課

パート事務員の配置により、
園長・保育主任の事務負担を
軽減し、保育士への指導・支
援体制の充実による保育の質
の向上と職員の時間外勤務の
縮減を図る。併せて課の事務
負担も軽減する。

パート事務員を保育所に配
置し、園長及び保育主任の
園運営関係事務を行う。・
配置保育所12園・週２～４
日勤務・一日２～６時間勤
務

6,706 6,706

12園に
パート
事務員
を配置

園 12 12

園長及
び保育
主任の
年間時
間外勤
務縮減
時間
（令和
元年度
比）

時
間

1,812 1,644 Ｂ

園長及び保育主任の時間外勤
務縮減時間の実績は、目標の
約90％であったため、概ね目
標どおりとした。
また、園の事務処理精度の向
上により、同課関係職員６人
の時間外勤務時間は821時間
縮減となった。

見直し
て継続

・パート事務員を継続配
置し、園長及び保育主任
の事務負担を軽減する。
・事業効果の検証を行う
とともに、ICT導入後の事
務負担軽減状況を確認
し、今後のパート事務員
の適正な配置の方針を検
討していく。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 3 - - 4 - - - - - - - - - 4 3.67

40 2-1-3
ひとり親家庭自立支
援給付金事業

こども
未来部

子育て
支援課

資格を取得し経済的に自立す
ることにより、母子家庭又は
父子家庭の経済的自立促進を
図る。

高等職業訓練促進給付金事
業：就職に有利な資格取得
のため、一定期間、看護学
校等の養成機関で修業する
場合に、生活の負担の軽減
を図るため給付金を支給す
る。自立支援教育訓練給付
金事業：就業に結びつく可
能性の高い資格取得（介護
職員初任者研修課程等）の
ために受講した講座代金の
一部を給付する。

34,680 14,078

高等職
業訓練
促進費
受給者
数

件 32 24

高等職
業訓練
促進給
付金を
受給し
養成機
関を修
了した
者に占
める就
業者の
割合

％ 100 100 Ａ
給付金受給者が資格を取得
し、就職に繋がっていること
が認められるため。

現行の
まま継
続

給付金支給による資格取
得者が就職に繋がってい
ることが認められるた
め。

-

ひとり親世帯
を支援するこ
とで経済的な
自立を支援す
る必要がある

4 - - - 4 4 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00
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単
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績
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単
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標
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績
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№
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（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

41 2-1-3
ひとり親家庭子ども
の生活・学習支援事
業

こども
未来部

子育て
支援課

生活習慣及び学習習慣の習得

ひとり親家庭の小・中学生
を対象に、学習習慣の習得
と生活向上を図るため、学
習支援を行う。・対象小学
４年から中学３年までの児
童・生徒

12,875 11,077
受講者
数

人 225 116

受講率
（受講
者／申
込者）

％ 100 100 Ｂ

学習支援については、実施方
法を見直すことで、希望者全
員を受け入れることができた
ため。

現行の
まま継
続

平成28年度に開始した当
事業は平成29年度・平成
30年度と大幅な見直しを
図ってきたが、現在は平
成30年度からの形態を継
続し支障なく運用してい
る。

効果的な手段
となっている
か、行政の守
備範囲を検討
する必要があ
る

貧困の連鎖を
断ち切るため
には学習の習
慣付けが必要
である

3 - 4 - 4 4 4 - - - - - - - - - 3 3.67

42 2-1-3
ひとり親家庭児童高
等学校通学費援護金
支給事業

こども
未来部

子育て
支援課

通学に係る費用を支援するこ
とで経済的負担を軽減する。

高等学校等に通学する児童
を養育するひとり親家庭の
経済的な負担の軽減を図る
ため、通学に要する費用に
ついて支援する。・支援内
容バス・電車の通学定期券
に相当する額の1/2の額を
給付

9,950 8,605
申請者
数

人 250 234

支給割
合（受
給者数
／申請
者数）

% 65 68 Ａ

申請者数は目標値を下回った
が、支給申請者数に対する支
給した人数の割合は、目標値
を上回った。

見直し
て継続

進学先の選択肢を狭める
ことがないよう支援は必
要であるが、学校の負担
を軽減する観点から、書
類の配布方法については
検討が必要。

事業効果を見
極めるととも
に行政の守備
範囲を検討す
る必要がある

通学費を理由
に進学先の選
択肢が狭めら
れてしまうこ
とがないよう
にするため支
援は必要

3 - - - 4 4 4 - - - - - 4 - - - 4 3.83

43 2-1-3
ひとり親家庭相談・
交流事業

こども
未来部

子育て
支援課

日常生活の悩みや不安が解消
され、親子間の絆を深めると
ともに、仲間が増えることで
充実した生活を送れるように
する。

・交流会及びライフプラン
セミナーは、コロナ禍の影
響により中止。・ワンス
トップ相談会は、８月の日
曜開庁日に１回開催。

785 36
交流会
参加世
帯

世帯 30 中止

参加者
のアン
ケート
に基づ
く満足
度

％ 80 中止 中止のため評価できない

Ｒ２年度は新型コロナウイル
スの影響により、中止。

現行の
まま継
続

令和元年度のアンケート
調査において、満足度が
高かったため。

事業効果を見
極めるととも
に行政の守備
範囲を検討す
る必要がある

アンケートに
より参加者の
満足度を確認
しつつ孤立し
がちな親の交
流の場の提供
や相談対応を
実施する必要
がある。

4 - 4 - 4 4 4 - - - - - - - - - 3 3.83

44 2-1-3 養育支援訪問事業
こども
未来部

子育て
支援課

支援者がなく、育児不安を抱
える保護者等の家庭を訪問
し、養育に関する支援を行う
ことで、家事や育児の負担の
軽減等を図り、児童虐待を防
止する。

母子保健事業等を通じ、養
育を支援することが特に必
要と認められる家庭に対
し、その養育が適切に行わ
れるよう、当該居宅に支援
員を派遣し、育児及び家事
の援助を行う。・支援期
間、時間３か月間、週２
日、１回２時間を限度

7,209 5,600
実支援
家庭数

世帯 72 72

支援の
利用前
後で
「エジ
ンバラ
産後う
つ質問
票」の
点数を
比較
し、改
善した
割合

％ 70 68 Ｂ

支援対象となる家庭数が増加
したが、健康課と委託事業者
と連携し、養育の支援が特に
必要な家庭に対し、支援員を
派遣し、育児・家事の支援を
行うことが出来た。また、支
援開始前後のエジンバラ産後
うつ質問票の点数を比較した
結果、点数が改善するなど、
養育環境の改善が見られたた
め。

現行の
まま継
続

平成31年度、児童虐待防
止の更なる推進のため、
不適切な養育状態にある
家庭など、特に支援が必
要と認められる家庭等を
新たに対象に加えるとと
もに、支援期間の延長を
行うこととした。今後、
支援対象者と支援期間の
拡大による効果を検証し
ていく。

必要な家庭の
支援につなげ
ていく必要が
ある

必要な家庭に
支援を行い、
子育ての負担
軽減につなげ
る。

4 - 4 - 4 4 3 - - - - - - - - - 4 3.83
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４＝この評価項目では見直しをすべきではない

45 2-1-3
親子関係スキルアッ
プ事業

こども
未来部

子育て
支援課

育児不安や子育てのストレス
が減少し、虐待の予防につな
がる。

子育て方法等のスキルアッ
プを図るため、子育てに悩
みや難しさを感じている保
護者を対象に、子どもの行
動の理解や子どもとの接し
方、自分自身をコントロー
ルする方法等を学習する講
習会(ペアレント・トレー
ニング）を開催する。・４
回シリーズの講習会を年間
４コース開催

783 610
参加人
員

人 60 50

1講座4
回の講
習会に
全部参
加でき
た人員

人 48 39 Ｂ

参加人員は概ね目標どおりで
あった。１講座４回にするこ
とで、継続して参加すること
ができた。

現行の
まま継
続

核家族化、少子化等が進
むことで、育児を担う保
護者が孤立し育児に不安
を感じている保護者が今
後増えていくと考えられ
ることから、保護者支援
を行うためにも継続が必
要である。また、子ども
の特性等で子育てが難し
いなどの問題のあるた
め、子育てスキルを学ぶ
事は、子どもにイライラ
して手が出てしまう等の
虐待の予防にもつなが
る。

市民のニーズ
と開催の周知
を検討する必
要がある。

子育てに対す
る不安を感じ
ている保護者
のニーズをと
らえ実施して
いく。

- - 4 - 4 4 4 - - - - - - - - - 3 3.80

46 2-1-3
子ども家庭総合支援
拠点運営事業

こども
未来部

子育て
支援課

子どもとその家庭及び妊産婦
等を対象に、専門的な相談対
応等による継続的なソーシャ
ルワークを行う。

児童虐待を防止する体制を
強化するため子育て支援課
を「子ども家庭総合支援拠
点」に位置付け、専門職員
の配置等により常に市民に
寄り添った児童虐待への早
期対応や支援を要する家庭
への相談及び継続的な支援
を行う。・(新)資格を有す
る専門職員の配置・(新)弁
護士や有識者のアドバイス
による困難ケースへの対
応・(新)児童家庭相談シス
テムの導入・家庭児童相談
員の配置など

8,759 6,673

実務担
当者会
議の開
催回数

回 36 18

虐待に
よる児
童の死
亡数

人 0 0 Ａ

関係機関が常に連携し情報交
換を行うことで児童虐待によ
る悲惨な事件を未然に防いで
いる。

現行の
まま継
続

専門職員の配置等によ
り、常に市民に寄り添っ
た、児童虐待への早期対
応や支援を要する家庭へ
の相談及び継続的な支援
を、引き続き着実に実施
する。

必要な家庭の
支援につなげ
ていく必要が
ある

関係機関が連
携して対応す
ることで的確
な支援が実施
できる

3 - - - 3 3 3 - - - - - 3 - - - 3 3.00

47 2-2-1
高齢者生きがいづく
り講座・グループ活
動育成事業

保健福
祉部

高齢者
活躍支
援課

自ら主体的に自主グループ活
動や地域福祉活動に取り組む
高齢者を増やすこと。

老人福祉センター及びふれ
あい交流ひろばにおいて、
高齢者の各種相談に応じる
とともに、生きがいづくり
や介護予防に関する講座を
実施する。また自主グルー
プ活動や地域福祉活動の場
を提供する。

171,499 158,822

生きが
いづく
り講座
受講人
数

人 38,450 25,844

自主グ
ループ
活動(受
講者OB
活動)参
加人数

人 77,627 33,196 Ｃ

令和元年東日本台風災害復旧
工事に伴う豊野老人福祉セン
ター及び東北老人福祉セン
ターの休館、新型コロナウイ
ルスの感染拡大対策としての
講座中止や利用控え等の影響
がある。

現行の
まま継
続

高齢人口の増加が見込ま
れる中で、高齢者が健康
で生きがいのある生活を
保つために必要性の高い
事業である。今後も高齢
者に特化してフレイル予
防や相互交流、生きがい
づくりに焦点を当てた講
座を開催していくことも
必要となる。一部講座に
ついては、公民館等と類
似するものもあり、世代
間交流の観点からも、統
合や連携等、効果的な方
法で実施していく。

利用状況に応
じた効率的な
施設運営を行
うため公民館
等との連携の
検討が必要

かがやきひろ
ばの一部で
は、公民館と
連携し、事前
に開催する講
座の調整を
行った。今後
もこの取組を
実施していき
たい。

- - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

48 2-2-1
おでかけパスポート
事業補助金

保健福
祉部

高齢者
活躍支
援課

高齢者の社会参加を支援する
ことにより、健康づくり・生
きがいづくりの推進につなげ
る。

ICカード「おでかけパス
ポート」により市内路線バ
スを安価で乗車できるも
の。市は運賃から利用者負
担額とバス事業者負担額を
除いた額を負担する。

155,722 107,763

おでか
けパス
ポート
所有者

人 61,009 57,556

おでか
けパス
ポート
１日当
り平均
利用回
数

回 2,700 1,598 Ｃ

パスポートの所持者は、概ね
目標を達成するも、１日当た
りの平均利用回数は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響も
あり達成できなかった。

現行の
まま継
続

おでかけパスポートは、
高齢者が気軽に路線バス
を利用できることによ
り、社会参加を促しフレ
イル予防につながる有益
な事業である。今後も事
業者負担を含め、必要な
見直しを行いながら事業
を継続していく。

利用回数が伸
びない原因を
分析するとと
もに、利用
者・事業者・
市の運賃負担
の継続的な協
議が必要

公共交通活性
化・再生協議
会を通じて、
市と民間バス
事業者が官民
協働で事業を
実施してい
る。

- - 4 - - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

49 2-2-2
地域介護予防活動支
援事業

保健福
祉部

地域包
括ケア
推進課

高齢や心身機能低下に関わら
ず、日常の活動や外出を継続
することを通して介護予防・
健康寿命の延伸を図る

高齢者の誰もが、生きが
い・役割を持って活動や参
加ができる、多様な「通い
の場」が増え、継続的に開
催されるよう、関連事業や
関係課連携を図りながら住
民主体の活動の支援を行
う。

5,271 1,070

介護予
防クラ
ブ数及
び生き
いき通
いの場
数の合
計（累
計）

件 199 229

65歳以
上の市
民で要
介護
（要介
護１～
５認
定）状
態でな
い人の
割合

件 86.6以上 87 Ｂ

新型コロナウイルス感染症に
よる活動自粛の影響を受けな
がらも、新たに20団体が活動
を開始している。また、65歳
以上の市民で要介護（要介護
１～５認定）状態でない人の
割合が維持できている。

見直し
て継続

住民が支え合い、健康で
暮らせる活動を主体的に
開始・継続できるよう、
各地区のニーズに応じ
て、また長期的な視点を
持ちながら、柔軟な支援
が行えるよう見直す必要
がある。

地域等の主体
的な実施や実
施機会を増や
す方法を検討
する必要があ
る

- - - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

50 2-2-2
介護保険特別対策事
業

保健福
祉部

介護保
険課

対象:市民税非課税世帯であ
る者(各制度により他に要件
あり)成果・効果:低所得者が
介護サービスを利用した場合
に、当該生計を維持しつつ安
心して適切な介護サービスを
受けられる。

生計を維持することが困難
な低所得者が介護サービス
等を円滑に利用できるよ
う、経済的負担を軽減す
る。・社会福祉法人等が行
う利用者負担の軽減措置に
対する助成・訪問介護を利
用する障害者の利用者負担
軽減・利用者負担を援護し
なければ、生活保護法の
「要保護者」になると認め
られる人への援護金支給

7,208 3,775
周知活
動の回
数

回 5 5 - - - - Ｂ

本事業を必要とする人が事業
を利用し易い状態を継続して
いくことが重要である。居宅
介護支援事業所を含む事業者
へ配信しているフレツシュ情
報への掲載なども行ってお
り、利用促進のための周知を
行うことができたため。

現行の
まま継
続

高齢者の増加に伴い、低
所得の利用者の増加が考
えられる。低所得の利用
者が、当該生計を維持し
つつ安心して適切な介護
サービスを受けられるよ
う事業を継続していく必
要があるため。

対象者に漏れ
なく事業の周
知を図ってい
く必要がある

- 4 - 4 - - - 2 - - - - - - - - - 4 3.50

51 2-3-1
障害者緊急通報シス
テム設置事業

保健福
祉部

障害福
祉課

ひとり暮らし重度身体障害者
等の緊急事態に対し迅速な対
応がとれることにより、緊急
時の不安を解消することがで
き、安心した日常生活を送る
こと。

○緊急通報システム運営業
務委託H27.９～Ｒ２.８
11,895千円、R２.９～Ｒ
７.８10,438千円(1,870円
／１月１件当たり)○対象
者・市内居住者・ひとり暮
らしの身体障害者で1級又
は2級の者・家族の就労等
により、日中ひとりで在宅
となる重度の視覚障害者等
（視覚障害1級、下肢又は
体幹の機能障害1級、心
臓・腎臓又は呼吸器の機能
障害１・２級の者）○設置
台数63台(Ｒ３.3.31現在)

1,751 1,429

障害者
緊急通
報シス
テム運
営業務
委託

千円 1,751 1,429

障害者
緊急通
報シス
テム設
置台数

台 78 63 Ｂ

令和２年度は死亡等による撤
去が６台と新規設置3台を上
回り、件数自体は減少してい
るが、目標達成率は80％だっ
た。

見直し
て継続

一人暮らしまたは日中ひ
とりで在宅となる重度障
害者の緊急時対応に備え
る仕組みのひとつであ
り、事業の必要性は高
い。

駆けつけサー
ビス導入等手
段改善の検討
が必要（高齢
者事業と整
合）

- - - 4 - - - 3 - - - - - - - 4 - 2 3.25

52 2-3-1
やさしいまちづくり
推進事業

保健福
祉部

障害福
祉課

障害者や高齢者をはじめ、市
民誰もが暮しやすい、バリア
フリーのまちづくりを推進し
た。

点字ブロックの設置や車歩
道段差解消など障害者ニー
ズを把握し、緊急に改善を
必要とする工事を行うこと
で、障害者や高齢者の安全
を確保するため、やさしい
まちづくりを推進した。

1,638 910

バリア
フリー
化工事
費

千円 1,300 572

バリア
フリー
化工事
実施箇
所数

箇
所

1 1 Ａ

これまでに障害者団体から改
善について要望があったが、
未実施となっている箇所につ
いて順次施工しており、これ
までのところ、各年度の予算
枠内で適切に実施されてい
る。

終了

平成29年度以降、バリア
フリー化工事に係る予算
措置は原則として各施設
所管課ごとにしているこ
とから、これに完全に移
行することで、本事業
（障害福祉課による予算
措置）は終了する。

継続的なバリ
アフリー整備
体制を維持す
るために、建
設部との協議
が必要

- - - 4 - - - 4 - - - - - - - 4 - 3 3.75



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

53 2-3-1
発達支援あんしん
ネットワーク事業

こども
未来部

子育て
支援課

子どもの個性と能力を引き出
し、自立に向けた支援と保護
者の不安感等の軽減を図ると
ともに、保育園等の対応力の
向上を目指す。

発達に何らかの支援を必要
とする子どもとその保護者
への支援を行うため、関係
機関の職員等と支援方法を
検討する｢地域発達支援会
議」や、保育所等へ発達相
談員等が訪問する｢にこに
こ園訪問事業」を実施する
とともに、子どもの情報を
保護者と支援者が共有する
「はぐくまファイル」の活
用を促進する。

16,845 12,761

園から
の要請
に基づ
き「に
こにこ
園訪
問」を
実施し
た割合

％ 100 100

園訪問
時の助
言内容
を保護
者と共
有でき
た割合

％ 80 81 Ａ

にこにこ園訪問では要請の
あった全園に訪問ができてい
る（100％）。また、園訪問
の助言内容については、令和
３年１月のアンケートでは、
回答した全園（89園）のうち
園訪問時の助言を保護者と共
有している園は81％である。

現行の
まま継
続

発達に支援を要する子ど
もやその保護者に対して
切れ目のない支援に繋げ
るため、引き続き事業を
着実に実施する。

にこにこ園訪
問への効果的
な方法を検討
する必要があ
る

児童の健やか
な養育につな
がるよう保護
者や保育園の
先生に助言を
継続的に行う
必要がある。

- - 4 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.75

54 2-3-2
地域福祉推進事業補
助金（生活支援体制
整備事業含む）

保健福
祉部

福祉政
策課

地域福祉推進を地域住民が主
体で実施し、長野市がバック
アップしていく体制整備を図
る。

地域福祉ワーカーを設置す
る住民自治協議会に対し雇
用経費等の補助金を交付す
る。

82,500 71,080

地域福
祉ワー
カー在
籍地区
数

地区 32 31

介護予
防・生
活支援
検討会
及び
ネット
ワーク
会議実
施地区
数

地
区

32 29 Ｂ

市内32地区中、31地区で地域
における福祉活動を推進する
役割を担う地域福祉ワーカー
が設置されていること。平成
29年度から新たに取り組んで
いる高齢者の生活支援体制整
備に向けた介護予防・生活支
援検討会やネットワーク会議
が令和２年度29地区で実施さ
れ、地域での支えあい活動に
取り組んでいることから概ね
目標どおりとする。

現行の
まま継
続

継続して現行のまま雇用
経費を補助していくが、
地域が主体となって、地
域生活課題解決に向けた
取り組みを行っていくこ
とができるよう、その中
心的役割を担う地域福祉
ワーカーの在り方を検討
していく必要がある。

全地区に介護
予防・生活支
援検討会を設
置し、地域福
祉活動を展開
する必要があ
る

本事業では、
年代性別を超
えた地域活動
を推進してい
くため対象項
目を追加

4 4 4 - 4 4 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00

55 2-3-2
福祉の総合相談体制
の一元化事業

保健福
祉部

福祉政
策課

関係する支援機関との連携を
強化し、複合化・複雑化した
福祉に関する相談に対して、
適切な支援が行える総合相談
体制の一元化を整備する。

福祉に関する複合化・複雑
化した課題を抱えた個人、
世帯が、何れの支援機関に
相談しても、関係する複数
の機関から適切な支援が受
けられる体制を整備するた
め、相談支援をコーディ
ネートする相談支援包括化
推進員を配置する。

14,323 10,868

助言を
行った
支援機
関の数

所 110 143

推進員
がコー
ディ
ネート
した相
談件数

件 160 626 Ａ

相談支援包括化推進員等を市
社会福祉協議会に２名配置、
「まいさぽ長野市」での取組
を通じた豊富な実績に基づく
高度な相談スキルや多くの支
援機関との関係性を活かし、
複合的な相談に対しても適切
な支援機関につなぎ、課題解
決に向けた取り組みを目標以
上に実践していることから目
標を上回るとした。

現行の
まま継
続

複合的な課題に対しても
関係する支援機関と連携
を図ることにより、求め
られる支援ニーズに対し
て適切な支援を行ってお
り、今後も包括的相談支
援体制の更なる確立に向
けた取り組みが必要であ
る。

事業効果を検
証する必要が
ある

目標以上の成
果があり実践
していること
を考慮した評
価点とした。

4 - 4 - - 4 - - - - - - - - 4 - 4 4.00

56 2-3-3
生活困窮者自立支援
事業

保健福
祉部

生活支
援課

子どもの将来がその生まれ
育った環境によって左右され
ることのない社会の実現。

（1）対象者生活保護世帯
及び生活困窮世帯の小・中
学生及び高校生（2）内容
学習支援、進学支援、修学
支援（3）形態施設型、派
遣型（訪問型）（4）実施
回数施設型、月2回、1回5H
以内派遣型、月2回、1回3H

5,956 3,866

受講者
数（小
学１年
生から
高校３
年生）

人 54 47
高校進
学者

人 10 6 Ａ
毎年、参加者数が増加してい
る。

現行の
まま継
続

現行の枠組みで継続。適
宜、見直していく。

世帯の理解を
得ながら継続
的な支援を実
施する必要が
ある。

- 4 - 4 4 - 4 3 - - - - - - - - - 4 3.83



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

57 2-3-3 法外援護事業
保健福
祉部

生活支
援課

①②それぞれが自立を目指し
た活動を促す。

①保育所新規入所児童の支
度に要するもの・・・・・
10,000円小・中学校入学児
童等の支度に要するも
の・・・・・・7,000円中
学校を卒業生徒の就職又は
進学の支度に要するも
の・・10,000円②授産施設
利用者への通所費用の一部
支給(身体障害者、精神障
害者)上限250円/日

2,020 1,544

授産施
設利用
者の月
額平均
工賃

円 ― 15,932

授産施
設利用
者への
通所費
用の一
部支給
額(月
額)

円 3,000 3,071 Ｂ
実績は減ってきているが、目
標額を上回っているため。

現行の
まま継
続

補助額は減少傾向にある
ものの生活保護法によら
ない市独自の援護である
ことから、生活に困窮
し、生活保護を受給する
世帯が増加傾向の中、生
活保護法の扶助基準では
不十分な支出への支援が
求められているため、継
続する。

- - 4 - 4 - - 4 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

58 2-4-1

ながのベジライフ宣
言推進事業、糖尿病
の発症・重症化予防
の徹底事業

保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

糖尿病等の生活習慣病を予防
し、健康寿命を延伸する。

市長による市民の健康づく
りを進める行動宣言「なが
のベジライフ宣言～ハッ
ピーかみんぐ１.２.30～」
の取組が実践できるよう支
援する。・生活習慣病重症
化予防のため訪問保健指
導・運動講座などの健康教
育や健康サポート相談・糖
尿病と関連がある歯周病予
防のための30歳歯周疾患検
診、かむことの市民実践講
座・「ながのベジライフ宣
言応援店」登録事業

2,522 1,707

H30:啓
発リー
フレッ
トの配
布数
H31:ベ
ジライ
フ応援
店登録
数

店 200 139

国保特
定健診
受診者
のうち
HbA1c6.
5％以上
の割合
の減少

％ 減少 13.8 Ｂ

新型コロナの影響で、飲食店
への積極的な働きかけができ
なかったため、応援店の登録
件数は目標に及ばなかった
が、国保特定健診の結果から
HbA1c6.5％以上の重症化リス
クの高い割合が減少傾向にあ
り様々な取組の成果と考え
る。

見直し
て継続

重症化リスクが高い対象
者に対する個別支援を優
先順位を決めて成果を出
す取組を行うとともに、
自覚症状がない段階から
自分のからだの状態に気
づき、市民自らが主体的
に予防・健康づくりに取
り組めるよう、継続的に
普及啓発する必要があ
る。

取組の認知
度・事業効果
の検証が必要

宣言の普及啓
発等により、
市民の健康意
識を高め、生
活習慣改善に
取り組むこと
で、血糖コン
トロール不良
者の減少につ
ながり、短期
目標の成果が
得られたが血
圧や肥満など
総合的に課題
解決していく
必要がある。

- - 4 - - - 3 - - - - - - - - - 4 3.67

59 2-4-1 がん検診事業
保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

がん検診により早期にがんを
発見し、早期の治療につな
げ、がんによる死亡数を減ら
す。

がんの早期発見と早期治療
を促し、がんによる死亡率
を減少させることを目的
に、各種がん検診を実施す
る。・対象者胃がん検診
（内視鏡は50歳以上の偶数
年齢者胃部Ｘ線検査は40歳
以上）肺がん検診（40歳以
上）大腸がん検診（40歳以
上）子宮頸がん検診（20歳
以上女性）乳がん検診（30
歳以上女性）前立腺がん検
診（50～74歳男性）

226,281 191,016

検診受
診率(全
がん検
診の受
診率の
平均）

％ 50 9

精密検
査受診
率(全が
ん検診
の受診
率の平
均）

％ 90 87 Ｃ

精検受診率は、概ね国が示す
目標値に近い実績となってい
るが、検診受診率は、最も高
い大腸がん検診でも約19％
（R2）で、国が示す目標の
50％を大幅に下回っている。
また、無料クーポン事業や受
診勧奨、休日検診等を実施し
ているものの、低下傾向が続
いているため。

見直し
て継続

がん検診は安心して暮ら
せる健康づくりには欠か
せないものであり、今後
も国の指針に基づき、検
診の有効性や社会の動向
等を注視しつつ、実施内
容を見直しながら継続す
る。

受診促進を図
るとともに、
受益者負担の
検討が必要

- - - 4 - - - 2 - - - - - - - - - 2 2.67

60 2-4-1
後期高齢者保健指導
事業

保健福
祉部

高齢者
活躍支
援課

できる限り長く自立した日常
生活を送ることができるよ
う、健康の保持と疾病の重症
化を予防する。

高齢者ができる限り長く自
立した日常生活を営めるよ
う、低栄養防止及び生活習
慣病の重症化予防のための
後期高齢者の訪問保健指導
を行う。

3,345 2,969

保健指
導対象
者のう
ち指導
を実施
した割
合

％ 80 88

受診勧
奨判定
値該当
者で医
療機関
未受診
者の割
合

％ 50 66 Ｂ

健診結果から抽出した対象者
に対して、目標の80％を超え
る個別保健指導を実施するこ
とができた。しかし、コロナ
禍の受診控え等様々な要因に
より、前年度比の未治療者割
合が増加し目標の50%には及
ばなかったが、微増程度のた
め概ね目標通りとした。

統合

令和３年度から、本事業
を「高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実施」
事業の一事業として実施
し、本課、国民健康保険
課、健康課、地域包括ケ
ア推進課と連携し、事業
の推進を図る（主管課を
国民健康保険課とす
る）。

事業効果を見
極める必要が
ある

高齢者が自身
の健康に対す
る意識を高
め、医療機関
への受診に繋
げることに対
しては一定の
成果が得られ
た。

- 4 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

61 2-4-2
骨髄バンクドナー助
成事業

保健福
祉部

長野市
保健所
健康課

骨髄及び末梢血幹細胞の適切
な提供の推進を図る。

公益財団法人日本骨髄バン
クが実施する骨髄バンク事
業において、骨髄等の提供
を行った人（ドナー）及び
ドナーが勤務する事業所に
対し助成を行う。・事業内
容通院、面接に要した日数
に対し助成（10日を上
限）・ドナー：２万円/
日・事業所：１万円/日

1,200 540
啓発活
動

回 4 3
助成金
の交付

件 8 4 Ｃ

10月の骨髄バンク推進月間に
合わせて、本庁、支所(2か
所)で啓発展示を実施。助成
金は4件の事案に対し交付し
た。交付件数は目標の50％に
止まったが、啓発活動は確実
に実施できているためこの評
価とした。

現行の
まま継
続

骨髄バンクは骨髄移植に
不可欠な事業であるた
め、事業の一層の周知を
図り、ドナー登録者の増
を目指す。新事業であり
今年度も一定の成果が
あったことから、現行の
まま事業を継続する。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - 3 - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.50

62 2-4-2
動物愛護対策事業
（閉庁日動物飼養管
理委託）

保健福
祉部

長野市
保健所
食品生
活衛生
課

苦情・相談に対する職員対応
を充実させ、動物愛護管理行
政に係る市民生活の安全向上
を図る。

収容している犬猫につい
て、休日における飼養管理
を外部事業者へ委託するこ
とで、時間外勤務による代
休取得に起因する人員不足
を改善する。

1,881 920

閉庁日
動物管
理委託
日数

回 55 55

苦情・
相談に
対する
１件当
たり職
員２名
以上で
の出動
率

％ 75 73 Ｂ

目標値に対し達成率は97％で
あり、この事業を行うことで
概ね年度の目標を達成するこ
とができた。

拡大

動物愛護管理行政に係る
市民生活の安全を図るた
め、苦情・相談に対し対
応職員の人数を充実させ
る必要がある。将来的な
目標値である、苦情・相
談に対する１件当たり職
員２名以上での出動率
100％には達していない。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - 3 - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.50

63 2-4-3
救急医療提供体制整
備事業

保健福
祉部

医療連
携推進
課

市民がいつでも安心して、必
要に応じた医療を受けられよ
うに医療提供体制を維持す
る。

市民に救急医療を提供する
ために、急病センター事業
の委託、在宅当番医制・歯
科急患医療事業・病院群輪
番制病院への補助等を実施
する。・救急医療提供体制
長野市民病院・医師会急病
センター厚生連南長野医療
センター篠ノ井総合病院・
医師会急病センター厚生連
長野松代総合病院急病セン
ター在宅当番医（医科・歯
科）病院群輪番制病院（長
野医療圏７病院）

101,749 95,746

休日初
期救急
医療の
提供
（在宅
当番
医、歯
科急
患）

機関数 - 862

夜間初
期救急
医療の
提供
（急病
セン
ター）

日 365 365 Ａ
必要とする休日、夜間の救急
医療体制を24時間365日切れ
間なく、提供を行えた。

現行の
まま継
続

引き続き、市民の夜間・
休日の急病等に対応する
ため、医療提供体制を確
保する必要があることか
ら、現在の体制を維持し
ていく。

指標の目標値
の設定を検討
するとともに
事業効果を見
極める必要が
ある。

救急医療体制
の確保を通じ
て安心して暮
らすことがで
きる健康づく
りに寄与す
る。

- - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

64 2-4-3
特定健康診査事業、
特定保健指導事業

保健福
祉部

国民健
康保険
課

メタボリックシンドロームの
該当者及び予備群の割合を減
少させ、生活習慣病の発症を
防ぐことで、医療費の適正化
を図る。

平成29年度からは、30歳代
の国保加入者全員に拡大し
て実施している。

11,007 7,499

30歳代
の国保
健診受
診率

％ 24 14
保健指
導実施
率

％ 45 78 Ｂ

健診受診率は、新型コロナウ
イルス感染症の影響もあり、
目標値に至らなかったもの
の、保健指導実施率は、専門
職を増員して対応したことに
より、目標値を大きく上回っ
たためＢとした。

見直し
て継続

ｗｉｔｈコロナを踏まえ
つつ30歳代の生活スタイ
ルを意識した啓発を強化
するとともに、健診実施
期間の延長に向けて関係
者の合意を得て、受診機
会の拡大を図る。

周知活動を強
化し、受診率
を向上させる
必要がある

周知活動を強
化し、受診率
を向上させる
必要がある。

- - 4 - - - 2 - - - - - - - - - 4 3.33



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

65 2-4-3 福祉医療費給付事業
保健福
祉部

福祉政
策課

受給者が福祉医療費を受給す
ることにより、必要な時に医
療を安心して受けることがで
き、健康の保持と生活の安定
が得られている。

子ども、障害者、ひとり親
家庭の健康の保持と生活の
安定を図るため、医療費助
成として福祉医療費給付金
を支給する。

2,253,611 1,942,404

受給者
数（平
均）

人 66,000 65,754
受診件
数

件 810,000 689,374 Ｂ

新型コロナ感染症の影響が受
診件数の減少として現れてい
るが、全国的な動向からみて
も長野県の減少幅は小さいも
のであることから、「概ね目
標どおり」とした。

現行の
まま継
続

市民ニーズも高く制度が
定着していることから、
現行制度の維持に努めて
いくこととするが、国で
は医療保険制度の改正な
ど幾つかの動きがあり、
それらについて情報収集
をしながら、制度のあり
方について検討を進めて
いく。

- - 4 - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

66 2-5-1 人権教育啓発事業
地域・
市民生
活部

人権・
男女共
同参画
課

あらゆる差別や人権侵害をな
くし、市民と行政が一体と
なって「すべての人が人間と
して尊重され、心豊かな生活
を送ることができる明るく住
みよい社会を築く」こと。

すべての人が人間として尊
重され、心豊かな生活を送
ることができる明るく住み
よい社会の実現を目指し、
家庭・地域、学校、企業な
どと連携を図りながら、教
育・啓発事業を進める。・
人権教育指導員の活動支
援・啓発資料の作成･配
布、ビデオの購入･貸出・
ＴＶ･ラジオ啓発番組制
作・放送・人権啓発ポス
ター･標語コンクールほか

16,386 15,314

住民自
治協議
会にお
ける研
修会及
び住民
集会実
施回数

回 500 123

「互い
の個性
や立場
を尊重
し合え
る地域
であ
る」
「人権
問題に
ついて
理解を
深めよ
うとし
てい
る」と
思う人
の割合

％ 50、60 36、57 Ｃ

住民自治協議会における研修
会及び住民集会の実施回数は
例年目標に届かず、また総合
計画市民アンケート結果から
見ると、人権意識の醸成が進
んでいないと考えるため。

現行の
まま継
続

いまだ同和問題等人権課
題は山積し、人権が尊重
される社会の形成には
至っていない。一層の人
権意識の向上を図るため
にも、家庭、地域等あら
ゆる場での人権教育啓発
を推進していく必要があ
る。

啓発につなが
る研修活動の
機会を増やす
必要がある

- - - - 4 4 4 2 - - - - - 4 - 4 - 4 3.71

67 2-5-1 人権啓発・相談事業
地域・
市民生
活部

人権・
男女共
同参画
課

心配事や悩み事を早期解消
し、安心で暮らしやすい社会
を目指す。

心配ごと悩みごと相談室を
開設し、自ら問題を解決す
ることができるよう指導助
言を行う。（毎週月、水、
金曜日の３日間開設）ＬＧ
ＢＴへの理解を深めるため
の研修会の実施

854 704
相談室
の開設
回数

回 140 147
相談件
数

件 200 212 Ｂ

新型コロナウイルス感染症防
止のため、面談を取りやめ、
電話相談のみとした期間が
あったが、相談室は予定どお
り開設出来た。相談件数につ
いてもほぼ目標件数となった
ことから、「概ね目標どお
り」と評価した。

現行の
まま継
続

生活スタイルの変化や少
子高齢化の進行で、今
後、様々な人権に係る問
題の増加が想定される。
「誰もが・気軽に・安心
して」利用できるような
相談者に寄り添った窓口
のニーズは高くなること
が想定され、人権尊重の
意識向上を図っている
中、いまだ人権侵害の事
例は多く、継続していく
ことが必要である。

- - - - - 4 4 4 4 - - - - - 4 - 4 - 4 4.00

68 2-5-2
男女共同参画セン
ター運営事業

地域・
市民生
活部

人権・
男女共
同参画
課

男女がともに、あらゆる分野
においてその人権が尊重さ
れ、個性と能力を発揮し、共
に責任を分かち合う男女共同
参画社会の実現を目指す。

市民及び事業者が行う男女
共同参画推進に関する活動
を支援するための拠点施設
として、次の事業を行い、
啓発等を図る。・企画講
座・講演会等の開催・市民
活動（企業啓発を含む）等
の支援・情報収集・提供・
相談事業・体制の充実・外
部情報紙面を用いた啓発

12,196 10,116

企画講
座及び
男女共
同参画
セミ
ナーの
開催回
数

回 45 32

企画講
座及び
男女共
同参画
セミ
ナーの
参加者
数

人 2,300 911 Ｃ

新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、企画講座の開催
を中止、若しくは募集定員を
減らして実施したこと、また
地域が主催する男女共同参画
セミナーについても実施が見
送られることが多かったこと
から、開催回数・参加者数と
もに減少した。

現行の
まま継
続

固定的役割分担の意識は
向上してきているが、未
だ男女共同参画社会とい
う言葉の意味を知ってい
る市民の割合は低い。男
性が依然優位な立場にあ
り、女性の社会参画や活
躍が不十分な状況が見ら
れる。男女共同参画社会
の実現に向けて、引き続
き企画講座や男女共同参
画セミナーを開催し、啓
発を継続していく必要が
ある。

セミナー参加
者を増やす方
策を検討する
必要がある

- - - - 4 4 4 2 - - - - - 4 - - - 4 3.67

69 2-5-2
男女共同参画促進サ
ポート事業

地域・
市民生
活部

人権・
男女共
同参画
課

市民団体等が男女共同参画に
関する自主的な活動を企画・
実施することで、市民が男女
共同参画を身近な課題として
捉え、理解を深めることを促
進する。

市民団体・グループ等が行
う男女共同参画に関するシ
ンポジウム等の開催及び調
査研究で、選考委員会で認
められた事業に対して、補
助金を交付する。

500 70

サポー
ト事業
募集回
数

回 2 1

サポー
ト事業
応募者
数

件 8 3 Ｃ

新型コロナウイルス禍にあっ
たことから、活動指標の「サ
ポート事業募集回数」を減ら
さざるを得ないこととなっ
た。また人を集める事業を実
施する団体等も減少したこと
から「サポート事業応募者
数」も目標を下回る結果と
なった。

現行の
まま継
続

男女共同参画を推進する
上で、市民の意識の向上
は不可欠である。自ら事
業の企画を実施すること
で市民団体等は、その理
解をより深めることとな
る。また、市民自らの企
画に伴い、市民の課題意
識がさらに深まるため。

表彰の効果を
検証する必要
がある

表彰事業は補
助金の交付対
象ではないた
め、本評価の
対象外とす
る。

- - - 4 4 4 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

70 3-1-1 小水力発電事業 環境部

環境保
全温暖
化対策
課

大岡小・中学校への発電電力
の供給を行い、経費削減を図
るとともに、環境学習会等を
実施し、長野市の環境保全の
一助とする。

再生可能エネルギーの利用
を進めるため、大岡浅刈小
水力発電所の維持管理を行
い、大岡小・中学校の電源
を確保するとともに、施設
見学等環境学習への活用を
図る。

1,811 1,287

イベン
ト・講
習会参
加受講
者数

人 70 47

大岡
小・中
学校の
電力削
減量

kW
h

20,674 0 Ｄ

水位計の故障により施設が停
止していたため、電力削減に
つながらなかった。（復旧工
事については令和３年３月16
日竣工）また、新型コロナウ
イルス感染症の流行に伴いイ
ベントや講習会の開催ができ
なかったため、参加受講者数
も目標を下回ってしまった。

現行の
まま継
続

・小水力発電は、比較的
安定した電力を得られる
再生可能エネルギーであ
り、復旧後には、施設の
低炭素化・電気料金削減
効果が見込める。・環境
イベント等で、本事業を
ＰＲしていくことで、環
境学習に寄与できる。・
継続していく一方で、施
設の故障等の状況を踏ま
え、継続性について検討
をしていく。

環境学習への
活用や民間活
用につながる
周知方法の検
討が必要

- - - - - - - 2 - 4 4 - - - 4 4 4 3 3.57

71 3-1-1
電力の地産地消モデ
ル事業

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

市内の再生可能エネルギーを
活用した発電所から市有施設
の電力を購入することで、電
力料金の削減、地産地消、
CO2の削減、環境教育など複
数の効果を得ることを目指
す。

市有施設で使用する電力を
市内のバイオマス発電所か
ら購入することで、CO2排
出量や電気料金削減につな
げるとともに、環境教育に
も活かす。・「いいづなお
山の発電所」対象施設：長
野市役所第二庁舎・「なが
の環境エネルギーセン
ター」対象施設：市立小・
中学校、高校の計80校

0予算事業 0予算事業

電力購
入モデ
ル事業
数

件 2 2

電力購
入施設
CO2削減
量

ｔ 2,973 3,129 Ａ

計画時より電力の使用量が
減ったため、H28年度から３
年間の「いいづなお山の発電
所」からの電力購入によるＣ
Ｏ２削減量は、約78％の達成
率であった。R元年度から
「ながの環境エネルギーセン
ター」も加わったため目標値
を上げている。R元年度の実
績は、目標値を大幅に達成す
る成果が得られた。これは、
ながの環境エネルギーセン
ターの電力排出係数が下がっ
たことに起因するものであ
る｡R2年度も、R元年度実績よ
りは減ったものの、目標値は
達成できた。

現行の
まま継
続

事業の効果検証のため、
Ｒ３年度までのモデル事
業としている。それまで
の期間の実績を分析・評
価し、事業の方向性を検
討する。

0予算とはい
え、事業効果
を見極める必
要がある

- - - - - - - 4 - 4 4 - 4 - 4 4 4 4 4.00

72 3-1-1
電気自動車（ＥＶ）
充電設備設置モデル
事業

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

電気自動車などの普及環境を
整備し、電気自動車などの普
及促進を図る。

電気自動車を始めとする次
世代自動車の普及促進を図
るため、道の駅中条に設置
した急速充電設備等の維持
管理を行う。・電気自動車
用急速充電設備１箇所

927 927
定期点
検の実
施

回 1 1
充電設
備利用
台数

台 1,130 1,095 Ｂ

新型コロナウィルスの影響に
より利用台数は前年度比で若
干減少したが、概ね目標通り
の利用台数となっている。ま
た、本体に不具合が起こった
場合も24時間電話サービスに
より、問題なく利用が可能と
なっている。

見直し
て継続

道の駅中条のEV充電設備
は、長野、白馬を結ぶ観
光ルート上にあり、当該
設備のほかに充電設備が
無いことから観光客等の
利用も見込まれるほか、
利用台数も当初より大き
く増加していることから
事業の継続が望ましいと
考える。しかしながら、
次年度以降の費用負担が
現時点で不明であるた
め、その動向を見極め、
方針を検討していく。

補助期間終了
後の維持方法
について検討
する必要があ
る

- - - - - - - 3 - 4 4 - - - 4 4 - 2 3.50

73 3-1-1
市有施設デマンド監
視装置導入事業

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

最大電力抑制による業務用電
力契約の適正化や見える化に
よる電気使用量の削減を図
る。

電気使用量の多い市有施設
にデマンド監視装置を導入
し、電力使用のピークを抑
制することにより、業務用
電力契約の適正化を図り、
電気料を抑制するととも
に、省エネ効果の見える化
を図る。・既設導入箇所98
箇所

4,625 4,625

導入施
設数
（累
計）

箇所 99 98

導入施
設の電
力使用
量削減
(導入前
との比
較)

％ 5 9 Ａ

デマンド監視装置の導入によ
り、電力ピークの抑制及び使
用量の削減が図られ、目標を
上回る結果となっている。

現行の
まま継
続

令和2年度の設置施設に
あっては、設置前と設置
後の電力料金比較で、お
おむね1千万円の削減が図
られている。新設施設に
ついては、導入を検討す
るほか、導入効果を維
持、あるいは高めていく
うえで、業務の継続は必
要である。

電力削減効果
の検証が必要

- - - - - - - 4 - 4 4 - - - 4 4 4 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

74 3-1-1
地球温暖化防止活動
推進センター補助金

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

市民・事業者が温暖化対策の
意義や具体的な方策を理解
し、実践する。

地球温暖化対策の啓発拠点
として指定した「長野市地
球温暖化防止活動推進セン
ター」が行う地球温暖化対
策（啓発及び広報活動、相
談窓口、家庭のエネルギー
使用実態調査など）に対
し、補助金を交付する。

8,500 8,500

イベン
ト・講
習会開
催回数

回 25 17
参加・
受講者
数

人 1,000 1,017 Ｂ

新型コロナウイルス感染症の
流行に伴い、例年に比べ講習
会や体験イベント等の開催回
数は減少したものの、令和２
年度も1,000人を超える市民
に参加・体験をいただいてお
り、温暖化対策に対する関心
が高まっていることが伺え
る。

終了

センター指定の期間満了
（Ｒ２年度）に伴い、普
及啓発事業の見直しを行
い、センターへの補助金
は廃止し、令和３年度
は、センター指定を継続
する中で、効果・成果の
見える化を図り、普及啓
発事業（委託）を実施す
ることとした。

センターの効
果を検証し県
機関との役割
分担等の見直
しを行う必要
がある

- - - - - - - 4 - 4 4 - - - 3 3 4 3 3.57

75 3-1-1
温暖化防止企画・調
査事業

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

市民・事業者・行政が協力し
て、温暖化防止の施策を取り
組むことで、将来市民の健康
で文化的な生活が確保でき
る。

・「長野市地球温暖化対策
地域推進計画」及び「長野
市役所温暖化防止実行計
画」の推進・温室効果ガス
排出量の把握（算定）・再
エネ、省エネなどの利用と
普及拡大に関する調査・研
究・温暖化の影響について
の情報収集・温暖化の現状
と具体的な対策に関する啓
発

2,660 1,470

長野市
地球温
暖化対
策地域
推進計
画評価
会開催

回数 4 5

市域の
温室効
果ガス
年間排
出量

千
t-
CO
2/
年

- 2,217(H29) Ｂ

計画の進捗評価等に関して概
ね予定どおり実施したほか、
令和４年４月の計画改定に向
けての検討、太陽光発電設備
の設置に関わる条例の制定、
長野市地球温暖化防止活動推
進センターと連携した温暖化
対策の普及啓発活動など計画
的に実施できた。

現行の
まま継
続

推進計画及び実行計画に
基づく施策・事業を着実
に実施する必要がある。
また、温暖化をめぐる状
況は常に変化しており、
温室効果ガス削減に向け
た新たな施策を講じてい
く必要があるため、施策
展開に必要な調査・研究
等を継続して行ってい
く。

- - - - - - - - 4 - 4 4 - 4 - 4 4 4 4 4.00

76 3-1-1

温暖化防止企画・調
査事業（耕作放棄地
等のソルガム活用調
査）

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

本事業の社会実装化により、
耕作放棄地の解消を図るほ
か、地域のエネルギーの地産
地消を含めた温室効果ガスの
削減や、地域産業・雇用の創
出を目指す。

H25から信州大学と本市の
共同研究として、実の食品
利用、茎葉のキノコ培地利
用・エネルギー活用等の事
業モデルの実証・構築に取
り組む。

492 492
栽培講
習会開
催回数

回 3 2

市内ソ
ルガム
栽培面
積

a 610 440 Ｂ

栽培講習会の開催、民間事業
者による子実の流通環境の整
備、マスメディアによる本事
業のＰＲ効果などにより、Ｒ
元年度はソルガムの栽培面積
が少し減ったが、栽培者は増
加した。栽培面積は徐々に拡
大してきているものの、Ｒ２
年度は新型コロナウイルス感
染症の影響で、栽培講習会が
一部開催できなかった。ま
た、栽培者の中には、栽培方
法を見直すといった動きも
あって、Ｒ２年度はさらに栽
培面積が減少してしまった。
ただし、栽培面積は減少した
ものの、反収アップによっ
て、市内の実の取扱量は増加
傾向にある。

見直し
て継続

平成25年度から、信州大
学と地域自立型循環モデ
ル構築について研究を進
めてきた。栽培面積の増
加や、流通環境の整備が
進んだこと、茎葉のエネ
ルギー化の目処が立ちつ
つあることなどの成果を
踏まえ、また連携中枢都
市圏構想の計画期間が終
わることから、信州大学
との共同研究については
令和２年度をもって終了
とする。しかしながら、
子実の活用、茎葉のエネ
ルギー化等、事業全体の
社会実装に当たって、更
なる栽培面積の拡大や事
業全体の認知度の向上等
を、その成果を踏まえな
がら、今後も大学ととも
に、民間事業者の取組を
支援していく。その上
で、作物栽培奨励部局
（農林部）や商品開発・
販売促進部局（商工観光
部）などへの所管変更な
どを検討していく。

目標年度（令
和２年度）以
降の事業の継
続について検
討する必要が
ある

- - - - - - - 4 - 4 4 - - 4 4 4 4 3 3.88

77 3-1-2
３０・１０食べきり
啓発事業

環境部
生活環
境課

30・10運動が市内全域で実践
されている。

食品ロスを削減するため
「あるを尽くして残さず食
べよう３０・１０運動」を
県、長野エコ活動推進本部
と連携して推進する。併せ
て、フードバンク、こども
食堂への支援を行う。

1,400 196

「３
０・１
０運
動」街
頭啓発
の実施
回数

回 2 －

「実践
してい
る」と
回答し
た割合

％ 60 - Ｃ

・県、市、長野エコ活動推進
本部の三者合同で実施してい
る「３０・１０運動」街頭啓
発については、新型コロナウ
イルス感染拡大防止の観点か
ら中止とし、それに伴い、ア
ンケート調査も中止とし
た。・その代替事業として、
10月に全国食品ロス削減月間
に市民交流スペースでパネル
展示を行ったほか、12月の広
報ながのでは「宴会食べき
り」ではなく、「家庭での食
べきり」を呼びかけた。・
フードドライブについては、
ＮＰＯ法人フードバンク信
州、信州こども食堂と連携し
て４回開催した。

見直し
て継続

国の「食品ロス削減推進
法（令和元年10月施
行）」において、「市町
村食品ロス削減推進計
画」の策定が努力義務と
されたことから、本市の
食品ロスの実態把握や数
値目標のほか、30・10運
動やフードドライブ等の
各種施策を取りまとめた
「長野市食品ロス削減推
進計画」について、国、
県の動向を踏まえ、審議
会から意見をいただき、
令和３年度中に策定す
る。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - - - 2 - - - - - - - 4 4 3 3.25



予算 決算 内容
単
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標
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績
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単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

78 3-1-2
ごみ分別等啓発・指
導事業

環境部
生活環
境課

環境負荷の低減、資源の有効
利用につなげる。

環境への負荷をより一層軽
減するため、市民及び事業
所に対して、積極的にごみ
の減量・分別の徹底を指導
啓発する。住民説明会の開
催や出前講座、「えこねこ
通信」の発行、チラシの配
布など、ごみ・資源物に関
する情報発信を行う。

26,756 25,782

家庭ご
み総量
（集団
資源回
収を含
む）

ｔ 84,469 84,734

リサイ
クル率
（集団
資源回
収を含
む）

％ 25 29 Ｂ

・平成21年10月以後の家庭ご
み有料化後は、家庭ごみの減
少、資源化は着実に定着して
いる。・リサイクル率は、回
収する資源物が減少してきて
いることから、近年横ばいで
ある。

現行の
まま継
続

・家庭ごみの収集処理は
市民生活に必要不可欠な
ものとなっている。環境
負荷の低減、資源の有効
利用といったことからも
ごみの減量やリサイクル
を推進しなければならな
い。・家庭ごみに比べ減
少率が低い事業ごみにつ
いても減量化、分別徹底
の働きかけを引き続き行
う必要がある。

- - - - - - - - 4 4 - - 4 - - - 4 4 4 4.00

79 3-1-2 生ごみ減量対策事業 環境部
生活環
境課

家庭の生ごみを堆肥化するこ
とで、可燃ごみを減らし、持
続可能な循環型社会の構築を
図る。

　可燃ごみの約４割を占め
る生ごみの削減するため、
家庭における生ごみの堆肥
化を推進する。・生ごみ自
家処理実践講座の開催・生
ごみ減量アドバイザー養
成、研修、派遣・生ごみ自
家処理機器の購入補助金・
生ごみ堆肥有効活用講座・
生ごみ堆肥の各種ＰＲ活
動・野菜づくり講座及び
ガーデニング講座の開催

3,781 3,903

生ごみ
自家処
理実践
講座等
の受講
者数

人 1,160 199

受講
後、生
ごみ減
量のた
めに実
践でき
ること
がある
と答え
た人の
割合

％ 75 73 Ｃ

・新型コロナウイルスの感染
拡大防止の方針に従い、複数
の当該講座が開催できなく
なったため、例年どおりに各
講座への参加者数が見込めな
くなったことにより、目標に
対して実績が伴わなかった
が、外出自粛とレジ袋の有料
化に伴う生ごみ自家処理機器
購入費補助金の申請件数が急
増したことを鑑みて、この評
価とした。

見直し
て継続

現行の生ごみ自家処理実
践講座、生ごみ減量アド
バイザー派遣制度及び生
ごみ自家処理機器購入費
補助金の一体的な取組は
効果的であり、この点に
ついては一定の成果を得
ることができていると考
えるが、今後は、生ごみ
の発生抑制の観点から、
食品ロス削減推進計画を
踏まえた取組を検討する
と同時に、SDGsの考え方
に沿った内容や表現に改
める。

講座の受講効
果を検証する
とともに啓発
の担い手を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 3 4 - - 4 - - - 4 4 2 3.50

80 3-1-2 資源回収報奨金 環境部
生活環
境課

資源物の団体回収を実施する
登録団体を対象に、資源回収
を実施することにより、再資
源化を促進し、ごみの分別徹
底やごみ減量とリサイクル意
識の向上を図るとともに、地
域の環境活動の活性化を促
す。

ごみの減量、再資源化を推
進し、資源物の排出機会の
増加を図るため、再生利用
可能な資源物（古紙類、ビ
ン類、缶類及び布類）の回
収を行った団体に対し、報
奨金を交付する。・１kg当
たり６円

59,830 52,288
資源回
収実施
団体数

件 570 535
資源回
収量

t 10,604 8,375 Ｃ

活動指標の実施団体数は、目
標を若干下回っているものの
目標を93％程度達成してい
る。しかしながら成果指標の
資源回収量は、新型コロナウ
イルスの影響もあり目標に対
して78％程度にとどまったた
め。

現行の
まま継
続

・集団資源回収を通じて
再資源化を促進すること
により、ごみの減量と分
別の徹底が図られ、リサ
イクル意識の高揚が期待
できること、加えて、地
域コミュニティーでは貴
重な活動資金になってい
るところもあることか
ら、本事業を継続して実
施する。

- - - - - - - - 4 4 - - 4 - - - 4 4 4 4.00

81 3-1-2 ごみ収集運搬事業 環境部
生活環
境課

市民及び地域の衛生的な生活
環境が維持されている。

集積所へ排出されたごみ及
び資源物を適正かつ円滑に
収集し処理施設へ運搬す
る。「サンデーリサイク
ル」として、日曜日にスー
パー等の駐車場で資源物
（ビン・缶・ペットボト
ル・紙・蛍光灯・廃食用油
等）の拠点回収や収集した
剪定枝葉等について、資源
化処理を行い、リサイクル
を推進する。

1,219,487 1,213,029

家庭ご
み収集
日数

日 303 303
家庭ご
み収集
運搬量

ｔ 76,605 75,544 Ｂ

ごみ集積所（サンデーリサイ
クルによる資源物拠点回収を
含む。）に排出されたごみ及
び資源物は、家庭ごみ収集運
搬計画に基づき、適正、迅
速、効率的に収集することが
できた。

現行の
まま継
続

ごみの収集運搬は、市民
及び地域の衛生的な生活
環境を維持するために欠
かせないため、サンデー
リサイクルも活用し、安
定的、効率的かつ適正な
収集を継続すると共に、
一層のごみ減量・資源化
を推進する。

- - - - - - - - 4 4 - - 4 - - - 4 4 4 4.00
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目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境
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経済

貧
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教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

82 3-2-1
ながの環境パート
ナーシップ会議負担
金

環境部

環境保
全温暖
化対策
課

市民・事業者・行政の三者が
連携協働し、地域に根差した
様々な環境保全活動を推進
し、日常生活・事業活動で生
じる環境負荷の軽減を図る。

ながの環境パートナーシッ
プ会議の運営への補助・通
常総会、環境学習会、環境
団体大集合（交流イベン
ト）の開催・他団体の環境
保全活動（信州環境フェ
ア、アレチウリ駆除活動
等）への参加・環境保全活
動

1,000 1,000

ながの
環境
パート
ナー
シップ
会議会
員数

人 160 182

環境保
全活動
参加者
数（な
がの環
境パー
トナー
シップ
会議参
加者
数）

人 4,600 1,814 Ｂ

環境保全活動を広めていくた
め会員加入を進め、会員を増
やすことができた。令和元年
東日本台風災害や新型コロナ
ウィルス感染拡大の影響で、
各チームの活動が停滞し、参
加人数は目標を上回ったもの
の前年度に比べ減少した。信
州大学工学部の地域環境演習
に伴う学生の受入や新たに創
設したプロジェクトサポー
ター制度により事業者の協働
参画を得ることができた。

現行の
まま継
続

持続可能な社会の構築を
目指し、引き続き、市
民・事業者・行政などの
多様な担い手により互い
の長所を活かしながら協
働して環境保全活動を
行っていく。また、広く
市民に環境保全活動の必
要性や本会議の活動内容
を周知し、より多くの市
民・事業者の参画を促し
ていく。

事業効果を検
証し、活動内
容や市の負担
割合について
見直しを行う
必要がある

- - - - 4 - - 3 4 - - 4 4 - - 4 4 4 3.88

83 3-2-1 環境教育事業 環境部

環境保
全温暖
化対策
課

子どもの環境保全意識を高
め、日常生活において保全活
動に積極的に取組む姿勢を育
成すること。

持続可能な社会の構築のた
め、環境教育・環境学習の
機会を提供するとともに、
環境学習コーナーの運営を
行う。・環境こどもサミッ
トの開催・環境学習会の開
催・環境教育指導者の養
成・環境学習コーナーの運
営

3,515 979
環境学
習会参
加人数

人 200 166

市民意
識調査
の「環
境活動
参加
者」に
おけ
る、現
状値以
上の項
目数

項
目

6 5 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
の影響から中止となった学習
会もあったが、７月以降は感
染防止対策をとり参加規模を
縮小し学習会を開催した。ま
た概ね学習会の満足度も高
かった。まちづくりアンケー
トにおける参加度において
は、１項目のみ減少してし
まったが、新型コロナの影響
で屋外での活動が減少したこ
とが要因と考えられる。

現行の
まま継
続

まちづくりアンケートの
結果からも、子ども、成
人及び事業所を対象とし
た環境教育の充実が求め
られており、市民的ニー
ズが高い。市民一人ひと
りが環境について理解を
深め、環境保全活動に積
極的に取り組むことがで
きるような機会の提供が
必要である。

学習会への参
加者を増やす
とともに、事
業の担い手を
検討する必要
がある

- - - - 4 - - 3 4 - - 4 4 - - 4 4 4 3.88

84 3-2-1 自然環境保全事業 環境部

環境保
全温暖
化対策
課

豊かな自然環境のもとに生物
多様性が確保されているこ
と。

乾燥化の進行により生物多
様性の確保が危惧されてい
る大谷地湿原の保全対策を
はじめ、特定外来種の駆除
など、関係団体、地域住民
等と協働して自然環境の保
全活動を行う。・飯綱高原
大谷地湿原の保全対策ヨシ
刈り、搬出ほか・森林博物
館（実験林）の整備・アレ
チウリ等の特定外来種の駆
除

2,600 1,537

自然環
境保全
推進委
員活動
報告数

件 15 14

アン
ケート
による
市民意
識調査
「豊か
な自然
環境が
保たれ
てい
る」に
おい
て、肯
定的回
答割合
の合算
値

％ 74 73 Ｂ

自然環境保全推進員は精力的
に活動しており、活動報告も
概ね適正な回数がされてい
る。アンケートによる市民意
識調査における肯定的回答割
合の合算値は、微減で推移し
た。

現行の
まま継
続

・持続可能な自然環境の
保全方法を検討し、その
上で、観光施設等として
の位置付けの下、関係
課、地域団体と協議し、
維持管理の段階に移行し
ていく。・外来生物につ
いては、新たな侵入種へ
の対処研修等を進める必
要がある。

関係機関や住
民との役割分
担を整理する
必要がある

- - - - 4 - - 3 4 - - - 4 - - - - 4 3.80

85 3-2-2 環境美化啓発事業 環境部

環境保
全温暖
化対策
課

きれいで快適に暮らせるまち
の実現

きれいなまちづくりに向
け、歩行喫煙を禁止した
「長野市ポイ捨て、道路等
における喫煙等を防止し、
きれいなまちをつくる条
例」の主旨を徹底するた
め、引き続き、関係機関と
連携し、周知・啓発活動を
行う。また、長野駅善光寺
口において喫煙所の新設等
を行う。・駅前等での街頭
啓発や巡回パトロールなど
による指導、周知啓発・駅
善光寺口における既存喫煙
所の利便性向上と喫煙所の
新設

12,513 10,721

地区環
境美化
活動の
ごみ回
収量

㎏ 21,500 11,837

ポイ捨
て吸い
殻本数
(月平均
本数：
長野大
通り10
カ所)

本 70 122 Ｄ

住民自治協議会が主体となり
実施している地区清掃でのご
み回収量は、目標を達成して
いる。たばこの吸い殻ゴミ
は、ポイ捨て禁止条例施行前
に比べ中心市街地全体では大
幅に減少し、施工後は横倍状
態にあったが、健康増進法の
施工で、屋内喫煙ができなく
なった事と、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、屋
外灰皿の撤去により、たばこ
の吸い殻ゴミが増加した。

見直し
て継続

実施内容の見直しを検討
し、新たなメディアなど
の活用とより効率的で、
効果的な啓発事業を実施
していくとともに、屋外
喫煙所の設置により、点
在する吸殻入れの撤去を
行っていく。

現状を分析
し、ポイ捨て
減少につなが
る取組を検討
する必要があ
る

- - - 4 - - - 3 4 - - 4 - - - 4 4 4 3.86
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ﾀﾞｰ
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な
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と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

86 3-2-2 不法投棄対策事業 環境部
生活環
境課

不法投棄は犯罪であることを
浸透させ、不法投棄の減少を
図り、地域の衛生的な生活環
境と豊かな自然環境を保全す
る。

監視カメラの設置や民間委
託によるパトロールを継続
実施し、不法投棄の防止・
啓発活動及び投棄廃棄物の
回収を行い、地域の生活環
境や自然環境の保全を図
る。

5,351 5,267

不法投
棄パト
ロール
日数
（職員
＋民間
委託）

延べ日数 281 270
不法投
棄物の
回収量

㎏ 55,000 24,761 Ｂ

不法投棄防止のためのパト
ロールや、防止ネット・監視
カメラの設置により不法投棄
されにくい環境を整えてお
り、不法投棄箇所数は減少し
ている。一方で、不法投棄物
の回収量は年々減少傾向にあ
る。

現行の
まま継
続

衛生的な生活環境と豊か
な自然環境の保全を図る
ために必要な事業であ
り、継続するもの。

- - - - 4 - - - 4 4 - - 4 - - - 4 4 4 4.00

87 4-1-1
避難行動支援・周知
事業（地域防災力向
上事業）

総務部
危機管
理防災
課

災害から市民の生命、財産を
守るとともに被害を最小限に
する。

避難場所の開設体制を見直
すとともに、地域と連携
し、災害の種類に応じて、
いつ、どこの避難場所に避
難するのか等を予定する。
また、これらの内容を日常
生活の中で目に触れるよ
う、家庭内に掲示できる啓
発物を全戸配布する。

8,470 0 

避難行
動確認
シート
作成進
捗率

％ 作成・配布 100

避難行
動確認
シート
を配布
した世
帯数

数 159,200 159,200 Ｂ

当初の予定通り、避難行動確
認シートのフォーマットを作
成し、全世帯に配布が完了し
た。

終了 令和２年度に事業完了 - - - - - - - - 4 - - 4 - - - - 4 - 4 4.00

88 4-1-1
防災講演会（地域防
災力向上事業）

総務部
危機管
理防災
課

市民の防災意識の向上及び長
野地域連携中枢都市圏域での
連携強化

令和元年東日本台風災害の
検証をしている防災の専門
家による防災講演会を開催
し、専門的な見解や今後の
減災に向けた行動につい
て、広く市民へ周知し、防
災意識の向上を図る。

729 551

防災講
演会の
実施に
携わっ
た長野
地域連
携中枢
都市圏
域市町
村

自治体 8 5
防災講
演会参
加者

人 200 162 Ｂ

令和２年度は新型コロナウイ
ルス感染症の影響で、申し込
み後、参加を辞退する市民が
いたことから、参加者数が当
初の見込みより減少したが、
目標の約８割を達成すること
ができた。

見直し
て継続

市民の防災意識の向上及
び長野地域連携中枢都市
圏での連携強化を図るた
めに必要な事業である
が、より多くの市民に参
加してもらうため、見直
して継続する。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - - - 3 - - 3 - - - - 4 - 4 3.50

89 4-1-1
自主防災組織強化事
業、防災資機材等購
入費補助金

消防局 警防課
自主防災組織の災害対応力の
向上により、災害による被害
の軽減を図る。

・自主防災組織の長及び防
災指導員を対象とした研修
会の実施・災害対応や訓練
の実施促進のための必要物
品の購入・自主防災訓練時
の災害補償のための費用

10,609 7,933

地区別
自主防
災組織
リー
ダー研
修会実
施件数

件 16 16
防災訓
練実施
率

％ 100 55 Ｂ

自主防災組織リーダー研修会
は、消防局の署、分署等の単
位で管内の自主防災組織を対
象に実施をしており、全ての
署、分署等で実施した。防災
訓練実施率については、全て
の自主防災組織が実施するこ
とを目標にしているが、新型
コロナウイルス感染症の影響
により、予定していた防火防
災訓練が中止になるなど目標
を達成できなかった。

現行の
まま継
続

自主防災組織単独での訓
練に併せ、自主防災組織
連絡協議会等での訓練実
施を促進し、災害対応力
の強化に加え、連携力の
強化を図る。さらに、地
域防災力の中核である消
防団との連携についても
強化を図る。

- - - - - - - - 4 - - 4 - - - - 4 - 4 4.00
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績
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ｼｮﾝ
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達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境
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餓
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育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
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産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

90 4-1-1
備蓄強化等災害応急
対策事業

総務部
危機管
理防災
課

災害に対する備えを充実する
ことにより、災害時の被害を
軽減し、市民の生命・財産を
守る。

・令和元年東日本台風災害
により使用した緊急資機
材・食料など生活必需品の
再備蓄を進めるとともに、
災害時に必要となる食料、
飲料水、日常生活用品、緊
急資機材等必要な物資等を
計画的に備蓄する。
・災害種別ごとの避難所標
識を整備する。

236,968 233,322

主要９
品目の
備蓄品
等の購
入数

式 10,200 10,200

各備蓄
品の目
標数に
対する
現有備
蓄数の
割合

％ 72 72 Ｂ

災害用資機材の配備について
は、東日本台風災害、東日本
大震災や熊本地震の経験か
ら、簡易トイレ、毛布をはじ
め長期避難に必要な生活用
品、プライバシーに配慮した
プライベートルーム等の主要
９品目の備蓄品等を購入する
とともに、新型コロナウイル
ス感染症対応物品及び多種多
様化している防災用品に対し
て、常に最新の情報を得て備
蓄資機材の充実を図った。

現行の
まま継
続

長野市防災アセスメント
による被害想定に基づ
き、必要な備蓄品の購
入・配備を進め、避難所
生活を想定した生活必需
品を中心に備蓄してい
く。

0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 4 0 0 0 0 4 0 4 4.00

91 4-1-1
大規模盛土造成地
マップ作成事業

建設部
建築指
導課

市民の防災意識の醸成を促
し、地震災害時の被害軽減に
つなげる。

地震発生により被害が生じ
る恐れのある、大規模盛土
造成地を調査し、併せて
マップを作成・公表するこ
とで市民の防災意識の醸成
を促し、地震災害時の被害
軽減につなげる。・事業期
間令和２年度大規模盛土造
成地の危険度調査

6,000 5,390

大規模
盛土造
成地の
危険度
調査

式 1 1

大規模
盛土造
成地や
調査結
果の住
民への
周知

式 1 1 Ａ

令和２年度に実施した大規模
盛土造成地の危険度調査で
は、要件該当調査によって対
象の大規模盛土造成地は４か
所に減ったが、うち西裾花団
地の２か所について微細な変
状が確認されたことから、詳
細調査（二次スクリーニン
グ）が必要と判定し、防災意
識を高めることが出来た。

終了

大規模盛土造成地のマッ
プを公表周知及び危険度
調査を実施し、その結果
を住民にお知らせするこ
とで住民の防災意識の啓
発を図ることの目的を達
成できたため。

- - - - - - - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00

92 4-1-1
ブロック塀等除却事
業補助金

建設部
建築指
導課

危険なブロック塀等の倒壊に
よる通行人の被害を未然に防
止し、安全を確保する。

道路沿いの危険なブロック
塀等の除却費用の一部補
助・補助率1/2（上限額5万
円）（国：1/2・市：1/2）
国費：社会資本整備総合交
付金住宅・建築物安全ス
トック形成事業

6,350 1,910

危険ブ
ロック
塀の除
去に対
する補
助金の
交付件
数

件 125 40 - - - - Ｄ

①補助の拡充を行ったH30年
度・R元年度から補助金額が
以前の限度額に戻ったこと、
②コロナ禍や大阪府の事故か
ら２年が経過したこともあり
所有者等の関心が低下してき
たことなどから、補助金交付
件数は前年度の1/3程度に留
まった。しかし制度拡充前の
水準と比べると約４倍の件数
となっており、補助金制度の
効果は得られている。

現行の
まま継
続

小学校周辺には未だ多く
のブロック塀が残存して
おり、所有者への啓発や
自主的除却だけでは大規
模地震時の安全確保が期
待できない。所有者への
指導において補助金制度
は除却促進に有効であ
り、また、国土強靭化の
ための５か年加速化対策
が示されたことから、継
続して取組む。

事業期間終了
後の市の関与
の在り方を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.67

93 4-1-1 住宅耐震対策事業 建設部
建築指
導課

今後発生が予想される大規模
地震に対して、住宅の倒壊等
による被害から市民の生命、
身体及び財産を守る。

・住宅耐震化を啓発する活
動の実施・木造戸建住宅の
無料耐震診断の実施

32,500 32,500

当該年
度に実
施した
木造戸
建住宅
の無料
耐震診
断件数

件 500 500 - - - - Ｂ

達成状況の評価は住宅の耐震
化率で評価した。（※耐震化
率は実数として捉えることが
難しいため、既往の統計調査
結果等からの推計値としてい
る。）R2年度目標耐震化率
90%に対して、R2年度末の耐
震化率は86.2%。R2年度時点
で目標達成率は95.7%であ
る。

現行の
まま継
続

計画期間をを5年間延長し
た「長野市耐震改修促進
計画」に基づき、住宅所
有者の経済的負担の軽減
などの耐震化を促進する
施策に取組み、更なる住
宅の耐震化の促進を図
る。

目標に対する
実績を検証す
る必要がある

- - - - - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.67
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※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

94 4-1-1
住宅耐震改修事業補
助金

建設部
建築指
導課

今後発生が予想される大規模
地震に対して、住宅の倒壊等
による被害から市民の生命、
身体及び財産を守る。

旧耐震基準で建築された耐
震性の低い木造戸建住宅の
耐震改修工事に対する費用
補助

77,000 48,463

木造戸
建住宅
の耐震
改修工
事に対
する補
助金の
交付件
数

件 70 48 - - - - Ｂ

達成状況の評価は住宅の耐震
化率で評価した。（※耐震化
率は実数として捉えることが
難しいため、既往の統計調査
結果等からの推計値としてい
る。）R2年度目標耐震化率
90％に対して、R2年度末の耐
震化率は86.2％。R2年度時点
で目標達成率は95.7％であ
る。

見直し
て継続

計画期間をを5年間延長し
た「長野市耐震改修促進
計画」に基づき、住宅所
有者の経済的負担の軽減
などの耐震化を促進する
施策に取組み、更なる住
宅の耐震化の促進を図
る。

耐震化への動
機付けが必要

- - - - - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.67

95 4-1-1
特定既存耐震不適格
建築物等耐震診断事
業補助金

建設部
建築指
導課

今後発生が予想される大規模
地震に対して、建築物の倒壊
等による被害から市民の生
命、身体及び財産を守る。

・旧耐震基準で建築された
耐震性の低い特定建築物等
の耐震診断に対する費用補
助

6,603 0

耐震診
断費に
対する
補助金
交付件
数

件 4 0 - - - - Ｂ

達成状況の評価は、多数の者
が利用する一定規模以上の建
築物等（特定建築物）の耐震
化率で評価した。R2年度目標
耐震化率95%に対して、R2年
度末の耐震化率は90.2%。R2
年度時点で目標達成率は
94.9%である。

現行の
まま継
続

計画期間をを5年間延長し
た「長野市耐震改修促進
計画」に基づき、耐震化
の必要性や支援制度の周
知啓発に取組み、更なる
建築物の耐震化の促進を
図る。

目標に対する
実績を検証す
る必要がある

- - - - - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.67

96 4-1-2
火事をなくする市民
運動事業

消防局 予防課
火災予防、啓発活動を実施
し、市民の防火意識の高揚と
火災予防の推進を図る。

火災予防・啓発活動を実施
し、市民の防火意識の高揚
と火災予防の推進を図
る。・火災予防運動等の実
施・消防だより（広報なが
の特集号）の発行・住宅防
火対策の推進・防火標語及
び標語入り防災ポスターの
募集・避難行動要支援者対
策の推進ほか

1,841 1,780

各種火
災予防
運動等
での車
両広報
回数
（回）

会員数 1,000 1,057
出火率
（％）

％ 3 3 Ｂ

出火率は昨年と比較し大きく
減少し、目標値を下回ること
ができた。これは、たき火や
火入れなどによる火災の件数
を少なくすることができたた
めと考える。

現行の
まま継
続

市民の生命、身体を火災
から守るため、引き続き
市民の安全・安心な生活
を守るため事業を継続す
る必要がある。

自主防災組織
との連携など
一層効果を上
げる手法を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 2 - - - - - - - 4 - 4 3.33

97 4-1-2 消防団装備整備事業 消防局 警防課

消防団員の基本装備を充実す
ることにより、消防団の組織
力、活動安全性の強化を図
り、地域防災力の向上を実現
する。

消防団員が安全に迅速・的
確な災害対応を行えるよ
う、雨衣及び救助用半長靴
等の装備品の計画的な配備
を進めるとともに、新基準
活動服の配備を５年前倒
し、全ての消防団員へ貸与
する。

51,564 51,346

消防団
装備品
（新基
準活動
服、雨
衣）の
配備数
累計
（着）

着 3,430 3,430着3,150着

消防団
員配備
品の配
備率
（％）
(新基準
活動
服・雨
衣)

％ 100 100%92% Ｂ
必要な装備品の配備について
概ね計画どおりの配備ができ
ている。

現行の
まま継
続

地域における災害対応力
を確保するため、組織体
制など機構改革を進める
とともに、消防団員の処
遇改善、装備の充実等に
より一層取り組み、消防
団員の確保へ繋げる必要
がある。

- - - - - - - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00
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績
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陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

98 4-1-2
非常備消防装備整備
事業

消防局 警防課
消防車両と装備の機能維持・
強化を図り、市民の安全・安
心を確保する。

消防団に配置している小型
動力ポンプ及び小型動力ポ
ンプ付き積載車を計画的に
更新し、消防団装備の充実
を図る。・小型動力ポンプ
の更新３台・小型動力ポン
プ付積載車の更新３台

17,705 17,517

小型ポ
ンプ及
び積載
車更新
台数

台 6 6
更新台

数
台 6 6 Ｂ

更新計画に基づき、緊急防
災・減災事業債を有効に活用
し、計画的な更新を実施。

現行の
まま継
続

市民の生命、身体及び財
産を守るため、消防車両
更新は必要不可欠であ
り、極めて重要な事業で
ある。消防力の充実・強
化を図るため、事故防止
及び体力負担の軽減を考
慮した装備及び車両の更
新を継続していく。

- - - - - - - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00

99 4-2-1 交通安全教育事業
地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

全市民に交通安全意識を持っ
てもらうことで、交通事故の
ない安心・安全な交通社会を
目指す。

市民の交通事故を減少させ
るため、交通安全教育の実
施により交通安全意識の高
揚を図る。・交通安全教育
講師の派遣及び交通安全教
材の貸出・小学生を対象と
した交通安全教育読本、ス
クールキャップの配布等・
交通安全啓発パンフレット
及び物品の購入等

6,305 5,206
交通安
全教室
の実施

回･人 150・10,000 53・2,690

人身交
通事故
発生件
数

件 前年未満 992 Ｂ
交通事故発生件数は、年々減
少傾向で推移し、成果目標は
達成しているため。

現行の
まま継
続

既存の講師の意向を踏ま
え、後継者育成を含めた
体制の強化を図ってい
く。

後継者の育成
が必要

- - - 4 - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.75

100 4-2-2 防犯灯設置等補助金
地域・
市民生
活部

地域活
動支援
課

市民の安全安心を確保するた
め、自主防犯活動を推進する
ための一つとして、防犯灯の
設置及び維持管理費の財政支
援を行うことで、市民の安心
感を醸成する。

夜間における市民の通行の
安全確保のために区が管理
するＬＥＤ防犯灯の整備及
び維持管理に要する費用に
対し、補助金を交付する。

34,949 30,721
補助対
象防犯
灯数

灯 350 226
刑法犯
認知件
数

件 前年比減 1,282 Ｂ

市内にある防犯灯の約95％が
LED化され、成果目標の刑法
犯認知件数が年々減少してい
るため。

見直し
て継続

今後発生することが予測
される灯具の大量更新に
備え、令和６年度から事
業方針を変更し、新制度
を開始する。そのため
に、令和３年度から５年
度までの３年をかけ、大
量更新に向けた準備を進
める。

費用負担を含
め更新方針を
整理する必要
がある

- - - - - - - 2 - 3 - - - - - 4 - 2 2.75

101 4-2-3 消費生活相談事業
地域・
市民生
活部

市民窓
口課

消費生活相談員の相談対応能
力の向上に伴い、事業者(ト
ラブル業者)とのあっせん件
数が増加し、消費者被害の防
止、被害の回復につながって
いる。

・消費生活相談2,215件・
各種広報媒体を使った啓
発・出前講座の実施（８会
場428人/コロナ感染防止の
ため減）・生活知識講座の
開催13人・市民相談（法
律、登記、公証、税務、手
続＝702件）

19,785 15,658

消費生
活相談
のうち
通信販
売に関
する相
談

件 - 779

通信販
売（イ
ンター
ネット
等）に
関する
被害認
知件数

件 60 59 Ａ

通信販売に関する相談が年々
増加している中、消費生活相
談員が積極的に事業者とあっ
せんを行った結果、被害の認
知件数を減少させることがで
きた。

見直し
て継続

悪質商法や特殊詐欺の相
談件数が増加傾向にあ
り、更に氾濫する情報の
中で、市民自らが知識や
情報を収集し、世代を問
わず消費生活に関する知
識を身につける必要があ
ることから、「出前講座
を拡充」して自立した消
費者の育成と消費啓発を
図る。2022年４月から成
年年齢引下げ（18、19
歳）により、親の同意が
なくても契約ができ、若
年者を狙った悪質商法な
どの消費者被害が拡大す
ることが危惧されること
から、教育現場と連携・
協働して消費者教育（外
部講師）の体制づくりを
促進させる。

業務効率化に
つながるICT
活用等の検討
が求められる

各種の相談内
容が、複雑
化・多岐にわ
たりICT活用
等、あっせん
にはなじまな
い。

- - - - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
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ｼｮﾝ
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目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
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等

平
和
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生
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ｷﾞｰ
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の
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経済

貧
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飢
餓
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健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

102 5-1-1
英語民間試験導入事
業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

英語の４技能（聞く、話す、
読む、書く）を活用できるグ
ローカルな子どもを育成す
る。

令和３年度の中学校新学習
指導要領の全面実施に向
け、指定した２校を対象に
英語４技能検定を実施す
る。検定結果により現状を
把握し、指導改善に繋げて
いく。

1,092 970
実施校
数

校 2 2

指導改
善に役
立った
と回答
する学
校の割
合

％ 100 100 Ｂ

現状で可能な２校において英
語４技能検定を実施すること
ができた。当該検定について
は、学校からは「英語の４技
能の測定能力が高く、また緻
密な分析結果が提供され指導
改善にも活用できる」等の回
答を得るなど評価は高い。

現行の
まま継
続

当該検定の導入初年度に
ついては、４技能の測定
内容及び学校評価共に十
分な成果が得られたと考
えている。今後、より効
果的な活用方法を研究す
るとともに、効果を検証
し、全校への導入を目指
していく。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

103 5-1-1
長野市版運動サー
キット普及事業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

小学校低学年から運動好きな
子どもを育成し、体力の向上
と運動習慣の形成を図る。

運動好きな子どもの育成
や、体力向上のため、運動
遊びを取り入れた運動サー
キット環境づくりを行う小
学校に補助金の交付を行
う。平成30年度～令和２年
度で23校へ補助金を交付
し、運動サーキットの環境
整備を行った。令和３年度
をもって全校整備が完了す
ることから、新たな事業展
開を検討する。

3,900 3,900
補助金
交付校
数

校 12 15

サー
キット
事業に
取り組
んだ学
校の授
業以外
の１週
間の運
動時間
が60分
以上の
児童生
徒の全
国平均
比

％ 全国比を上回る 未実施 -

全校を対象とした全国体力・
運動能力・運動習慣等調査が
新型コロナウイルス感染防止
対策により未実施であったた
め、成果・効果の検証はでき
ていない。

終了

令和３年度で市内全ての
小学校へ運動サーキット
設備等の整備が完了する
見込みであるため、補助
金交付事業は令和３年度
をもって終了する。

モデル校の効
果を検証する
必要がある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

104 5-1-1 学校図書館運営事業
教育委
員会事
務局

学校教
育課

学校図書館運営に必要な環境
整備と資料・蔵書の充実を図
るとともに効果的な学習の場
をつくり、児童生徒の豊かな
人間性と確かな学力を育成す
る。

学校司書を全小・中学校に
配置するとともに、学校図
書館図書標準に基づき蔵書
を配備する。

132,169 124,399

学校司
書対象
研修の
実施回
数

回 6 6

一日の
読書時
間が
「10分
以上」
と答え
た児
童・生
徒の割
合

％ 小667.5％中352.7％ 未実施 -

新型コロナウイルス感染症の
影響により、全国学力・学習
状況調査が未実施であったこ
とから、評価することができ
ない。

現行の
まま継
続

児童生徒の読書活動・学
習活動をさらに促進する
ため、学校図書館の機能
の充実と学校司書の力量
向上に努める。

- - - - - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

105 5-1-1
地域発活力ある学校
づくり推進事業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

児童生徒が発達段階に応じた
多様性ある集団で学びあえる
豊かな教育環境の構築

各学校において連携事業の
定着が図られてきたこと、
「答申」説明会にある程度
の目途が立ったことから、
令和３年度からは、全地区
的な取組から、将来を見据
えて、子どもたちが集団で
学び合える豊かな教育環境
づくりに向けて優先的に取
り組むべき課題の解決を図
る。・連携推進ディレク
ターの配置（５人）

20,280 17,824

連携推
進ディ
レク
ターの
配置人
数

人 7 7

少子化
に対応
した子
どもに
とって
望まし
い教育
環境の
在り方
の審議
結果に
ついて
説明し
た地区
数（32
地区）
及び小
学校区
数（54
校）

個
所

86 86 Ａ

・活力ある学校づくり検討委
員会からの答申（H30.6）及
び小・中学校の在り方調査研
究特別委員会からの委員長報
告（H30.9）を受け、各地区
での説明を進めてきた結果、
市内全32地区の住民自治協議
会への説明及び、市内全小学
校区への説明又は資料配布に
よる周知が完了するととも
に、１中学校において「新た
な学びの場」の方向性が示さ
れた。

現行の
まま継
続

全小学校区への周知に目
途がついたことから、今
後は全地区的な取組か
ら、将来を見据えて、子
どもたちが集団で学び合
える豊かな教育環境づく
りに向けて優先的に取り
組むべき課題の解決を図
る必要があるため。

連携推進ディ
レクターの成
果を検証し、
所要の見直し
が必要

連携推進ディ
レクターの活
動内容等を精
査し、人数の
見直しを行っ
た

- - - 4 - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00
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ｼｮﾝ
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ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源
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能
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と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

106 5-1-1
学校教育管理事業
（部活動指導）

教育委
員会事
務局

学校教
育課

中学校教員の部活動指導に係
る負担を軽減する。

教職員の働き方改革を推進
するため、中学校の部活動
顧問に外部の人材を部活動
指導員として任用し、中学
校教員の負担軽減を図る。

3,854 3,225
部活動
指導員
数

人 7 7

部活動
指導員
の指導
時間

時
間

2,100 1,875 Ｂ

令和２年度は、新型コロナウ
イルス感染症対策としての一
斉臨時休校により、多くの学
校で部活動時間が減少したこ
とから、部活動指導員による
指導時間数も目標値に達して
いない。

拡大

教員の負担軽減につな
がっており、中学校から
も多くの配置希望が寄せ
られているため、部活動
指導員の任用を段階的に
増やし、教職員の働き方
改革をさらに推進する。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

107 5-1-1
学校教育管理事業
（赤ちゃんだっこ）

教育委
員会事
務局

学校教
育課

児童生徒の自尊感情を高め、
将来の自身の成長や子育てに
ついて積極的に考える力をつ
ける。

赤ちゃんとその母親が、親
子で小・中学校を訪問し、
子どもたちが実際に赤ちゃ
んとふれあい、また、母親
から赤ちゃんが生まれたと
きなどの話を聞くことで、
親の思いやりの気持ちや自
分の大切さ・周りの仲間の
命の大切さを考える機会と
する。

1,005 -
事業実
施学級
数

学級 40 - - - - - -
新型コロナウイルス感染症の
影響により、事業を実施でき
なかったため評価できない。

見直し
て継続

参加児童生徒に対してア
ンケートを実施し、その
成果・効果の検証を行っ
た上で、事業内容につい
て検討する。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

108 5-1-1 情報教育推進事業
教育委
員会事
務局

学校教
育課

・児童生徒一人ひとりに個別
最適化され、創造性を育む
ICT環境の実現を図る。・教
員の事務負担の軽減と子ども
と向き合う時間を確保し、教
育の質の向上を図る。

児童生徒の情報活用能力向
上とICTを活用した効果的
な授業実現を目的に、ICT
環境を整備し、サポート事
業及び普及・定着のための
事業を実施する。・教育
ネットワークシステム管理
運営・教育の情報化普及・
定着・光ファイバー回線使
用料・メディアコーディ
ネーター派遣（ICTを活用
した授業支援）

200,836 200,775

メディ
アコー
ディ
ネータ
派遣・
問い合
わせ対
応件数

件 400 424

教員の
自己評
価とし
てICT機
器を活
用して
指導で
きたと
思う者
の割合

％ 83 75 Ｂ

ICT機器を活用した授業を支
援するメディアコーディネー
タの派遣については、派遣件
数が伸びており支援体制基盤
の確立ができていると考え
る。しかしながら、教員の
ICT活用指導力については、
コロナ禍における授業の時間
の確保を優先したことに伴
い、ICT機器活用機会の減少
もあり、評価としては横ばい
である。

見直し
て継続

・GIGAスクール構想の実
現を図るため、メディア
コーディネータの派遣・
教育センターでの研修を
通じ、教員のICT機器を活
用した指導力向上を目指
す。また、ICT支援員の人
数については、学校の状
況を踏まえ検討を行
う。・働き方改革を実現
するために、校務支援シ
ステム等による校務の削
減を進める。

学校教育管理
事業と併せて
事業効果を見
極める必要が
ある（働き方
改革の観点か
ら）

校務支援シス
テムの運用に
ついては、教
職員の習熟度
の高まりもあ
り、安定した
活用を行えて
いる。

- - - 4 - - 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

109 5-1-1
スクールロイヤー活
用事業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

スクールロイヤー（弁護士）
を派遣し、学校の諸問題の解
決に向け、法的な支援を行う
とともに、業務の分業化によ
り教職員の働き方改革を推進
する。

学校が抱える様々な問題を
法的な見地から整理して解
決を図れるように、スクー
ルロイヤーを派遣する。ま
た、スクールロイヤーが講
師として研修を行い、教職
員の資質向上と、学校での
諸問題に対する対応力の向
上を図る。

570 370

スクー
ルロイ
ヤー派
遣回数

回 41 30

スクー
ルロイ
ヤーの
助言に
より諸
問題が
好転し
た割合

％ 100 70 Ｃ

現在、学校がスクールロイ
ヤーからの助言により継続対
応している事案もあり、目標
に対して下回っているもの。

現行の
まま継
続

学校が抱える諸問題に対
し、スクールロイヤーが
行った助言により諸問題
の解決に向け好転した割
合が高いことから、学校
において必要な事業であ
る。また、スクールロイ
ヤーを派遣することで、
分業化による教職員の働
き方改革が図れる。

事業効果を見
極める必要が
ある

学校が抱える
問題につい
て、複雑化・
深刻化する前
に解決を図る
ことは、子ど
もの権利を守
ることになる
ので、事業効
果は高いと考
える。

- - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

110 5-1-2 心の教育推進事業
教育委
員会事
務局

学校教
育課

子どもたち一人ひとりが自ら
の進路を主体的に捉えて、社
会的に自立することができる
よう支援する。

不登校児童生徒を対象とし
た集団適応指導、学習指導
等を行う中間教室の運営及
びスクールカウンセラーに
よる通室児童生徒へのカウ
ンセリングと適応指導員等
への助言を行う。また、全
小中学校で意識調査を行う
とともに、スクールソー
シャルワーカーを加えたス
クリーニング会議を推進し
不登校の未然防止に取り組
む。

26,531 25,301

中間教
室適応
指導員
の研修
回数

回 18 11

中間教
室にお
ける学
校復帰
率

％
小60
中50

小
58.8
中
52.1

Ｂ

中間教室に在籍した児童生徒
65名のうち35名（小学生17名
中10名、中学生48名中25名）
が再び登校できるようにな
り、概ね目標を達成した。

拡大

不登校児童生徒の増加抑
制にスクールソーシャル
ワーカーを加えた各校で
のスクリーニング会議が
有効であるが、スクール
ソーシャルワーカーの活
動時間が足りないことか
ら、効果が限られてい
る。このことから、現在
長野県から派遣されてい
るスクールソーシャル
ワーカーの派遣が令和３
年度で廃止となることも
考慮したスクールソー
シャルワーカーの増員等
により、スクリーニング
会議の実施拡大と、ス
クールソーシャルワー
カーの参加を推進できる
よう、充分な活動時間を
確保する必要がある。

- - - - - 4 - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00

111 5-1-2
特別支援教育体制整
備推進事業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

医療的ケアなどが必要な児童
生徒に対して、一人一人の教
育的ニーズに応じた適切な支
援を行う。

学校において医療的ケアが
必要な児童生徒を支援する
ため、看護師資格のある特
別支援教育支援員を配置す
る。学校の支援の在り方に
ついて指導・助言する特別
支援教育巡回相談員を派遣
する。

70,306 65,094

特別支
援教育
支援員
（看護
師）の
配置人
数

人 46 48

医療的
ケアが
必要な
児童生
徒に対
する看
護師の
配置率

％ 100 100 Ａ
医療的ケアの必要な児童生徒
に対して看護師を配置するこ
とができたため

現行の
まま継
続

医療的ケアの必要な児童
生徒に対して切れ目のな
い支援を行うため、看護
師資格を有した特別支援
教育支援員を適正に配置
し、医療的ケア運営会議
の意見を聴取しながら適
切な医療的ケアを実施し
ていく。

- - - - 4 4 - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00

112 5-1-2
特別支援教育推進事
業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

様々な特性のある児童生徒に
対して、一人一人の教育的
ニーズに応じた適切な支援を
行う。

学校において様々な特性の
ある児童生徒の自立活動を
支援するため、特別支援教
育支援員を配置する。

138,570 131,809

特別支
援教育
支援員
の配置

人 119 124

学校か
らの支
援員配
置希望
に対す
る実際
の配置
率

％ 100 85 Ｂ
支援員の配置人数が目標を上
回り、また、実際の配置率も
ほぼ目標どおりであったため

現行の
まま継
続

様々な特性を持った児童
生徒数が年々増加してい
る中で、適正に特別支援
教育支援員を配置するよ
う努めていく。

- - - - 4 4 - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00

113 5-1-2 教育相談事業
教育委
員会事
務局

学校教
育課

様々な特性を持った児童・生
徒が適切な教育支援を受けら
れるようにする。また、児
童・生徒や保護者等が抱える
様々な悩みや不安の解消を図
る。

様々な特性を持った児童・
生徒の個々に応じた支援、
適切な就学を判断するた
め、面接、行動観察及び諸
検査を通して、教育支援委
員会との連携のもと、指導
助言を行う。また、窓口相
談員が来所及び電話による
相談を行う。・窓口（電
話・来所）相談

31,430 29,484
就学相
談の受
付件数

件 - 475

教育支
援委員
会で望
ましい
就学判
定をし
た件数

件 - 393 Ａ

申請のあった件数の就学相談
については、必要な観察・検
査等を行い、その結果教育支
援委員会への判定や保護者と
の合意形成を経て教育支援委
員会への資料提供による支援
を行った。委員会で審議の必
要がない子どもについては、
合意形成の上取下げし、翌年
度への継続相談については既
に着手しているが、すぐに結
論が出ないケースが主であ
る。＊令和２年度の受付件数
479件内訳判定件数393件、取
下げ34件、継続相談52件、

現行の
まま継
続

現在の就学相談の受付か
ら、保護者への合意形
成・就学判定までの流れ
について確立しているの
で、見直す必要はないと
考えている。

- - 4 - 4 4 - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
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位
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標
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績
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位
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標
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平均評
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№
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画上の
分野
（施
策）
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陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

114 5-1-3 家庭教育力向上事業
教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

子どもが家庭や地域に育ま
れ、思いやりの心と基本的な
生活習慣を身に付けること
で、健全に育つ。

・平成28年度から各公民館
における親子を対象とした
取組を「親子学級」とし、
全公民館での必須事業とし
た。・平成28年度から親の
学びの機会として、全保健
センターで実施している
「7～8か月児健康教室」に
おいて、保健師が講師を務
め、「家庭の学び講座」を
実施。

300 143
親子学
級の開
催回数

件 380 181

家庭・
地域・
学校が
連携し
て、子
どもの
学びや
育ちを
支えて
いる
（総合
計画市
民アン
ケート
指標）

割
合

1 1 Ｂ

新型コロナウイルス感染症の
影響で親子学級を開催できな
い期間があり、開催回数は
減ったが、成果・効果は、目
標を上回った。

現行の
まま継
続

家庭の教育力の低下や地
域とのつながりの希薄化
に歯止めをかけるため
に、長野市全域での事業
の実施及び事業の周知を
継続していく。

本来参加して
もらいたい人
の参加につな
げる取組を検
討する必要が
ある

- - - - 4 - - 2 - - - - - - - 4 - 4 3.50

115 5-1-3 青少年対策事業
教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

青少年が正義感、倫理観など
を持ち、主体性や社会性のあ
る自立した人間に成長する。

青少年健全育成の推進を図
る人材を養成するととも
に、健全育成につながる体
験の場等を提供する。・
リーダー活動の支援、リー
ダー研修会の開催・すこや
か号の派遣・子ども会キャ
ンプの開催

1,788 1,325

長野市
子ども
会リー
ダー研
修会の
参加者
数

人 100 72
シニア
リー
ダー数

人 20 17 Ｂ

新型コロナウイルス感染症の
影響で研修会の開催数が減少
したことで参加者数が目標を
下回ったが、リーダー数は目
標の約８割を確保し、概ね目
標どおりとなった。

現行の
まま継
続

長野市子ども会リーダー
研修会の参加者数が増加
するようにＰＲの方法等
を工夫していくととも
に、研修会を通して将来
シニアリーダーとなる人
材を育成していく。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 4 - - 2 - - - - - - - 4 - 2 3.00

116 5-1-3
青少年団体育成補助
金

教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

地域等での異なる年齢の子ど
もとの交流や世代間交流を通
じて様々な体験を行い、子ど
もたちが健やかに成長する。

青少年健全育成を目的にし
ている市内団体が行う子ど
もの体験活動に補助金を交
付する。・子どもわくわく
体験事業補助金

3,500 757

子ども
わくわ
く体験
事業補
助金未
交付地
区（住
民自治
協議
会）へ
の訪問
地区数

地区 9 12

補助金
活用地
区数
（全32
地区）

地
区

26 9 Ｂ

活用地区数は新型コロナウイ
ルス感染症の影響で目標を下
回ったが、訪問地区数につい
てはコロナで大きな影響を受
けたものの、青少年健全育成
情報交換会において12地区に
直接説明を行ったため、概ね
目標どおりとなった。

現行の
まま継
続

子どもわくわく体験事業
補助金は、有効活用して
いただいているため、更
なる周知、ＰＲに努め、
継続する。

事業効果を検
証するととも
に地域に対す
る子ども育成
に関する支援
の在り方を整
理する必要が
ある

- - - - 4 - - 2 - - - - - - - 4 - 4 3.50

117 5-2-1 成人学校事業
教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

個々人が豊かな生活を育み、
活力ある地域づくりに主体的
に貢献し、活躍している。

・市内在住または在勤の・
20歳以上を対象に、主に学
芸・文化・教育に関する学
習の場を提供する。・学習
成果の発表の場を設け、市
民の学習意欲の醸成を図
る。・自主的なサークル化
への支援を行う。

18,190 9,629
講座開
催数

回 380 218
講座成
立数

％ 100 92 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
防止対策により、５月15日ま
で施設が休館となり３学期制
の講座を２学期制に変更する
等したため、年間の講座開催
数は減少したが、講座成立率
は９割以上であるため、概ね
目標どおりとして評価した。

現行の
まま継
続

講座内容、開設時間の工
夫を行うとともに、講座
運営の一部は、受講者が
行うなど、地域づくりに
つながる自主的な参加意
欲も見えることから、本
事業は継続する必要があ
る。

新規受講者を
増やすことを
検討するとと
もに、講座定
員に対する参
加率を指標と
するなど本来
の事業目標に
対する効果測
定方法を検討
すべき（利用
者負担の検証
も必要）

- - - - 4 - - 3 - - - - - - - - - 2 3.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

118 5-2-1 公民館管理運営事業
教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

市民が生涯のあらゆる場面で
の学習を深めることで豊かな
生活につなげ、その学習の成
果を社会や地域で活かす。

公民館施設の維持管理を行
うとともに、学級・講座等
の企画運営を行い、市民に
よりよい生涯学習環境を提
供する。

420,976 375,051

学級・
講座・
集会開
催数

回 2,500 1,246

受講者
アン
ケート
におけ
る「満
足」
「やや
満足」
の割合

％ 100 99 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
防止対策により、５月15まで
施設を休館したことなどから
開講した講座等は前年度と比
較し減少したが、感染防止対
策による講座内容の見直しや
消毒等の徹底を図りながら運
営したため講座終了後の受講
者アンケートでは、満足度は
高い結果となったことから、
概ね目標どおりと評価した。

現行の
まま継
続

公民館・交流センター
は、あらゆる世代に広く
利用され、地域に根ざし
た生涯学習の機会を提供
する施設であるため、市
有施設における類似講座
等を調査するとともに講
座内容の見直しを図りな
がら、本事業は継続する
必要がある。

開催講座の内
容を整理する
とともに行政
が担うべき範
囲も検討すべ
き（高齢者活
躍支援課やス
ポーツ課の事
業との連携や
整理も

- - - - 4 - - 2 - - - - - - - 4 - 2 3.00

119 5-2-1
生涯学習センター管
理運営事業

教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

市民やグループ、学校、企業
などの団体の学習ニーズに応
え、生涯を通じての生きがい
や自己実現につなげ、学んだ
知識を家庭・地域活動などに
活かされる。

研修会・各種セミナー・講
演会・作品展示会などの学
習室の貸出、放送大学長野
ブランチとしての利用、生
涯学習情報の提供。自主企
画講座（教えて常識塾、ト
イーゴセミナー、親子わく
わくフェスタ、地域人材育
成講座、経済セミナー）、
生涯学習だよりの発行。
ホームページ（まなびいの
ページ）での学習情報提
供。

51,688 47,480

自主企
画講座
の受講
者数

人 1,968 791

受講者
アン
ケート
におけ
る「大
変満
足」
「満
足」の
割合

％ 100 88 Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡
大対策から２度に渡り休館
し、主催講座も一部開催出来
なかったことから講座受講者
数は目標に達しなかったが、
感染予防対策を徹底し以前か
ら要望の高かった戸外学習を
開催する等、受講者アンケー
トの満足度も髙い結果となっ
たことから、概ね目標どおり
と評価した。

現行の
まま継
続

公民館、交流センター等
を含めた生涯学習施設の
拠点として多くの人に利
用されており、また、市
街地活性化のための集客
施設としての役割もある
ことから、引き続き貸館
事業やニーズを把握し講
座事業を実施する。

各公民館と生
涯学習セン
ターの役割を
整理すべき
（もんぜんぷ
ら座における
事業との整理
も必要ではな
いか）

- - - 2 4 - - 2 - - - - - - - - - 4 3.00

120 5-2-1
地域公民館建設事業
補助金

教育委
員会事
務局

家庭・
地域学
びの課

自治活動・社会教育活動の場
である地域公民館等が整備さ
れ、自治活動や社会教育活動
が活発に行われる。

地域公民館の新築、買収、
増改築、補修に係る経費に
ついて補助を行う。

64,500 51,123
補助金
交付件
数

件 40 47 - - - - Ａ
台風特例分13件を含む地域の
要望47件全てに応えることが
できた。

現行の
まま継
続

地域からの地域公民館の
整備に対する要望が多
く、地域の活動を支援す
るためには、拠点となる
施設の支援が必要であ
る。

補助対象を縮
小したり補助
率を変更する
等の見直しが
必要（地域活
動支援課との
調整も必要）

- - - - 4 - - 2 - - - - - - - 4 - 2 3.00

121 5-3-1
長野市芸術館運営事
業

文化ス
ポーツ
振興部

文化芸
術課

長野市芸術館を運営すること
で、文化芸術の振興を図る。

文化芸術の創造及び交流の
拠点として芸術館を運営す
る。・国内外の優れた文化
芸術の鑑賞機会の提供や支
援・文化芸術活動の拠点施
設として、市民の自主的・
自発的な文化芸術活動を支
援

400,838 400,838

年間施
設利用
者数

人 273,000 61,994
平均稼
働率

％ 70 61 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により、R2の年間施設
利用者数は目標値及び前年度
実績を大幅に下回ったが、平
均稼働率は、ながの文化芸術
応援事業（利用料の3/4割
引）を実施したこともあり前
年並みを維持することが出来
た。・令和２年４月12日から
５月31日まで休館・ホール収
容人数を定員の50％以下に削
減

現行の
まま継
続

長野市文化芸術振興財団
との連携をさらに強化
し、本市の文化芸術振興
の拠点施設として運営を
継続する。目標値につい
ては、これまでの実績値
を踏まえ第五次長野市総
合計画後期基本計画の策
定にあわせて見直しを行
う。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

122 5-3-1
街角に芸術と音楽が
あるまちづくり事業

文化ス
ポーツ
振興部

文化芸
術課

市民の文化芸術活動の推進

市民による文化芸術の発表
機会を設け、街角に芸術と
音楽があるまちづくりを進
める。・表参道芸術音楽
祭・街角アート＆ミュー
ジックほか

51,966 49,466

街角コ
ンサー
ト出演
団体数

団体 160 94

街角コ
ンサー
ト観客
数

人 18,000 16,475 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により、開催日数が減
少（15日→8日）したが、徹
底した感染防止対策を講じ、
発表及び鑑賞の場を提供する
ことが出来た。開催日数は減
少したものの、１日あたりの
観客数は前年を上回ってい
る。R元：1,167人、R2：
2,059人

現行の
まま継
続

市民ニーズは高く、今後
も発表の場を求めている
市民団体が多いため、継
続して実施する。

効果的な民間
事業とのタイ
アップの検討
が必要

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.67

123 5-3-1
野外彫刻ながの
ミュージアム事業

文化ス
ポーツ
振興部

文化芸
術課

身近で芸術文化にふれる機会
を提供するとともに、彫刻の
持つ芸術性を生かし、文化の
薫り高いまちづくりを行う。

市民が日常生活の中で芸術
性の高い彫刻に接し、親し
んでもらい、野外彫刻のま
ちをＰＲする。・野外彫刻
めぐりの実施・作品の維持
管理

1,703 1,625

野外彫
刻めぐ
り参加
者数

人 100 10

野外彫
刻めぐ
りの満
足度

％ 80 100 Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により、開催日数が減
少（6日→1日）したため、参
加者数が目標を下回った。満
足度は目標を上回った。

現行の
まま継
続

日常生活の中で身近に文
化芸術に触れあうことを
目的とした「野外彫刻な
がのミュージアム」構想
に基づく事業であり、現
在は彫刻の設置（ハード
整備）から既存の彫刻を
利活用したソフト事業へ
と方針を変更している。

他分野・他機
関との連携を
図るなど野外
彫刻めぐりに
固執すること
なく魅力発信
を検討する必
要がある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.67

124 5-3-1
子どものための文化
芸術プログラム事業

文化ス
ポーツ
振興部

文化芸
術課

文化芸術活動を通じ子どもの
創造力や感性を育む場を提供
する

・小学校6年生招待芸術鑑
賞会（こころの劇場）の開
催・ハートフルコンサート
負担金の交付・長野市子ど
も文化芸術賞の授与

2,252 18

こころ
の劇場
の参加
市内小
学校数

校 40 -

こころ
の劇場
鑑賞可
能席数
に占め
る鑑賞
者総数
の割合

％ 70 - Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で公演が中止となっ
たが、第1次募集時点で41
校、2,342名の参加が決定し
ていた。

現行の
まま継
続

引き続き子どもが文化芸
術活動に触れる機会を創
出する必要があるため

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.67

125 5-3-2
伝統芸能継承事業、
伝統芸能こどもフェ
スティバル事業

文化ス
ポーツ
振興部

文化芸
術課

次世代への伝統芸能の継承と
世代や地域を超えた交流

次世代への伝統芸能の保
存・継承と世代や地域を越
えた交流により、地域への
愛着を深め、ふるさと回帰
を図る。
・ながの獅子舞フェスティ
バル
・伝統芸能継承補助
・伝統芸能こどもフェス
ティバル

11,088 7,687

獅子舞
フェス
ティバ
ル出演
団体数

団体 80 24

市内伝
統芸能
団体の
活動率

％ 90 100 Ｂ

新型コロナウィルス感染症拡
大の影響で、獅子舞フェス
ティバルは開催時期を遅ら
せ、徹底した感染防止対策を
講じながら開催することが出
来た。（当初の参加団体数は
79団体）伝統芸能継承事業補
助金は例年並みの応募があっ
た。

現行の
まま継
続

神楽・獅子舞に限らず、
幅広いジャンルの伝統芸
能の継承に取り組む必要
がある。

こどもフェス
ティバルの効
果検証や団体
支援の在り方
の検討も必要

- - - - 4 - - 4 - - - - - - - 4 - 3 3.75
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№
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陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

126 5-3-2
重要伝統的建造物群
保存地区保存整備事
業

教育委
員会事
務局

文化財
課

国の重要伝統的建造物群保存
地区に選定された戸隠中社・
宝光社地区において、所有者
等が実施する保存事業に補助
金を交付して経済的理由によ
る伝統的建造物の滅失を防
ぐ。

戸隠伝統的建造物群保存地
区において、江戸時代から
続く町並みを活かしたまち
づくりを促進し、魅力を高
めて地域の活性化を図るた
め、所有者が実施する建造
物等の修理事業等に補助金
を交付する。

43,044 42,616

保存事
業補助
金交付
件数

件 3 2

伝統的
建造物
滅失件
数

件 - - Ａ

補助金交付により伝統的建造
物の適切な保存が図られた。
令和２年度は、茅葺屋根、主
屋などの修理を行い将来にわ
たる保存が可能となった。戸
隠地区の魅力ある町並みを高
め、今後、交流人口の増加に
も寄与するものと考える。

現行の
まま継
続

本補助金は貴重な伝統的
建造物の滅失を防ぎ歴史
的町並みの維持向上を図
る上で効果的であり、地
域からも本補助金の利用
希望が多数寄せられてい
る。伝統的建造物群保存
地区の保存整備は地域住
民との協働による息の長
い事業展開が不可欠であ
り、今後も現行のまま継
続としたい。

他分野・他機
関との連携を
図るなどして
一層の魅力発
信を検討する
必要がある

- - - - 4 - - 4 - - - - - 4 - 4 - 4 4.00

127 5-3-2
ボランティア活動推
進事業

教育委
員会事
務局

文化財
課

文化施設を積極的に活用する
ことで、施設利用者の拡大を
図り、文化財に対する意識の
高揚につなげる。また、利用
する側もその活動を通し文化
財への愛着を深め、次世代へ
の継承と、創造につなげる。

ボランティアの育成を行
い、ボランティアによる松
代の文化財を生かしたガイ
ドや文化財調査を実施する
ことにより、ボランティア
自身の生涯学習の実践を具
現化するとともに、来訪者
へのサービス向上や文化財
等への理解を深めることに
役立たせる。

3,448 1,620
活動総
人数

人 2,707 2,707
案内者
数

人 35,000 238 Ｂ

平成28年度の大河ドラマ「真
田丸」以降、団体利用者の減
などにより、案内者数は減少
傾向にある。令和2年度は新
型コロナ感染拡大に伴い、活
動を大幅に自粛し、来場者数
も激減した。

現行の
まま継
続

多様化する利用者（観光
客）ニーズに対応した質
の高いサービスと、ＣＳ
（顧客満足）を提供す
る。文化財と文化財の魅
力を市民が自らの手で守
り、次世代に継承してい
くことが重要である。

ボランティア
の確保を含め
た人材育成を
検討する必要
がある

- - - 4 4 - - 2 - - - - - - - 4 - 3 3.40

128 5-3-2 文化財保護補助金
教育委
員会事
務局

文化財
課

指定等文化財の所有者・管理
者による適正な管理及び継
承。

文化財保護のために所有者
等が行う活動を支援するた
め、適切な指導助言とあわ
せて補助金を交付する。・
指定文化財修復・復元補助
金・指定文化財環境整備事
業補助金・無形文化財補助
金・文化財保護育成団体補
助金

11,000 9,495
補助金
交付件
数

件 60 52

文化財
保護活
動参加
者数

人 5,800 5,255 Ｂ

指定文化財等の修復・復元及
び環境整備、無形文化財保護
事業等に対し補助金を交付し
た。新型コロナウイルス感染
症防止のため、事業を縮小、
中止する団体があり、保護活
動の参加者数が減少した。修
復・復元については多額の費
用が必要となるが、一部を負
担することで所有者・管理者
の負担を軽減し、文化財の保
護・管理に寄与し、意識向上
も図られている。

現行の
まま継
続

補助率や補助対象、要綱
の見直しも含め、より効
率的かつ持続可能な補助
のあり方を検討してい
く。

制度の一層の
周知を図ると
ともに補助の
在り方につい
て検討する必
要がある

- - - - 4 - - 3 - - - - - 4 - 4 - 2 3.40

129 5-4-1
NAGANO体力・健康
チェックキャラバン
事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

スポーツや運動が日常生活に
定着し、市民の健康が増進す
る。

ＮＡＧＡＮＯ体力・健康
チェックキャラバンを２回
開催する。

1,644 677

ＮＡＧ
ＡＮＯ
体力・
健康
チェッ
クキャ
ラバン
実施数

回 4 3
スポー
ツ実施
率

％ 65 59.9 Ａ

４回の実施を予定していた
が、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により３回の実
施で参加者数が少なかった
が、塩崎スポーツクラブ（総
合型地域スポーツクラブ）と
の連携により、費用負担の軽
減や参加者がその後スポーツ
教室へ参加するなど継続的な
運動へ繋げることができ、コ
ロナ禍ではあるが、スポーツ
実施率が維持できた。

現行の
まま継
続

健康寿命の延伸や社会保
障費の抑制が求められて
いる中、効果的にＮＡＧ
ＡＮＯ体力・健康チェッ
クキャラバンを実施し、
一層多くの参加者獲得に
努めながら継続したス
ポーツ活動につなげてい
く。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

130 5-4-1
スポーツ健康づくり
事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

スポーツや運動が日常生活に
定着し、市民の健康が増進す
る。

・スポーツ大使を活用した
ロゲイニングの開催・ス
ポーツ教室の開催・ＮＡＧ
ＡＮＯスポーツフェスティ
バルの開催

7,140 4,671

ＮＡＧ
ＡＮＯ
スポー
ツフェ
スティ
バルへ
の参加
者数

人 2,400 691
スポー
ツ実施
率

％ 65 59.9 Ｂ

新型コロナウイルス感染症の
影響により、中止や休止をす
るスポーツ教室やスポーツイ
ベントがあったが、感染症対
策を施しスポーツ教室やス
ポーツフェスティバルなどス
ポーツイベントを可能な範囲
で開催し、市民の継続したス
ポーツ活動に繋げるととも
に、スポーツ実施率を維持す
ることができた。

現行の
まま継
続

健康寿命の延伸や社会保
障費の抑制が求められて
いる中、引き続きＮＡＧ
ＡＮＯ健康スポーツ教室
やＮＡＧＡＮＯスポーツ
フェスティバル、ロゲイ
ニング等多様なプログラ
ムを提供する。

市民の継続し
たスポーツ活
動につなげて
いく必要があ
る

- - - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

131 5-4-1 大会共催等負担金
文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

市民の健康が増進する。ス
ポーツや運動を行う人口が増
加する。

市内で開催される各種ス
ポーツ大会に補助金又は負
担金を交付する。・ながの
中学校駅伝大会・エム
ウェーブスケート大会・長
野市少年野球大会・長野市
少年柔剣道大会ほか

2,883 921

負担金
等交付
支援大
会の開
催数

大会 13 4
スポー
ツ実施
率

％ 65 59.9 Ａ

「健康ウォーキングフェス
ティバル」について、民間団
体によるウォーキングイベン
トが開催されるようになり、
当初のウォーキング普及の役
割が果たせたことから、終了
することができた。また、コ
ロナ禍で各種イベントが中止
する中、スピードスケートな
ど４大会については感染対策
のもと開催され、スポーツ実
施率の維持につなげることが
できた。

現行の
まま継
続

健康寿命の延伸や社会保
障費の抑制が求められて
いる中、第二次長野市ス
ポーツ推進計画に基づ
き、市民のスポーツに親
しむきっかけを提供する
ため、子ども、勤労世
代、高齢者などが参加す
るスポーツ大会・イベン
トの開催や支援をする。

対象スポーツ
イベントの決
定方法の検討
や事業効果を
検証する必要
がある

- - - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 3 3.67

132 5-4-1
長野市スポーツ大使
活用事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

本市のスポーツ実施率を65％
にする。

・スポーツ大使が参加する
ロゲイニング体験会の実
施・東京2020大会コミュニ
ティライブサイトへの参加

2,500 1,620

ロゲイ
ニング
への参
加者数

人 300 240
スポー
ツ実施
率

％ 65 59.9 Ａ

スポーツ大使が参加する２回
目のロゲイニングは、コロナ
禍の中、本市が開催する令和
２年度最初のスポーツイベン
トとして開催し、前年度の倍
の240人が参加。２月には、
パラスポーツデーのボッチャ
大会に参加いただき、障害者
スポーツの機運を高めるとと
もに本市のシティプロモー
ションにつなげることができ
た。

現行の
まま継
続

スポーツ大使の岡崎朋美
さんの魅力を活かし、ス
ポーツに対する無関心層
を取り込み、継続したス
ポーツ活動につなげてい
く。３年継続し、３年間
の成果を検証した上で継
続性を判断する。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - 4 - - - 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

133 5-4-1
ＮＡＧＡＮＯパラ★
スポーツデー事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

多くの市民が障害者スポーツ
に親しみ、障害者と健常者の
相互理解が進む。

東京2020大会コミュニティ
ライブサイトと併催して
「ＮＡＧＡＮＯパラ★ス
ポーツデー」を開催する

2,010 2,010

ＮＡＧ
ＡＮＯ
パラ★
スポー
ツデー
への参
加者数

回 1,000 400
スポー
ツ実施
率

％ 65 59.9 Ａ

令和２年度は、当初８月29日
に東京2020大会コミュニティ
ライブサイトと併催する予定
だったが、東京2020大会の1
年延期に伴い２月27日に延期
をし、コロナ禍の中、感染対
策を施し、ボッチャ大会など
に種目や参加者を絞り、開催
時間を短縮して開催したとこ
ろ、400人が参加し、障害者
スポーツの機運向上につなげ
ることができた。

現行の
まま継
続

東京パラリンピック開催
に伴い、障害者スポーツ
への関心が高まっている
状況から、より積極的に
障害者スポーツに触れる
機会を提供し、障害者と
健常者の相互理解を進め
るとともに、全ての市民
がスポーツを楽しめる環
境づくりを推進する。

民間からの資
金調達も検討
する必要があ
る

- - - 4 - - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

134 5-4-1
障害者スポーツ推進
事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

障害者と健常者の相互理解が
進み、すべての市民が障害の
あるなしにかかわらず自分に
合ったスポーツを楽しめる。

・長野市障害者スポーツ協
会に補助金を交付し、障害
者ｽﾎﾟｰﾂの体験会などを実
施する。・長野車いすマラ
ソン大会に負担金を交付す
る。・長野市障害者ｽﾎﾟｰﾂ
大会開催

11,778 11,076

障害者
スポー
ツの大
会、講
習会、
イベン
トの開
催数

回 44 13

長野市
障害者
スポー
ツ大会
と講習
会の参
加人数

人 885 144 Ｂ

基礎疾患がある障害者は感染
症へのリスクが高いことか
ら、感染症対策を施し、可能
な範囲で市障害者スポーツ協
会による講習会を開催し、ス
ポーツ活動を実施することが
できた。

現行の
まま継
続

令和10年（2028年）に県
内で開催予定の全国障害
者スポーツ大会に向け、
障害者スポーツの普及を
推進するとともに、障害
者のスポーツへの参加の
機会を拡大する。

- - - - 4 - - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00

135 5-4-1 スポーツ協会負担金
文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

市スポーツ協会との連携強
化、多角的なアプローチによ
り、競技人口が拡大し、競技
者の競技力が向上する。

（公財）長野市スポーツ協
会が推進する事業に対し、
負担金を交付する。・競技
力水準向上事業・スポーツ
普及・交流事業・事務局運
営経費

37,039 37,039
負担金
の交付
額

人 37,039 37,039

国体長
野県勢
におけ
る長野
市出場
者の占
有率

％ 16 12 Ｂ

令和２年度は夏季国体、冬季
国体のスキー競技が中止とな
り、冬季国体のスケート競技
のみの出場で成果指標の目標
値には達しなかったが、各競
技団体の競技水準向上事業の
取り組みにより、成果目標値
15.5％に対し12.1％で、成果
が得られた。（県選手団82人
に対し、スピード６人、フィ
ギュア１人、アイスホッケー
３人の合計10人が出場）

現行の
まま継
続

令和10年（2028年）に長
野県で2順目となる国民ス
ポーツ大会開催が内々定
している中、本市の競技
力が向上し、国体や全国
大会で入賞する種目や選
手が増えることは、市民
の地域への愛着や誇りと
なり、本市のスポーツ環
境全体に活力を生み出す
ため。

事業効果の検
証と負担割合
の検討を行う
必要がある

- - - 4 - - - 4 - - - - - - - - - 4 4.00

136 5-4-2
スポーツ拠点づくり
推進事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

・スケート競技の拠点化・宿
泊滞在型の大会開催による経
済効果や交流人口拡大等によ
る地域の活性化。

平成19年度から令和８年度
までの20年間継続開催が決
定している。スケート競技
の普及と交流人口の拡大推
進のため、実行委員会へ負
担金を交付する。

21,000 3,000

全国中
学校ス
ケート
大会開
催日数

日 4 -

全国中
学校ス
ケート
大会観
客数

人 13,000 - Ｂ

・新型コロナウィルス感染症
拡大の影響により大会が中止
となったが、ほぼ準備が整っ
た状況であったため、次期大
会も円滑な運営が想定され
る。また、参加費等の精算な
ど初めての業務に対しても滞
りなく対応できた。

現行の
まま継
続

令和８年度までの継続開
催が決定している。ス
ケートの拠点としてのイ
メージが定着し、市内の
スケート競技レベルも
年々向上している。ま
た、本大会開催による経
済的効果を持続するため
継続していく。

学校観戦以外
の観客数を検
証するととも
に令和９年度
以降の継続開
催について検
討する必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

137 5-4-2
国際競技大会等負担
金

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

・交流人口が増加して地域活
性化が進む。・スポーツへの
関心が高まる。

オリンピック施設等を活用
した国際的、全国的な競技
大会の運営費等の一部を負
担する。・長野マラソン大
会・ｵﾘﾝﾋﾟｯｸﾃﾞｰﾗﾝ長野大
会・ｲﾝﾀｰﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ・全
日本ｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ距離別選手
権大会など

41,510 25,093

国際大
会・全
国大会
等の開
催数

回 10回以上 4

国際大
会・全
国大会
等開催
に伴う
経済波
及効果

円 - - Ｂ

新型コロナウィルス感染症拡
大防止のため国際大会等が中
止となり開催数が４回と目標
値を下回ったが、感染症対策
をとりながら、スケート等の
国際大会を開催することがで
きた。

現行の
まま継
続

長野市で国際的・全国的
な競技会等が継続的に開
催されることにより、施
設の有効活用が図られ、
市民のスポーツへの関心
が高まる。また、大きな
経済効果が期待でき、市
内外からの交流人口の拡
大推進により都市ブラン
ドの強化につながること
から、国際大会等大規模
競技会を積極的に誘致・
開催する必要がある。

行政負担の在
り方を検証す
る必要がある

- - - - - - - 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

138 5-4-2
ホームタウンながの
推進事業

文化ス
ポーツ
振興部

スポー
ツ課

ホームゲームの活性化により
観戦者が増加するとともに、
市民の郷土愛が育まれる。

・スポーツ交流事業・ホー
ムタウンの周知及び応援機
運の醸成（ホームゲーム活
性化事業）・転入者ホーム
ゲーム招待事業

15,938 2,375

ＡＣ長
野パル
セイロ
と連携
したス
ポーツ
交流事
業の実
施回数

回 47 28

南長野
運動公
園総合
球技場
入場者
数

人 251,500 48,923 Ｂ

新型コロナの影響で入場者数
が伸び悩み目標値を下回った
が、J２昇格がかかった12月
の試合では6千人を超える観
客を動員することができた。
また、コロナ禍の中、感染症
対策をとりながら、希望する
園や小学校とのスポーツ交流
事業を実施することができ
た。

現行の
まま継
続

高い認知度を有している
本市をホームタウンとす
る地域密着型プロスポー
ツチーム（４チーム）と
連携し、スポーツによる
活力あるまちづくりを進
め、交流人口の拡大や地
域の活性化、シビックプ
ライドの醸成につなげ
る。

事業効果を検
証し官民連携
による支援
（行政負担）
の在り方を見
直す必要があ
る

- - - - 4 - - 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

139 5-5-1 姉妹都市交流事業
商工観
光部

観光振
興課

両市の友好親善と相互理解が
深まり、市民主体での交流が
活発になること。また、国際
的な視野を持つ人材が育成さ
れること。

姉妹都市米国フロリダ州ク
リアウォーター市との交流
事業を実施する。・本市と
クリアウォーター市の中学
生・高校生・教師の相互訪
問（派遣）の実施高校生訪
問団の受入れ（H３年度
～）例年７月に本市訪問５
人前後中学生訪問団の受入
れ（H16年度～）例年６月
に本市訪問11人～16人

1,433 0

姉妹都
市から
の受入
れ、派
遣人数

人 36 0

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
より、中学生・高校生の受入
れ及び派遣を実施することは
できなかったが、写真展の実
施等による交流を行うことが
でき、成果・効果の指標につ
いては目標を達成できたた
め。

現行の
まま継
続

長年にわたる訪問団の相
互派遣や、市民レベルで
の交流を積み重ねたこと
により、両市は友好親善
を深めた。また、姉妹都
市交流は、次世代を担う
青少年の教育に大きく貢
献している。今後は、事
業における諸課題を解消
しながら、より多くの市
民が多くの分野で交流に
関わることができるよ
う、引き続き活発に交流
事業を実施する。

多くの市民が
多様な分野で
交流事業に携
わることがで
きることを検
討するととも
に、資金調達
方法を検討す
る必要がある

次世代を担う
青少年の国際
的な資質を高
めることに大
きく貢献して
いることか
ら、多くの青
年が国際交流
事業に携わる
ことのできる
内容で実施す
る必要があ
る。

- - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.33

140 5-5-1 友好都市交流事業
商工観
光部

観光振
興課

本市と友好都市の友好親善と
相互理解が深まり、市民主体
での交流が活発になること。
国際的な幅広い視野を持つ人
材が育成されること。

友好都市中華人民共和国河
北省石家庄市との交流事業
を実施する。・研修生の受
入れ６カ月間３人研修生の
派遣４カ月間２人（語学研
修生）・視察団の受入れ16
人以内

4,636 490

友好都
市から
の受入
れ、派
遣人数

人 35 0

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15 Ｂ

受入れ、派遣については、新
型コロナウイルスの影響で往
来が制限されていることか
ら、実現できなかった。しか
しながら、写真展等による国
際交流事業を行うなどし、ア
ンケートの結果は目標を達成
したから。

現行の
まま継
続

長年にわたる両市の相互
派遣や市民レベルでの交
流を積み重ねたことによ
り、友好親善を深めた。
更に、友好都市との交流
は、次代の日本を担う青
少年の国際人としての資
質を高めることに貢献し
ている。今後も引き続き
交流事業を活発に行って
いく必要がある。事業に
おける諸課題を解消しな
がら、多くの市民が多様
な分野で交流事業に関わ
ることができるよう事業
を推進していく。

多くの市民が
多様な分野で
交流事業に携
わることがで
きることを検
討するととも
に、資金調達
方法を検討す
る必要がある

両国の国際理
解教育や平和
推進の面で必
要性は高い事
業と言える。
より多くの市
民が関わるこ
とができるよ
う内容を見直
ししながら、
継続して実施
する。

- - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.33

141 5-5-1
姉妹都市友好都市派
遣受入事業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

両都市間の友好親善と次世代
を担う若い生徒たちが国際化
社会で活躍できるよう国際感
覚の醸成と国際理解の促進を
目的とする。

姉妹都市の米国フロリダ州
クリアウォーター市とは学
生および教師の相互派遣、
友好都市である中華人民共
和国河北省石家庄市とは中
学生派遣の交流事業を実施
する。・姉妹都市交換教師
派遣・姉妹都市交換中学生
派遣・姉妹都市交換教師受
入・友好都市中学生派遣

8,641 964
生徒派
遣者数

人 23 -
派遣成
果報告
数

件 70 - -

新型コロナウイルス感染症の
感染拡大により、派遣・受入
による交流を中止としたた
め、これまでの指標を活用し
て評価することはできない。

見直し
て継続

姉妹都市の派遣について
は、交流の再開に向けイ
ンバウンド・国際室と協
力して見直しの計画に
沿って準備を進める。ま
た、友好都市への派遣に
ついては、派遣人数を変
更する等制度の見直しを
進めていく。

実施方法の見
直しを検討す
るとともに新
たな資金調達
方法を検討す
る必要があ
る。

姉妹都市への
派遣について
は、事業の見
直しを行っ
た。今後、友
好都市への派
遣について
も、見直しを
行う。

- - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 3 3.67



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

142 5-5-1 国際交流事業補助金
商工観
光部

観光振
興課

市民の国際感覚や異文化理解
が促進されていること。

市民自らによる国際交流の
推進を図るため、「長野市
国際交流基金」を活用し、
市内の国際交流団体等が行
う国際交流事業に対し、補
助金を交付することによ
り、その活動を支援す
る。・補助率２分の1以
内・補助限度額50万円＊国
際交流基金活用事業

2,000 115

長野市
国際交
流推進
事業補
助金交
付件数

件 13 2

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15 Ｃ

令和２年度は新型コロナウイ
ルスの影響により、出入国の
制限をはじめ直接交流の機会
を設けることが難しい状況で
あったことから、補助金の交
付団体数は減少したものの、
成果指標としている市民アン
ケートの結果は目標水準に達
しているため。

現行の
まま継
続

国際交流基金からの繰入
れにより交付している補
助金である。多くの団体
がこの制度を利用し、国
際交流団体等が主体の国
際交流活動が活発に行わ
れてきている。今後も、
安定的に国際交流活動を
継続していく必要がある
ため。

本事業の更な
る周知を検討
する必要があ
る

市民の国際感
覚、国際理解
を促進するに
は、国際交流
団体等が、交
流事業を行う
ことが重要で
あるため、今
後も事業の周
知を図りなが
ら継続して実
施していく。

- - - 4 - - 4 - - - - - - - - - 4 3.33

143 5-5-1 外国青年招致事業
商工観
光部

観光振
興課

本市の更なる国際化を目指
す。

総務省、外務省等の協力の
もと、地域の国際化推進を
図るため、外国青年を雇用
し、国際交流事業等を実施
する。・ニュースレターの
発行・国際交流Facebook管
理運営・学校訪問・市民
サークル活動、公民館活動
などへの派遣（異文化理解
講座の開催）・通訳・翻訳
業務・外国籍市民からの相
談受付・SNSを活用した観
光等の情報発信ほか

4,951 4,340

国際交
流活動
派遣件
数

件 20 20

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

％ 15 15 Ａ

国際交流員の積極的な取り組
みにより、講座等への派遣実
績目標を達成することができ
たため。

現行の
まま継
続

国際交流員は、本市の国
際化の推進に非常に重要
な役割を担っており、国
際交流業務や翻訳・通訳
業務のほか、姉妹都市交
流、インバウンド等の施
策の遂行上必要である。

-

効果的に本市
の国際化・国
際理解を実現
するために本
事業は効果的
であるため、
派遣制度の周
知を進めなが
ら、継続して
実施してい
く。

- - - - - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00

144 5-5-2
国際交流コーナー管
理運営事業

商工観
光部

観光振
興課

市民に国際的な情報を提供す
るとともに、国際交流団体の
活動拠点と国際交流の場を提
供する。

外国籍等住民のための日本
語教室や各種情報提供の
場、また、市民の国際交流
や国際交流団体の活動拠点
となる国際交流コーナーを
運営する。・相談、案内業
務・異文化理解講座・外国
籍児童生徒学習支援講座・
日本伝統文化教室（茶道、
華道、能等）・国際交流イ
ベントの開催ほか

7,394 6,627

国際交
流コー
ナー年
間利用
者数

人 9,800 5,582

外国の
文化や
習慣を
理解し
ようと
努めて
いる

％ 33 31 Ｂ

令和２年度は新型コロナウイ
ルスの影響で利用者が減少し
たが、国際交流コーナーは外
国籍等住民の交流及び生活支
援の場として市民に定着して
いる。令和２年度には、外国
籍住民に対する情報発信を強
化するため、国際交流コー
ナーのホームページをリ
ニューアルして、日・英・中
の３言語に対応した。また、
自宅等でも日本語を学習でき
るよう、令和３年度からはオ
ンライン日本語教室を実施す
るため。

拡大

外国籍住民等にとっての
交流や学習の場として、
引き続き国際交流コー
ナーを運営していく必要
がある。また、各種相
談・案内等の生活支援の
窓口としての機能を強化
し、多文化共生施策の中
心として運営を継続して
いく。

適切な指標を
検討するとと
もに運営方法
も検討すべき

多文化共生施
策を取り巻く
環境が多様化
する中、ニー
ズを把握し、
内容の充実を
図りながら、
事業を継続し
ていく。

- - - 4 - 4 4 - - - - - - - - - 3 3.75

145 5-5-2 諸外国交流事業
商工観
光部

観光振
興課

外国籍住民が地域住民と理解
しあい、必要なサポートを受
けて、快適に生活できるこ
と。

姉妹・友好都市以外の国際
交流に係る事業、多文化共
生に係る事業を実施す
る。・「ワールドフェスタ
IN長野」の開催・長野びん
ずる国際連への参加・外国
語版生活情報誌（6カ国
語）の発行・「多言語イン
フォメーション」放送・国
際交流団体情報交換会の開
催・国際交流市民会議の開
催・ホストタウン交流ほか

3,320 626

外国語
版生活
情報誌
「Livin
ginNAGA
NO」発
行言語
数

種類 6 6

外国の
文化や
習慣を
理解し
ようと
努めて
いる

％ 31 31 Ａ

令和2年度は、新型コロナウ
イルスの影響で、ホストタウ
ン活動を始めとしたさまざま
な交流活動を行うことができ
なかったが、ワールドフェス
タについては、屋外の会場で
他イベントと共催すること
で、参加者が大幅に増加し
た。また、外国語版生活情報
誌「LivinginNAGANO」につい
ては、在住ベトナム国籍者の
増加に対応するため、従来の
５言語に加えてベトナム語版
を発行した。

現行の
まま継
続

言語や文化等の違いによ
り、外国籍等住民が生活
する上で、行政からの支
援を必要とする機会は依
然として多い。また、外
国籍等住民の増加に伴っ
て、必要となる支援内容
を把握する必要がある。
このような背景から、本
事業の必要性は高い。

ワールドフェ
スタの効果検
証を行う必要
があるととも
に事業の実施
方法も検討す
べき

多文化共生施
策を取り巻く
環境が多様化
する中、ニー
ズを把握し、
内容の充実・
見直しを図り
ながら、事業
を継続してい
く。

- - - 3 - 4 4 - - - - - 4 - - - 3 3.40



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

146 5-5-2
外国人児童生徒等教
育事業

教育委
員会事
務局

学校教
育課

文化や習慣などの異なる外国
籍児童生徒が暮らしやすい環
境を整える。

小・中学校に在籍する外国
籍等の児童生徒に日本語指
導や学校生活に係る支援を
実施する。・指導協力者・
巡回指導員の配置・日本語
指導センター校の設置ほか

6,238 5,589

日本語
巡回指
導員等
の派遣
時間数

時間 5,320 4,729

日本語
指導に
より支
援を要
しなく
なった
児童生
徒の割
合

％ 13 12 Ｂ
日本語指導により支援を要し
なくなった児童生徒の割合が
概ね目標どおりであったため

現行の
まま継
続

外国籍等児童生徒の個々
の習熟度に応じて文部科
学省が示す適正な指導時
数の確保に努めるほか、
言語の多様化・児童生徒
が分散して在籍している
ことへの対応及びさらな
る人材の確保に努めてい
く。また、入管法改正に
より外国籍児童生徒の増
加が予想される中で、就
学義務のない外国籍児童
生徒の学習機会を確保す
るため、関係機関と連携
し就学を勧めていく。

- - 4 - - 4 - 4 4 - - - - - - - - - 4 4.00

147 6-1-1 観光まつり補助金
商工観
光部

観光振
興課

観光客にとって魅力ある祭り
を実施することで、長野市へ
の誘客、観光地としての知名
度の向上、地域の活性化及び
滞在時間延長により本市経済
の活性化につなげる。

まつりの観光資源としての
宣伝及び魅力の向上、観光
客の誘致、伝統文化の継承
並びに観光客に対するおも
てなしの心の醸成、地域の
活性化を目的とし、該当す
るまつり・イベントの実施
に要する経費に対して補助
金を交付する。・長野灯明
まつり負担金・長野びんず
る補助金ほか

47,990 10,600

まつり
におけ
る集客
人数

千人 2,000 120

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

昨年度に引き続き、新型コロ
ナウイルス等の影響により、
まつりの中止・観光需要の落
ち込みが見られ、目標値には
達成しない見込みであるが、
実施したまつりにおいては、
コロナ禍に対応した「新たな
観光様式」を取り入れなが
ら、観光客の誘客・消費額を
上げる工夫が凝らされ、アフ
ターコロナにおける持続可能
なまつりの在り方や誘客促進
の方策を検討することができ
た。

見直し
て継続

事業は継続するが、規模
や集客力など、祭りごと
に大きな差があり、今後
の補助のあり方が課題で
あるため、補助金の趣旨
に合うよう改善を促す必
要がある祭りについて
は、事業運営等に対して
指導する。

ピンポイント
の支援が持続
可能な交流人
口確保につな
がっているか
検証が必要
（支援の在り
方の検討も必
要）

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50

148 6-1-1
大岡観光施設総務
（鬼無里大岡観光施
設運営の一部）

商工観
光部

観光振
興課

自然災害や倒木、不法投棄な
どによる環境汚染を防ぎ、自
然豊かな聖高原大岡保健休養
地（別荘地）を維持する。

今後も巡視活動を継続する
とともに、ごみ拾いや支障
木の伐採を行う。

683 544
別荘地
内巡視
回数

回 24 24
月2回の
巡視を
行う

回 24 24 Ｂ
別荘敷地内の巡視が計画的に
継続して実施され、環境や美
観が維持されている。

現行の
まま継
続

休養地（別荘地）の管理
者として、現在の環境保
全に努める。

別荘地の維持
の必要性を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 2 - - - - - 4 - - - 4 3.50

149 6-1-1
奥裾花観光施設管理
（鬼無里大岡観光施
設運営の一部）

商工観
光部

観光振
興課

訪れる来園者が自然への知識
を深め、健康増進やレクリ
エーションのために自然とふ
れあいを目的とする。

観光宣伝や観光振興団体と
連携した観光キャラバン等
により、観光情報の効果的
な発信・提供を図る。

20,547 11,801
開園日
数

日 100 61
入園者
数

人 10,000 2,089 Ｃ

奥裾花自然園について、コロ
ナの影響による営業自粛で開
園時期を延期したため、開園
日数および入園者数は減少と
なり、目標に到達しなかっ
た。

見直し
て継続

鬼無里地区の地域振興の
中核施設であることから
継続する必要がある。収
益を目的とした施設運営
から、再生可能エネル
ギーの活用も含めた新た
な自然園の活用方法、自
然学習の場等の取り組み
を中心とした施設運営に
見直す。

再生可能エネ
ルギー利用を
検討するとと
もに利用者負
担・運営方法
を検証する必
要がある

- - - - - - - 2 - 4 - - - 4 4 - 4 2 3.33



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

150 6-1-1 観光宣伝事業
商工観
光部

観光振
興課

旅行を目的とする人に本市を
訪れてみたいと思うような情
報を提供することで誘客を促
進し、観光客の増加、特にリ
ピーターを獲得し、交流人口
の増加を目指す。

観光宣伝や観光振興団体と
連携した観光キャラバン等
により、観光情報の効果的
な発信・提供を図る。・観
光宣伝事業・観光宣伝事業
負担金（総合観光宣伝キャ
ラバン実行委員会、長野市
の観光と物産展実行委員
会）

11,069 2,929

観光地
利用客
数（年
度）

千人 10,400 4,484

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
よる観光需要の落ち込みか
ら、R2年度は目標値には達し
ない見込みではあるものの、
ホームページの見直し、観光
動画の制作・発信など、オン
ラインやデジタルでのプロ
モーションの強化を進め、コ
ロナ禍に対応した観光宣伝の
在り方やウィズコロナ・アフ
ターコロナにおける誘客促進
の方策を検討することができ
た。

見直し
て継続

観光客数の増加を図るに
は、観光客にとって魅力
的な情報を発信する観光
宣伝活動が不可欠であ
る。そのため、現行の事
業内容や手法を見直しな
がら、引き続き実施して
いく。

広報宣伝事業
の効果を検証
し負担金事業
の内容との整
理が必要

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50

151 6-1-1
観光宣伝事業負担金
（観光宣伝事業の一
部）

商工観
光部

観光振
興課

旅行を目的とする人に本市を
訪れてみたいと思うような情
報を提供することで誘客を促
進し、観光客の増加、さらに
は交流人口の増加を図る。

本市の観光宣伝を担う各種
団体へ負担金等を交付す
る。

870 0
観光入
込客数

千人 10,400 4,484

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
よる観光需要の落ち込みか
ら、R2年度は目標値には達し
ない見込みではあるものの、
実行委員会において、各イベ
ントへの協力や各種媒体での
情報発信、また、ウィズコロ
ナ・アフターコロナにおける
誘客促進の方策を検討するこ
とができた。

見直し
て継続

観光客誘客に一定程度の
効果があると思われるた
め、総合観光宣伝キャラ
バン実行委員会及び長野
市の観光と物産展実行委
員会への負担金を継続し
て支出していく。

広報宣伝事業
の効果を検証
し一般財源事
業の内容との
整理が必要

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50

152 6-1-1 広域観光推進事業
商工観
光部

観光振
興課

広域連携によって魅力的な情
報を発信することで誘客を促
し、本市の観光入込客数の増
加を目指す。

周辺地域の魅力ある観光資
源等と連携した観光情報発
信を行うことで、多様化す
る観光客の趣向と、観光形
態に対応した観光客誘客を
図る。また、北陸新幹線を
活用し、首都圏からの誘客
強化と、北陸・関西方面に
おけるさらなる観光市場の
開拓を図る。・新幹線沿線
都市との連携による誘客事
業ほか

563 62

観光地
利用客
数（年
度）

千人 10,400 4,484

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
よる観光需要の落ち込みか
ら、R2年度は目標値には達し
ない見込みではあるものの、
各協議会において、コロナ禍
に対応した「新たな観光様
式」を取り入れながら、ウィ
ズコロナ・アフターコロナに
おける持続可能な広域観光の
在り方や誘客促進の方策を検
討することができた。

現行の
まま継
続

観光客の多様なニーズに
柔軟に対応するために
は、関係市町村が連携し
ながら観光情報を発信
し、誘客に取り組むこと
が必要である。

広域観光に関
する誘客活動
の効果を検証
し予算のかけ
方の整理が必
要

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50

153 6-1-1
広域観光推進協議会
負担金（広域観光推
進事業の一部）

商工観
光部

観光振
興課

近隣市町村等が連携し観光客
に対して魅力ある情報を発信
することで、誘客を促し、本
市の観光入込客数の増加や経
済の活性化を図る。

周辺地域の魅力ある観光資
源等と連携した観光情報発
信を行うことで、多様化す
る観光客の趣向と、観光形
態に対応した観光客誘客を
図る。

2,809 2,509

観光地
利用客
数（年
度）

千人 10,400 4,484

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
よる観光需要の落ち込みか
ら、R2年度は目標値には達し
ない見込みではあるものの、
各協議会において、コロナ禍
に対応した「新たな観光様
式」を取り入れながら、ウィ
ズコロナ・アフターコロナに
おける持続可能な広域観光の
在り方や誘客促進の方策を検
討することができた。

現行の
まま継
続

観光客の多様なニーズに
柔軟に対応するために
は、関係市町村が連携し
ながら観光情報を発信
し、誘客に取り組むこと
が必要である。

広域観光に関
する誘客活動
の効果を検証
し予算のかけ
方の整理が必
要

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

154 6-1-1
新幹線延伸対策（広
域観光推進事業の一
部）

商工観
光部

観光振
興課

北陸新幹線を利用する観光客
に、当市を滞在地として選択
していただき、地域経済の活
性化を図る。

周辺地域の魅力ある観光資
源等と連携した観光情報発
信を行うことで、多様化す
る観光客の趣向と、観光形
態に対応した観光客誘客を
図る。

2,772 581

観光地
利用客
数（年
度）

千人 10,400 4,484

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
よる観光需要の落ち込みか
ら、R2年度は目標値には達し
ない見込みではあるものの、
各連携事業において、コロナ
禍に対応した「新たな観光様
式」を取り入れながら、ウィ
ズコロナ・アフターコロナに
おける持続可能な広域観光の
在り方や誘客促進の方策を検
討することができた。

見直し
て継続

従来の関東方面に加え、
北陸、関西方面からの誘
客を図るためには、北陸
新幹線沿線での観光プロ
モーションや、沿線自治
体等との連携が不可欠で
あることから、引き続
き、誘客事業を実施して
いく。

広域観光に関
する誘客活動
の効果を検証
し予算のかけ
方の整理が必
要

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50

155 6-1-2
インバウンド推進事
業

商工観
光部

観光振
興課

外国人観光客の利便性を高
め、満足度の高いまちとする
ことにより、来訪者が増加
し、それに伴う地域経済の活
性化が図られること。

インバウンドの誘客を促進
するため、ＮＡＧＡＮＯデ
ザインウィーク～善光寺表
参道イルミネーション～
を、善光寺及び表参道エリ
アで開催する。また、広域
連携によるサイクルツーリ
ズム等の事業を実施するほ
か、インバウンド受入対策
研修会の実施等により、引
き続き受入環境の整備を推
進する。

84,921 71,115

NAGANOD
ESIGNWE
EK等で
開発し
た製品
及びコ
ンテン
ツの商
品数

件 3 9
外国人
宿泊客
数

人 77,000 算定中（評価結果公表時点） Ａ

活動指標、成果・効果指標に
ついて、目標を上回っている
ため。特に、外国人宿泊者数
の実績において、増加傾向が
継続しており、アジア圏で
は、台湾、中国、タイ、香港
等が、欧州では、ドイツ、イ
ギリスが牽引し、外国人旅行
者は増加しているため。

見直し
て継続

外国人旅行客の興味をひ
く魅力的な企画の実施や
効果的なプロモーショ
ン、受入れ環境整備によ
り来訪を促していく。そ
の来訪者に対し、アン
ケート調査等を実施して
長野市固有の課題の抽出
を図ることなどにより、
PDCAサイクルを確立し、
課題抽出と改善を積み重
ねる体制とする必要があ
るため。

事業効果を検
証するととも
に受入体制の
整備等柔軟な
対応を行って
いく必要があ
る

交流人口を創
出し、インバ
ウンドの消費
による地域の
活性化を図る
とともに、新
型コロナウイ
ルスの影響で
激しく落ち込
んだ市内の経
済を喚起する
ために、当事
業の必要性は
高い。

- - - - - - 4 - - - - - 4 4 - 4 3 3.60

156 6-1-3
観光・コンベンショ
ン事業助成金

商工観
光部

観光振
興課

(公財)ながの観光コンベン
ションビューロー及び各観光
協会が実施する専門的なコン
ベンションや観光振興、誘客
促進事業に対し支援すること
で、本市観光の振興及び年間
を通じた誘客の促進を図る。

(公財)ながの観光コンベン
ションビューロー及び地域
の観光協会が行うコンベン
ション誘致・支援活動及び
観光振興活動に対し助成す
る。・コンベンション事業
補助金・観光振興事業補助
金・地域観光協会補助金ほ
か

168,191 102,561
観光入
込客数

千人 10,400 4,484

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

804 344 Ｂ

新型コロナウイルスの影響に
よる観光需要の落ち込みか
ら、R2年度は目標値には達し
ない見込みではあるものの、
ホームページの見直しや観光
動画の制作・発信などのデジ
タルプロモーションの強化、
コロナ禍に対応した誘客イベ
ントの開催、この他様々な観
光需要・消費喚起のための施
策を実施し、ウィズコロナ・
アフターコロナにおける誘客
促進の方策を検討・実施し
た。

現行の
まま継
続

（公財）ながの観光コン
ベンションビューローと
各観光協会が行う観光振
興事業及びコンベンショ
ン事業が一層促進される
ように補助金による支援
を継続する。

観光誘客活動
全体の効果を
検証する必要
がある

- - - - - - - 3 - - - - - 4 - - 4 3 3.50

157 6-2-1 親元就農者支援事業 農林部
農業政
策課

認定農業者の子弟が、親の元
気な時期から親とともに経営
を担い、徐々に経営を継承す
る流れを確立する。

地域の農業における次世代
の中心的な役割を担う農業
者の育成を支援するため、
転入又は退職等をして親元
に就農した者に対して助成
金を交付する。・親元就農
者支援事業助成金対象者認
定農業者の子（孫）（退職
等の年齢が45歳未満）交付
額年額120万円交付期間３
年間

21,600 21,600

親元就
農者支
援事業
新規交
付者数

人 3 2
新規就
農者数

人 30 54 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
66％成果指標＝180％

現行の
まま継
続

親元就農者支援事業は、
認定農業者の子弟の退
職・転入のリスク軽減に
効果が見込まれ、新たな
農業の担い手の確保につ
ながるため。

事業の周知を
一層図るとと
もに事業効果
を検証する必
要がある

周知は認定農
業者に市から
直接、また、
農業委員会を
通じて間接的
に行ってい
る。交付対象
者＝後継者確
保数であり、
事業効果は高
い。

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

158 6-2-1
農業次世代人材投資
事業

農林部
農業政
策課

若者の就農意欲を喚起し、新
規学卒者や農業への転職を希
望する者を実際の就農に結び
つける。

農業の担い手を確保・育成
するため、新規就農者に対
し、経営確立を支援する資
金を交付する。・農業次世
代人材投資資金(国）対象
者50歳未満で独立・自営就
農する認定新規就農者交付
額1～3年目150万円4～5年
目120万円交付期間経営開
始型５年間

49,650 37,423

新規就
農希望
者の相
談対応
数

人 70 76
新規就
農者の
数

人 30 54 Ａ
目標達成率：活動目標＝
108％成果指標＝180％

現行の
まま継
続

相談支援活動、国、県の
支援事業の活用は、新規
就農者の確保に効果が見
込まれるため今後も継続
していく。

事業効果を継
続的に検証す
る必要がある

国要綱等に基
づいた事業を
実施してお
り、助成期間
が終了した後
も就農状況の
報告を求めて
いる。

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 4 4.00

159 6-2-1
農業研修センター管
理運営事業

農林部
農業政
策課

定年帰農者、農業に関心のあ
る市民、農業への参入を希望
する企業など、新たな農業の
担い手を育成する。

農業研修センターにおい
て、農業の担い手として、
多様な人材（定年帰農者、
農業に関心のある市民・企
業等）を育成・支援す
る。・各研修課程の運営、
講座の開設野菜づくり初級
コース野菜づくり中級コー
ス新たな担い手育成コース
企業育成コース市民向け及
び農業者向け特別講座

10,000 10,000

研修セ
ンター
受講者
数（企
業含
む）

人 65 61
受講生
の満足
度

％ 70 100 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
94％成果・効果指標＝142％

現行の
まま継
続

受講生との情報交換やア
ンケート調査の結果か
ら、状況に応じて講習内
容を適宜見直すととも
に、農業公社、県長野農
業農村支援センターやＪ
Ａ等と連携を図りなが
ら、受講生を支援する。

満足度ではな
い適切な評価
指標を設定し
事業効果を検
証するととも
に関係団体と
の連携を一層
図っていく必
要がある

- - 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 3 3.83

160 6-2-1 農業機械化補助金 農林部
農業政
策課

農業機械の導入により農作業
の省力化、生産性の向上、環
境負荷の軽減及び農地の遊休
荒廃化の防止を図る。

農業機械の導入に対して補
助金を交付することによ
り、農作業の受委託の推
進、地域リーダーの育成、
農地の遊休荒廃化の防止を
図る。・強い農業・担い手
づくり総合支援交付金
（国）補助率融資主体補助
型1/3以内条件不利地域補
助型1/2以内・個人及び共
同利用農業機械化補助金主
な補助率個人：認定農業者
5/10以内中山間地域3/10以
内共同：3/10以内

50,148 28,639
補助件
数

件 76 79
認定農
業者数

件 362 340 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
104％成果指標＝94％

現行の
まま継
続

農業機械のリース及びレ
ンタルの経費への補助に
ついて研究する。

担い手不足の
中で、共同利
用に限るなど
個人に対する
補助の在り方
を見直す必要
がある

- - 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 4 4.00

161 6-2-1 農地流動化助成金 農林部
農業政
策課

農業振興地域内の農用地の利
用権設定を促進し、農業経営
の改善及び農業生産力の増進
を図る。

認定農業者などの農業の担
い手への農地の集積を促進
するため、農地の出し手及
び受け手に対して助成金等
を交付する・農地流動化助
成金新たに３年以上の利用
権を設定した農地の受け手
に対する助成金・機構集積
協力金（国）農地中間管理
機構に一定の要件を満たし
て貸し付けした農地の出し
手に対する協力金

6,771 4,499

農地の
利用権
設定件
数

件 1,400 1,635

農地の
利用権
設定面
積

ha 856 753 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
117％成果指標＝88％

現行の
まま継
続

賃借料の負担を軽減する
ことは、農用地の利用権
設定を促進し、担い手へ
の集積を図ることに寄与
している。

事業の一層の
周知や担い手
の確保を行っ
ていく必要が
ある

- - 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

162 6-2-1 農業協同組合補助金 農林部
農業政
策課

農協による営農指導を通じ、
農業従事者の営農技術等の向
上を図る。

営農指導員が実施する営農
活動事業を行う農業協同組
合に対して補助を行い、農
業生産力の増進と農業者の
経済的、社会的地位の向上
を図る。

16,000 16,000
農協の
営農指
導員数

人 47 40

農業協
同組合
の販売
品販売
高

億
円

110 109 Ｂ

評価（R2年度の実績集計中に
つき、R元年度で評価）目標
の達成率：活動指標＝80％成
果指標＝84％

現行の
まま継
続

市では農業に関する専門
的な技術指導者がないた
め、農協の営農指導員が
実務面を担っている。

営農指導の効
果を検証する
必要がある

農業者の高齢
化・離農が進
み、経営耕地
が減少する中
で販売高をほ
ぼ維持してい
ることについ
ては地道な営
農指導が寄与
している

- 4 - - - - 3 - - - - - 4 4 4 - 4 3.83

163 6-2-1
多面的機能支払交付
金

農林部
農業政
策課

農地・農業用水等の資源を適
切に保全管理する。

農地の多面的機能を支える
共同活動（農道の草刈・水
路の泥上げなど）を支援す
るため、交付金を交付す
る。（対象面積839ha）・
対象者活動組織・主な交付
単価農地維持支払田10ａあ
たり3,000円畑10ａあたり
2,000円

39,121 36,463
活動組
織数

組織 27 25
取組面
積

ha 800 817 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
93％成果指標＝102％

現行の
まま継
続

交付金を活用している地
区では、農地維持活動を
しているため荒廃農地は
発生していない。活用し
ていない地区では農地の
荒廃化が進みやすいた
め、新規取組をPRする。

- - - 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 4 4.00

164 6-2-1 農業公社事業 農林部
農業政
策課

多様な担い手を育成し、農地
の流動化の促進による農業経
営規模の拡大等を通じて優良
農地の確保並びに遊休農地の
解消を推進し、農業・農村の
振興を図る。

長野市農業公社への支援を
通じて、一元的で効率的な
農業支援体制の推進を図
る。長野市農業公社の事業
等に対する補助金・耕作放
棄地対策事業・新規就農者
支援事業・中山間地域の活
性化事業ほか

85,221 85,221

農地の
利用権
設定件
数

件 1,400 1,635

農地の
利用権
設定面
積

ha 856 753 Ａ
目標の達成率：活動指標＝
117％成果指標＝88％

現行の
まま継
続

認定農業者や法人の設立
など、多様な担い手の育
成を進め、また、担い手
への農地集積を進めるこ
とで、遊休農地の解消と
経営基盤の安定化を図る
等、農業公社の持つ機能
を活かした取組を進めら
れるよう、支援してい
く。

農業施策の中
での農業公社
の成果を検証
する必要があ
る

農業公社は農
作業支援、農
地対策、マー
ケティング開
発などを行政
が行う以上に
商工団体とも
連携しながら
効果的効率的
に実施してい
る

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 - 4 4.00

165 6-2-2 果樹振興補助金 農林部
農業政
策課

果樹栽培の生産性と収益性を
向上させ、生産振興を図る。

果樹栽培における新品種へ
の転換や作業の効率化、多
収化につながる新しい栽培
技術等の導入に対して補助
金を交付する。・主な補助
率振興果樹等苗木導入事業
3/10以内ぶどう新品種推進
事業1/2以内りんご新わい
化栽培推進事業1/2以内

9,700 9,700
奨励果
樹苗木
等本数

本 12,000 17,113

奨励果
樹苗木
等導入
面積

ha 30 46 Ａ

目標の達成率：活動指標＝
109％成果指標＝113％(R2年
度集計中によりR1年度で確
認）

現行の
まま継
続

生産農家の生産性と収益
性の向上を図るために引
き続き支援する。

- - - 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 - 4 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

166 6-2-2
地域奨励作物支援事
業

農林部
農業政
策課

農地の遊休荒廃化を防止する
とともに、奨励作物（小麦・
大豆・そば・枝豆）の地産地
消を推進する。

農地の遊休荒廃化の防止及
び地産地消の推進を図るた
め、小麦・大豆・そば・枝
豆の栽培を奨励し、出荷量
に応じ奨励金を交付す
る。・奨励金中山間地域平
地小麦50円/㎏25円/㎏大豆
220円/㎏110円/㎏そば150
円/㎏75円/㎏枝豆100円/㎏
50円/㎏

40,920 49,417

作付面
積（小
麦・大
豆・そ
ば・枝
豆）

ha 400 478

出荷量
（小
麦・大
豆・そ
ば・枝
豆）

t 590 638 Ａ
目標の達成率：活動指標＝
120％成果指標＝108％

見直し
て継続

現要綱で令和５年度末を
終期に設定しているが、
継続が必要と考えている
ため。

事業目的（農
地の遊休荒廃
化防止）を評
価する指標等
を検討すべき

奨励作物が栽
培された面積
が遊休荒廃化
が防止された
面積となる
が、地産地消
の検証も今後
検討する

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 4 4 4.00

167 6-2-2
中山間地域農業対策
事業補助金

農林部
農業政
策課

中山間地域の農業者の団体が
実施する主体的な活動を支援
して、中山間地域の農業の活
性化を図る。

中山間地域に存する遊休農
地を復元し、地域農業の活
性化を推進するため、地区
遊休農地活性化委員会等が
行う活動に対して補助金を
交付する。・主な事業と補
助率地区委員会運営事業上
限５万円優良農地復元事業
5/10以内ワイン用ぶどう産
地形成事業5/10以内（上限
150万円）えごま栽培普及
促進事業上限10万円

3,240 2,835
農地復
元取組
団体数

団体 5 3
実施面
積

a 100 43 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
60％成果指標＝43％

見直し
て継続

山村畑作地域活性化事業
と対象地域が同一であり
事業内容に類似部分があ
るため。

事業効果を検
証する必要が
ある

毎年農地を復
元しており、
着実に優良農
地が増加して
いる。

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 4 4 4.00

168 6-2-2
中山間地域等直接支
払交付金

農林部
農業政
策課

生産条件が不利な中山間地域
等において、農業生産活動
（農用地における耕作、適切
な農用地の維持・管理及び水
路、農道等の維持・管理）の
自律的かつ持続的な実施を図
る。

平地との生産条件の格差が
ある傾斜農地を対象として
集落協定を結んだ農業者等
に対して交付金を交付す
る。（対象面積394ha）・
対象者集落協定を結んだ中
山間地の農業者等・主な交
付単価田（急）20分の１以
上10aあたり21,000円畑
（急）15度以上10aあたり
11,500円

74,175 65,310
集落協
定数

地区 92 92
協定面
積

㏊ 400 396 Ｂ
目標の達成率：活動指標＝
100％成果指標＝99％

現行の
まま継
続

集落協定を締結していな
い集落には制度へ取り組
むようPRする。

第五期対策と
整合を図った
目標値となっ
ているか

Ｒ２年度から
開始した第５
期対策の協定
数及び協定面
積としてい
る。

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 4 4 4.00

169 6-2-2
山村畑作地域活性化
事業補助金

農林部
農業政
策課

農作物の高品質化及び多収量
化を図る。

生産性の低い山村畑作地域
の活性化を図るため、農業
者の団体等が実施する優良
種苗等導入事業に対して補
助金を交付する。・補助率
3/10以内

3,873 3,857
取組農
家数

戸 500 509
優良種
苗作付
面積

ha 28 34 Ａ
目標の達成率：活動指標＝
102％成果指標＝121％

統合

中山間地域農業対策事業
と対象地域が同一であり
事業内容が類似している
ため。

事業成果を検
証するととも
に他の助成制
度との統合も
検討すべき

優良種苗の栽
培面積は増加
しており、事
業効果は上
がっていると
考えるが、他
制度との統合
については検
討していく。

- 4 - - - - 3 - - - - - 4 4 4 4 3 3.71



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

170 6-2-2
野生鳥獣被害防除対
策事業補助金

農林部
いのし
か対策
課

鳥獣被害対策実施隊を中心
に、継続して加害獣の駆除・
個体数調整等の対策を総合的
にすすめることで、野生鳥獣
による農作物被害軽減が期待
される。

電気柵等防護施設を導入す
るために要する資材費の補
助・イノシシ、ニホンジ
カ、ニホンザル、カラス、
ハクビシンの駆除及び個体
数調整に要する経費の補
助・捕獲おり及びわなの導
入に要する経費の補助・追
い払い業務の従事者に支払
う経費の補助・狩猟免許の
取得に要する経費の補助・
地区協議会等が実施する野
生鳥獣被害防除対策活動に
要する経費の補助

81,774 75,822

イノシ
シ・ニ
ホンジ
カ・ニ
ホンザ
ルの捕
獲頭数

頭 1,600 2,020

イノシ
シ・ニ
ホンジ
カ・ニ
ホンザ
ル・カ
ラス・
ハクビ
シンに
よる農
業被害
金額

千
円

55,800 48,043 Ｂ

「防御対策」「駆除・個体数
調整対策」「環境整備対策」
のを３つの施策を総合的にバ
ランスよく行う実施したこと
により農作物被害額は減少傾
向にある。また、有害鳥獣対
策実施隊による有害鳥獣の捕
獲強化により目標捕獲頭数を
大幅に達成できた。

現行の
まま継
続

ニホンジカによる農作物
被害が高止まりとなって
いるため、集中捕獲等に
より駆除・個体数調整を
進めるとともに、地区の
有害鳥獣対策協議会（委
員会）による電気柵等の
防護施設の設置を含め、
総合的にバランスよく被
害防除対策を実施するた
めの支援を継続してい
く。また、ハンターの埋
設負担軽減と地域の活性
化を図るため、イノシ
シ・ニホンジカのジビエ
活用を推進する。

- - - 4 - - - - 4 - - - - - 4 4 4 4 4 4.00

171 6-2-2
ジビエ処理加工施設
運営事業

農林部
いのし
か対策
課

捕獲されたイノシシやニホン
ジカの多くは埋設処理である
が、新たな地域資源ジビエと
して有効活用することで、埋
設作業の労力軽減と地域活性
化を図る。
なお、現在はＣＳＦ感染の影
響によりイノシシは、ジビエ
として活用されていない。

市内へのジビエ普及促進を
図り、猟友会や地元の食品
加工事業者等と捕獲から搬
送、ジビエ販売までの循環
体制を確立する。

33,910 26,190

イノシ
シ・ニ
ホンジ
カの捕
獲数

頭 1,400 1,881

加工セ
ンター
に搬入
された
イノシ
シ・ニ
ホンジ
カ（令
和２年
度は、
ニホン
ジカの
み）

頭 1,100 573 Ｂ

ジビエ加工センターは、ＣＳ
Ｆ感染によるイノシシの受入
休止により、ニホンジカのみ
の対応となり、捕獲目標数の
６割を施設に持ち込むことは
できなかったが、稼働２年目
を迎え加工処理職員の技量の
向上及び販路拡大（商品売買
契約者数　Ｒ１：４社⇒Ｒ
２：９社）により、当初予算
で見込んでいた、ニホンジカ
の加工処理頭数と販売額は大
幅に上回ることができた（加
工処理頭数　当初見込み：
430頭⇒実績：573頭、販売額
当初見込み：6,720千円⇒実
績：11,000千円）。

見直し
て継続

猟友会等とジビエ収集体
制等の見直しについて検
討を深め、ジビエ供給量
を確保する取組を開始す
る。また、教育委員会と
連携して市内全域での学
校給食への提供などによ
り、安定したジビエの販
売につなげていく。

事業効果を検
証する必要が
ある

当施設は、全
国的にも他に
例が少ない施
設であり、事
業開始して２
年経過してい
るが、業務等
改善を図りな
がら運営して
いる状況にあ
る。そうした
ことから、ま
だ事業効果を
検証する段階
にはないと考
える。

- 4 - - - - 3 - - - - - 4 4 4 4 3 3.71

172 6-2-2 ジビエ振興事業 農林部
いのし
か対策
課

農業被害の軽減の及び中山間
地域の活性化につなげる。

・スペシャルジビエプロ
ジェクト「ながのジビエ普
及促進事業」の実施・販路
確保等アドバイザリー契
約・ジビエの加工技術向上
に向け研修等を実施施設職
員育成研修等

5,811 4,891
イベン
ト等で
のＰＲ

回 5 2

加工セ
ンター
で加工
処理さ
れたイ
ノシ
シ・ニ
ホンジ
カ

頭 800 573 Ｂ

ジビエ加工センターは、ＣＳ
Ｆ感染によるイノシシの受入
休止により、ニホンジカのみ
の対応となったが、稼働２年
目を迎え加工処理職員の技量
の向上及び販路拡大（商品売
買契約者数Ｒ１：４社⇒Ｒ
２：９社）により、当初予算
で見込んでいた、ニホンジカ
の加工処理頭数と販売額は大
幅に上回ることができた（加
工処理頭数当初見込み：430
頭⇒実績：573頭、販売額当
初見込み：6,720千円⇒実
績：11,000千円）。

見直し
て継続

戦略マネージャーとの取
組でもあるスペシャルジ
ビエプロジェクト「なが
の普及促進事業」の実施
及び学校給食へのジビエ
提供により、市内へのジ
ビエ普及促進を図る。

事業効果を検
証する必要が
ある

当施設は、全
国的にも他に
例が少ない施
設であり、事
業開始して２
年経過してい
るが、業務等
改善を図りな
がら運営して
いる状況にあ
る。そうした
ことから、ま
だ事業効果を
検証する段階
にはないと考
える。

- 4 - - - - 3 - - - - - 4 4 4 4 3 3.71

173 6-2-2
有機ＪＡＳ認証取得
等支援事業

農林部
農業政
策課

多様な消費者ニーズに対応す
るとともに農業による環境へ
の負荷を軽減し、付加価値の
高い有機農産物の生産・供給
を図る。

多様な消費者ニーズに対応
するとともに、農業による
環境への負荷を軽減し、付
加価値の高い有機農産物の
生産・供給を拡大するた
め、有機ＪＡＳ認証取得に
向けた取組を支援する。・
補助率新規取得の審査費用
の1/2以内(上限５万円)新
規取得に続く継続申請２ヶ
年までの審査費用の1/3以
内(上限３万円)

100 33

有機JAS
認証新
規取得
に対す
る補助
件数

件 2 1

有機JAS
認証継
続取得
に対す
る補助
件数

件 0 0 Ｃ

目標の達成率：活動指標＝
50％成果指標＝0％成果指標
を新規取得後の継続取得者の
件数としたため事業開始年度
の成果指標は0％とした

現行の
まま継
続

農業による環境への負荷
を軽減すること及び付加
価値の高い有機農産物の
生産・供給を拡大するた
め継続する必要がある。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - 3 - - - - 3 - - - - - 4 4 - 4 4 3.67



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

174 6-2-2 地産地消推進事業 農林部
農業政
策課

市内で生産された農畜産物の
消費拡大により地域内流通を
高めるとともに、市民の健康
を守る安全・安心な農畜産物
を安定供給する。

地元農産物や加工食品の
Web商談会開催に向けての
活用講座を開催のほか、学
校給食栄養士と生産者との
意見交換などの事業を実施
する、市地産地消推進協議
会に補助金を交付する。

1,540 1,340
地産地
消協力
店数

店(累計） 155 148

５千万
円以上
売上げ
のある
直売所
売上額

億
円

22 23 Ｂ

目標の達成率：活動指標＝
95.5％成果・効果指標＝
102.3％（Ｒ２年度）成果・
効果指標についは、目標より
売上額が増加した。

現行の
まま継
続

第五次総合計画策定時の
アンケートなどから、依
然として市民の関心が高
いことや、農業者の所得
向上にもつながる取り組
みであるため。

事業効果を検
証する必要が
ある（事業が
なくなれば著
しく取引額に
影響が生じる
か）

取引額のみが
事業の成果で
はなく、安全
安心な農産物
を求める消費
者のニーズに
応えていくこ
とが一番の成
果と考えてい
る。

- 4 - - - - 3 - - - - - 4 4 - 4 4 3.83

175 6-2-2
都市農村交流推進事
業補助金

農林部
農業政
策課

中山間地域の農家等団体が、
地域の資源を有効に活用した
取り組みを主体的に開催する
ことを通じて地域の活性化を
図る。

都市部の住民と中山間地域
の住民との交流を促進し、
地域の活性化を図るため、
中山間地域の農家等団体が
行う活動に対して補助金を
交付する。・小中学生農家
民泊事業補助率事業費割
5/10以内(上限５万円)回数
割１回３万円(上限15万
円)・農業体験交流事業補
助率事業費割5/10以内(上
限10万円)※対象者はいず
れも中山間地域の農家団体
等

2,032 721
農家民
泊受入
地区数

地区 8 8
農家民
泊参加
者数

人 3,200 0 Ｄ

目標の達成率：活動指標＝
100％成果・効果指標＝0％新
型コロナウイルス感染症の影
響で、小中学校教育旅行の受
入れがなく農家民泊参加者数
はゼロとなった。受け入れ再
開を目指し、各受入組織が誘
致活動を行った。

現行の
まま継
続

農業振興アクションプラ
ン(H29～R3)において、
「今後も無理のない範囲
で継続していけるよう支
援する。」ことを取組方
針としている。

どこまで支援
していくべき
か、教育の補
助制度とする
ことができな
いかを検討す
る必要がある

各地区の組織
が連携・協力
して事業を実
施し、中山間
地域の農業・
農村の活性化
に役立ってい
る。

- 4 - - - - 4 - - - - - 4 3 3 4 3 3.57

176 6-2-3
森林づくり・活用事
業

農林部
森林農
地整備
課

国・県等の補助事業の対象と
なりにくい森林が十分に整備
されている。また、大小さま
ざまな事業体が林業に係る。

公共施設への木製品設置、
森林整備や木材活用を促進
する補助金の交付。・森林
整備補助金＜補助率＞植栽
（地拵え含む）下刈り作業
道開設＜標準経費の8/10以
内＞危険木処理松くい虫薬
剤散布搬出・・・＜標準経
費の5/10以内＞保育間伐・
＜標準経費の10/10以内＞

11,728 5,877
間伐面
積

ha 19 2
間伐面
積

ha 19 2 Ｃ

林業事業体に事業が浸透した
ため、間伐面積が目標を上
回った。令和２年度より森林
環境譲与税を活用した新たな
事業として事業内容等見直し
を行ったこと、また、コロナ
禍に伴い、木材の利用が減少
し、大手製材工場の受け入れ
制限が６月～１２月頃まで行
われたことにより、事業体に
よる伐採事業が減少した事に
より間伐面積が目標を下回っ
た。

拡大

令和３年度に全市的な意
向調査を実施予定であ
り、その結果を取り纏
め、今後の森林整備を進
める。内容を拡充して新
たな森林管理システムに
対応する事業を新規に立
ち上げるため、当事業は
終了する。

事業効果を検
証しながら支
援の在り方を
検討すべき

- - - - - - - 4 - 4 - - 4 4 4 4 - 2 3.71

177 6-2-3 市営林保育事業 農林部
森林農
地整備
課

市有財産の適切な管理と森林
の公益的機能の向上を図る。

市営林の健全な育成を行う
ため、市営林経営計画に基
づき、造林保育事業を実施
する。・間伐、除伐、下刈
等・森林作業道維持修繕工
事

24,997 10,540
保育実
施面積

ha 30 17
搬出材
積

m3 1,500 1,171 Ｂ

東日本台風災害による台風被
害木処理のために事業費を使
用したので、保育面積減と
なったが、また、コロナウィ
ルス感染症の影響により、４
月～10月にかけて、大手製材
工場の受け入れ制限等もあ
り、搬出材積が減少したが、
概ね目標通りである。

現行の
まま継
続

森林資源の保全と公益的
機能の発揮を図るために
は、市営林の保育事業は
継続して実施する必要が
ある。

- - - - - - - - 4 - 4 - - 4 4 4 4 - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

178 6-2-3
松くい虫被害防除事
業

農林部
森林農
地整備
課

守るべき松林の急激な枯死に
よる公益的機能の低下および
景観の悪化防止

松くい虫被害の拡大防止の
ため、松くい虫被害木の伐
倒駆除を行う。・伐倒駆除
材積630㎥

20,160 19,147

松くい
虫被害
木処理
量

m3 630 576

守るべ
き松林
での駆
除残量

m3 200 900 Ｃ

松くい虫の被害は気象条件等
によって被害量に影響がで
る。近年、夏場の高温状態が
続いており、Ｒ２年度の被害
も増加しいる。補助金を活用
して駆除を実施しているが、
Ｒ２年度も駆除残が多い状況
となっている。一方で、中信
地域のような面的に壊滅的な
被害が出ている状況ではな
く、駆除による抑制効果が出
ているものと考えられる。

現行の
まま継
続

被害の終息は見込めない
ものの、急激な松林の劣
化を防ぎ、徐々に広葉樹
林への転換を図るため、
事業の継続が必要であ
る。

被害拡大防止
の手立てを検
討すべき

- - - - - - - 4 - - - - 4 4 4 4 - 4 4.00

179 6-2-3 森林保護事業 農林部
いのし
か対策
課

里山に隣接する農地への野生
鳥獣の出没を減少させること
により、農業被害の軽減につ
なげる。

森林と農地又は集落との間
に、地域の実情に応じて緩
衝帯の整備を行い、クマ等
の危険獣やニホンジカ等野
生鳥獣の出没を抑制する。

12,764 10,918
緩衝帯
整備

ｈa 7 2

野生鳥
獣によ
る農業
被害金
額

千
円

60,000 76,916 Ｂ

実施地区の同意を得て施行し
なければならないことや、令
和元年度東日本台風災害の影
響等により一部施工予定箇所
が整備できず、当初整備目標
面積を若干下回る結果となっ
たが、計画箇所を概ね整備で
きた。

現行の
まま継
続

緩衝帯整備事業は、野生
鳥獣の出没しにくい環境
づくり対策として効果が
高いため、今後も推進し
ていく。また、森林整備
の意味合いもあり、健全
な森林育成に寄与してい
く。

補助率や補助
対象の見直し
を行う必要が
ある

緩衝帯整備に
係る補助内容
等について、
地域住民や猟
友会等の意見
も聞きなが
ら、補助率も
含め検討し、
今後も適正な
支援を行って
いきたい。

- - - - - - 2 - - - - 4 4 4 4 - 2 3.33

180 6-2-3
森林とふれあい体験
事業

農林部
森林農
地整備
課

市民の森林・林業や森林整備
に対する理解と関心を深め
る。

未来の林業後継者育成を図
る一環として、森林・林業
に興味を持ってもらうこと
を目的とした、団体などが
実施する森林体験事業に対
して、材料費や講師代など
を補助し、事業を支援す
る。・対象者団体など・補
助率標準経費の8/10以内

1,332 283

森林体
験事業
の開
催・補
助

回 43 14
森林体
験参加
者数

人 2,150 1,386 Ｃ

新型コロナ感染症により、当
初計画をしていた各種の体験
事業が軒並み中止になった事
により、開催数や補助などが
減少した。また、参加者数に
ついても感染症対策のため制
約をした中での実施であり、
減少した。

現行の
まま継
続

より多くの市民が森林に
対する理解と関心を深め
るためには、継続して事
業を実施する必要があ
る。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 4 - - 4 - 4 - - 4 4 4 4 - 3 3.88

181 6-3-1
商店街環境整備事
業補助金

商工観
光部

商工労
働課

中心市街地や商店街の賑わ
いの創出と活性化。安全・
安心な商店街環境

商店街団体が実施する商
店街の環境整備事業に対
して支援を行い、魅力あ
る商店街環境の向上を図
る。・商店街賑わい演出
事業補助金・商店街街路
灯の改修助成金・電灯料
助成金ほか

12,978 6,012
電灯料
助成商
店街数

件 53 54 - - - - Ｂ
予定通り支援することで、
安全・安心な商店街環境の
維持が図られる。

現行の
まま継
続

商店街の環境整備を支
援することは、商店街
の魅力向上やまちの安
全向上につながること
に加え、商店街団体自
体の結束や地域との関
係も強化することに寄
与している。

事業効果を検
証するととも
に市の関与の
在り方を検討
する必要があ
る（防犯灯設
置事業との整
合も整理する
必要がある）

商店街で保有
している街路
灯について
は、維持管理
が必要なもの
のため、当課
での整理は必
要ないと考え
ている。

- - - - - - 4 - - - - - 4 4 - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
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評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）
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（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

182 6-3-1
産学行連携支援施設
管理運営事業

商工観
光部

商工労
働課

多くの企業が新技術・新製品
の開発や製品の高付加価値化
に成功することで、産業競争
力の向上が図られる。

ものづくり支援センターを
拠点に産学行の連携による
新産業・新技術の開発を支
援を行う。・レンタルラ
ボ、交流室等の低廉な料金
による提供・人材育成や高
付加価値化につなげるため
のものづくり企業訪問や相
談業務・ＵＦＯ長野共創塾
の開催・ものづくりサロン
の開催ほか

29,463 22,989
各種相
談数

件 60 49

ものづ
くり研
究開発
事業補
助金の
交付件
数

件 3 3 Ｂ

「ものづくり研究開発事業補
助金」は目標以上の交付申請
があるが、予算の制約により
毎年３件交付決定しており、
新製品・新技術の開発に結び
付いている。

見直し
て継続

長期戦略2040に掲げる既
存ポテンシャル企業の成
長や新産業創出、スター
トアップ企業の成長支援
も実現するため、特に産
学行連携の拠点として施
設を活用していく必要が
ある。

他機関が類似
の支援を行う
中で、事業効
果を検証する
必要がある

県の機関との
すみ分けをす
る中で、社会
情勢の変化を
捉えながらも
市の取組も加
えた多様な機
会を提供して
いく必要があ
る。

- - - - - - 3 - - - - - 4 4 - - 3 3.50

183 6-3-1

生産性向上支援事業
（小規模事業者ＩＴ
機器等導入支援事
業）

商工観
光部

商工労
働課

労働生産性の向上を図ること
で、担い手不足の中でも事業
の継続を行うことができる。

中小企業者が業務の効率
化、経費削減、新製品の開
発といった生産性の向上を
図るための取組に必要な
ICT機器導入の経費の一部
について補助を行い、企業
の生産性の向上を支援す
る。

12,500 12,479

小規模
事業者
IT機器
等導入
支援事
業交付
事業者
数

件 50 62

フォ
ロー
アップ
を行い
生産性
の向上
が確認
できた
件数
（※令
和３年
度から
実施）

件 - - Ｂ

想定件数を上回る応募件数が
あったこと及び、関係機関と
の連携体制の構築ができ、一
貫した事業者支援を行う体制
の構築ができたことによるも
の。

現行の
まま継
続

令和２年度から開始した
事業ではあり、複数年の
効果を見極めながら事業
の在り方を検討してい
く。

事業効果を検
証するととも
に市の関与の
在り方（負担
割合を含む）
を検討すべき

- - - - - - - 3 - - - - - 4 3 - - 3 3.25

184 6-3-2
中心市街地活性化
事業補助金

商工観
光部

商工労
働課

中心市街地や商店街の賑わ
いの創出と活性化

中心市街地活性化基本計
画（長野・篠ノ井・松代
地区）のエリア内で行わ
れる商業等の活性化事業
やまちづくり会社の運営
を支援し、中心市街地の
商業の活性化を図る。・
まちづくり会社に対する
補助金

7,500 7,500
補助金
交付件
数

件 1 1

まちな
かパー
キング
利用者
数（年
間）

件 322,000 348,655 Ａ
成果目標の数値を大きく上
回っている。

現行の
まま継
続

中心市街地の活性化を
進めるために、まちづ
くり長野は一般の行政
職員では取組難い活動
をしており、それらの
中には直ちに収益につ
ながらないものや、総
合的な調整活動が含ま
れる。市は今後も運営
費を補助し、会社の継
続的な活動を支援して
いく。

事業効果を検
証するととも
に市の関与の
在り方（負担
割合を含む）
を検討すべき

当該団体は行
政では担えな
い事業を実施
しており、ま
ちづくり会社
としての機能
を果たしてい
る。等該団体
への継続的な
支援を実施し
ながら、中心
市街地の活性
化のため連携
を図ってい
く。

- - - - - - 4 - - - - - 4 4 - 4 4 4.00

185 6-3-2
ものづくり産業等活
性化支援負担金・補
助金

商工観
光部

商工労
働課

中小企業の産業競争力が向上
し、持続可能な企業へと成長
することにより、地域産業の
活性化が図られる。

中小企業の新技術・新製品
の開発と販路開拓への取組
や、ものづくり・情報通信
関連産業等の研修受講料補
助を行い、企業の人材育成
の取組を支援する。・もの
づくり研究開発事業補助
金・販路開拓応援等事業補
助金・人材育成事業補助金

10,660 8,002

ものづ
くり研
究開
発、新
産業創
出・販
路拡大
事業補
助金の
交付件
数

件 13 8

ものづ
くり研
究開発
事業補
助金の
交付件
数

件 3 3 Ｂ

「ものづくり研究開発事業補
助金」は目標以上の交付申請
があるが、予算の制約により
毎年３件交付決定しており、
新製品・新技術の開発に結び
付いている。

見直し
て継続

事業者同士の役割分担・
連携を推進し、政策効果
を高めていく必要がある
ことから、「長期戦略
2040」のビジョンの実現
に結びつく新技術、新産
業の創出及びスタート
アップ企業の成長支援に
も資するよう事業内容を
検討していく。

事業の更なる
周知を図り利
用者の固定化
を防ぐ必要が
ある

- - - - - - - 2 - - - - - 4 4 - 4 3 3.40



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

186 6-3-2 事業承継促進事業
商工観
光部

商工労
働課

事業承継を促進し、市内の
企業活動を継続することで
商工業の活力維持を図る。

中小企業者が企業価値の
算定、事業承継計画の策
定など、事業承継に向け
各種の専門家に依頼する
経費等について助成する
「事業承継促進補助金」
を創設し、中小企業者の
事業承継による事業継続
を支援する。

2,500 1,500

補助金
交付件
数（単
年あた
り）

件 5 3

本補助
金を活
用した
事業所
等のう
ち、実
際に事
業承継
を完了
した事
業所数
（累
計）

件 - - Ｂ

令和２年度新規事業で、事
業開始が年度途中（９月15
日）となったが、一定の補
助申請があった。

現行の
まま継
続

令和２年度新規事業で
あり、一定の事業ニー
ズがあることから、事
業拡大を視野に継続し
ていく。

事業効果を検
証するととも
に市の関与の
在り方（負担
割合を含む）
を検討すべき

令和２年度新
規事業であ
り、事業開始
からまだ半年
しか経ってお
らず、事業効
果を検証する
段階にない。

- - - - - - 4 - - - - - 4 4 - 4 4 4.00

187 6-3-2
地域伝統産業支援
事業

商工観
光部

商工労
働課

補助金を交付することによ
り、当該地域伝統産業の振
興を図り、もって地域伝統
産業の継承及び地域経済の
発展を促進する。

長年に渡り地域で育まれ
てきた地域伝統産業の継
承、保存等を支援するこ
とにより、当該地域伝統
産業の振興を図り、地域
経済の発展を促進するた
め、地域の住民等による
団体が実施する地域伝統
産業の振興に資する事業
に要する経費に対し、補
助金を交付する。・戸隠
竹細工の保存、後継者育
成事業・戸隠竹細工の販
路開拓、ブランド展開事
業

3,200 3,200

講習及
び職人
技術研
修人数

人 300 153

生産
量・販
売額の
増（対
2016年
比）

％ 130 127 Ｂ

コロナ禍の影響もあり活動
指標は目標を下回ったが、
成果・効果指標は概ね目標
どおりであり、対2016年比
を上回っていることから評
価をBとした。

終了
本事業は、創設時に終
了を令和３年と定めて
いるため。

事業終了後の
支援の在り方
について検討
すべき

本事業は当初
から５カ年の
時限付き事業
として実施し
している。事
業終了後は必
要に応じて指
導・助言を行
う。

- - - - - - 4 - - - - - 4 4 - 4 4 4.00

188 6-3-3
イベント事業補助
金

商工観
光部

商工労
働課

中心市街地や商店街の賑わ
いの創出と活性化

商業の活性化につながる
大規模で集客力のあるイ
ベントや商店街団体が行
うイベントに対して支援
を行い、商店街の活性化
と賑わいの創出を図
る。・大規模イベント事
業補助金善光寺花回廊長
野七夕まつりながの大道
芸フェスティバル善光寺
表参道秋まつり・商店街
イベント事業補助金

19,920 5,600

補助金
交付件
数（商
店街イ
ベント
＋大規
模イベ
ント）

件 29 2

まちな
かパー
キング
利用者
数（年
間）

件 322,000 348,655 Ａ

成果指標の目標値そのもの
を増加目標に設定している
うえで、その数値を上回る
実績があることによる。

現行の
まま継
続

毎年の要望調査によ
り、多くの補助金要望
があり、かつ、ほとん
どの実施団体が要望通
りに補助金を利用して
いることから、高い需
要が認められ、継続し
て実施する。

事業効果を検
証するととも
に他機関との
連携を含め市
の関与の在り
方を検討すべ
き

当該イベント
は地域の祭
り、賑わいを
演出するため
に商店会が主
体となって企
画・運営して
いる物であ
る。こうした
活動は商店会
はもとより、
地元の活性
化、地元住民
の地域愛を醸
成するもので
あり、市とし
ても積極的に
支援するべき
と考える。

- - - - - - 4 - - - - - 4 4 - - 4 4.00

189 6-3-3
善光寺門前イノベー
ションタウン構想推
進事業

商工観
光部

商工労
働課

ＩＴ企業や高度ＩＴ人材を集
積するため、「信州ITバレー
構想」に位置付けられた、
「善光寺門前イノベーション
タウン構想」（ZIT構想）の
着実な推進

・起業を身近に感じられる
イベントの実施・起業につ
ながる地域等の課題、解決
手段（技術）と起業家等が
出会う「場」づくり・起業
や新規事業創出に向けたイ
ノベーション創出プログラ
ムの実施・起業家の成長を
加速させる伴走支援・起業
支援情報の発信

17,850 17,831

スター
トアッ
プ支援
拠点か
ら生ま
れた新
規創業
者の数

件 1 1

イノ
ベー
ション
創出プ
ログラ
ムから
生まれ
た事業
化件数

件 1 1 Ｂ

コロナ禍を契機としたコミュ
ニケーションの多様化や新し
い生活様式への対応など、事
業の見直しを行ったため、事
業の開始が11月となったが、
当初目標としていた各指標を
達成することができた。

見直し
て継続

スタートアップの成長に
は多角的な要素を踏まえ
た支援が必要であり、ス
タートアップ企業をとり
まく環境はめまぐるしく
変化することから、毎年
度事業を検証し、適宜適
当な支援の方法を検討し
ていくこととする。
また従来のビジネスモデ
ルによる起業も、経済の
担い手として重要である
ことから、時期にあわせ
て見直し、継続してい
く。

事業効果を検
証するととも
に他機関との
連携を含め市
の関与の在り
方を検討すべ
き

- - - - - - - 3 - - - - - 4 3 - - 3 3.25



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

190 6-3-3 新産業創出事業
商工観
光部

商工労
働課

将来を担うICT人材が数多く
輩出され、ICT産業が集積
し、新たな産業が創出されて
いること。

小・中・高校生向けのプロ
グラミング教室やICTセミ
ナーなどの開催を通じて未
来のICT人材の育成を推進
する。また、市内企業が高
度ICT技術者を雇用する際
の経費の一部を補助す
る。・U-15長野ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ
ｺﾝﾃｽﾄ/ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯﾌﾟ少年団負
担金・未来のICT人材育成
講演会・高度ICT技術者雇
用促進事業補助金

8,475 4,167

U-15長
野プロ
グラミ
ングコ
ンテス
トの参
加者数

人 40 39

プロコ
ン出身
者の長
野工業
高校、
長野高
専、信
大工学
部への
入学者
数

人 4 1 Ｂ

プログラミングコンテストは
毎回募集定員を超える応募が
あり、参加を断っている状態
である。全国のプログラミン
グコンテスト優勝者が集う大
会では、平成30年度に優勝す
るなど、優秀な成績を収めて
いる受講者もいる。引き続き
優秀な人の能力を伸ばすとと
もに、裾野の拡大を図ってい
く必要がある。

見直し
て継続

既存事業は、事業効果を
見ながら継続的に実施し
ていく。更なる裾野の拡
大方法を検討するととも
に、小中学生で関心を
持った者が学び続け、IT
人材として企業に就職す
るまでの継続的な支援を
検討する。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 3 - - 3 - - - - - 4 4 - - 3 3.40

191 6-3-3
工場等立地対策補助
金

商工観
光部

商工労
働課

・地域経済を支える産業の集
積・市民の働く場や収入の確
保・中心市街地の活性化

工場用地等の取得や事業所
等を設置する事業者に対し
助成金を交付する。・工場
用地等取得事業助成金・事
業所等設置事業助成金・環
境整備事業助成金・事業用
地取得事業助成金・オフィ
ス家賃等補助事業助成金ほ
か

222,210 142,437

雇用創
出企業
立地支
援事業
及びオ
フィス
家賃助
成金の
新規立
地の件
数

件 4 5

雇用創
出企業
立地支
援事業
及びオ
フィス
家賃助
成金の
対象と
なった
新たな
雇用者
数

人 - 33 Ｂ

コロナ禍の影響で企業誘致活
動は制限されたが、地方移転
への関心の高まりもあり、目
標を上回る移転企業数を達成
し、雇用者数も前年に比べて
増加した。

見直し
て継続

市の経済発展を図る上で
は企業誘致や市内企業の
転出防止が欠かせず、本
補助事業は必要不可欠で
ある。ただし、企業ニー
ズの変化や、「信州ITバ
レー構想」、「長期戦略
2040」などの動きに対応
し、必要に応じ、補助内
容を見直していく。

どこまで市が
関与すべきか
検討が必要

- - - - - - - 3 - - - - - 4 4 - - 3 3.50

192 6-3-3
産業団地立地促進事
業

商工観
光部

商工労
働課

産業集積・技術集積の向上を
図り、地域経済活性化につな
げる。

市内の産業集積を図り、経
済の発展と雇用の増大につ
なげるため、産業団地等の
分譲を実施する。

1,958,000 931,877
産業団
地の数

箇所 - 13

産業団
地の区
画へ入
居数
（累
計）

区
画

183 182 Ｂ

開発した産業団地すべての区
画を分譲することができた
が、全区画の売却には至って
いない。
（なお、未利用の用地はな
い）

現行の
まま継
続

昨年度策定した経営戦略
において、新たな大規模
な団地開発については民
間活力を導入して、本事
業では行わず、現状保有
している産業用地の管理
を行っていく方針として
いる。

- - - - - - - - 4 - - - - - 4 4 - - 4 4.00

193 6-3-3 企業誘致活動事業
商工観
光部

商工労
働課

市外企業の誘致による地域産
業の活性化と新たな雇用の創
出

○主に東京圏での企業訪問
活動○産業展示会への出展
によるＰＲ活動

3,380 1,150
企業訪
問の件
数

社 50 28
企業の
誘致件
数

件 3 5 Ｂ

企業訪問は、新型コロナウィ
ルス感染症の影響により大き
く減少したが、誘致件数は目
標を上回ったことから、概ね
目標どおりとした。

見直し
て継続

東京事務所をR3年度から
縮小したことから、首都
圏の企業誘致活動につい
て体制を再検討する必要
がある。また、コロナ禍
によるテレワークの推
進、地方への関心の高ま
りを好機ととらえ、企業
誘致活動に力を入れてい
く必要がある。

- - - - - - - - 3 - - - - - 4 4 - - 3 3.50



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

194 6-4-1 就職支援事業
商工観
光部

商工労
働課

働くことによる安定的な生活
の享受、社会的・職業的な自
立、自分らしい生き方の実
現、学生の就職のミスマッチ
の軽減、キャリア教育の充
実、UJIターン就職促進

もんぜんぷら座４階にある
「長野市職業相談室」にお
いて職業相談・労働相談を
行うほか、各種就職支援事
業を行う。・「長野市職業
相談室」の管理運営・「未
来ビュー長野」への出展・
「ジョブキッズしんしゅ
う」への支援・「市内学生
市内就職応援事業」ほか

15,898 9,500
職業相
談室開
設日数

日 243 243
相談件
数

件 520 628 Ｂ

相談者に寄り添い相談やカウ
ンセリングを行っていること
から、概ね目標を達成してい
る。

見直し
て継続

出前講座、セミナー、
「未来ビュー長野」「マ
マたちのお仕事フェス
タ」などの就職支援事業
の開催については、市民
や企業のニーズを把握
し、ニーズにあった見直
しを行いながら継続して
いく。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - 4 4 3 - - - - - 4 - - - 4 3.80

195 6-4-1
長野地域ＵＪＩター
ン就職促進事業

商工観
光部

商工労
働課

企業の魅力とともに、長野地
域で働く魅力を発信すること
で、移住・定住の促進と、東
京圏からのUJIターン就職を
促進する。

長野地域９市町村で連携し
て東京圏からのＵＪＩター
ン就職を促進するため、地
元で働く魅力を発信する長
野地域若者就職促進協議会
(長野市を含む９市町村や
商工会議所などで構成）に
対し負担金を支出する。・
就職情報サイト「おしごと
ながの」管理・運営・「ナ
ガノのシゴト博」の開催ほ
か

22,616 22,400

長野地
域若者
就職促
進協議
会が実
施する
事業へ
のイベ
ント参
加者数

人 810 1,137

協議会
が実施
する事
業に参
加した
企業へ
の東京
圏から
のＵＪ
Ｉター
ン就職
者数
（参

考：長
野地域
若者就
職促進
協議会
の設定
指標）

人 180 102 Ｂ

令和元年度発足した「長野地
域若者就職促進協議会」の事
業費は、地方創生推進交付金
と長野市をはじめとする９市
町村の負担金で賄っており、
就職情報サイト「おしごとな
がの」の管理運営や「ナガノ
のシゴト博」など当初計画し
た事業を実施していることか
ら目標は概ね達成されてい
る。

見直し
て継続

就活の多様化に対応した
事業を行っていく必要が
ある。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - - 4 4 3 - - - - - 4 - - - 4 3.80

196 6-4-1 雇用対策補助金
商工観
光部

商工労
働課

①中小企業の勤労者の福利厚
生の充実を図り、勤労者が心
身ともに健康で安心して働く
ことができる環境を整備す
る。②熟練した技術・技能の
継承

地域雇用の安定と確保のた
め、若年者等求職者の就職
の促進や職業能力の向上を
図る。・新卒者向け企業ガ
イドブック作成費補助・長
野共同高等職業訓練校及び
長野地域職業訓練センター
への運営費補助・中小企業
退職金共済掛金補助金・子
育て雇用安定奨励金など

10,008 8,287

交付事
業所数
(中小企
業退職
金共済
金掛金
補助
金）

件 90 66

該当者
数(中小
企業退
職金共
済金掛
金補助
金）

人 470 265 Ｂ

目標に達したことから、中小
企業退職金共済に加入し、補
助金を申請する事業所が一定
数あると判断できるため。

見直し
て継続

職業訓練センターについ
ては、平成22年度末に、
長野商工会議所や長野県
経営者協会を始め、多く
の業界団体からの陳情に
より国から長野市に移管
された経過がある。この
ことを踏まえて、長野地
域職業訓練協会と今後の
運営についての話合いを
行っていく。

- - - - - 4 4 4 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

197 6-4-1
生涯現役促進地域連
携事業

商工観
光部

商工労
働課

高年齢者の就業意識の醸成や
就業機会の拡大を図り、年齢
に関わらず活躍できる生涯現
役社会の実現に寄与する。

働く意欲のある高年齢者が
能力や経験を生かし、年齢
に関わりなく活躍できる生
涯現役社会を目指した事業
を実施する長野市生涯現役
促進協議会（長野市、長野
商工会議所、シルバー人材
センターなどで構成）に対
し負担金を支出する。・就
労支援セミナー、ライフプ
ランセミナー、企業啓発セ
ミナー、企業訪問等の実
施・ながのシニアおしごと
サポートセンター運営

5,060 5,060

長野市
生涯現
役促進
協議会
が実施
する支
援事業
（セミ
ナー・
企業訪
問）

社・人 238 221
就業者
数

人 24 52 Ｂ

目標の就業者数24名を２倍以
上超える52名が就職した。セ
ミナー等の就労支援事業は定
員を減らし、すべて実施する
ことができた。窓口での相談
件数は開所当時に比べて若干
減少しているものの、セン
ターへの登録者は延べ111名
で、継続者も34名である。

現行の
まま継
続

高年齢者の就業につなが
る支援は社会的役割も大
きく、本協議会の事業は
一定の効果があったと評
価できる。構成団体や関
係機関と連携し、更なる
高年齢者の就業拡大を図
る。

事業効果を検
証する必要が
ある

- - - - 4 4 4 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

198 6-4-1
シルバー人材セン
ター補助金

商工観
光部

商工労
働課

公益社団法人長野シルバー人
材センターの運営を安定させ
て、高齢者の能力を活かした
地域社会づくり及び地域の福
祉の向上に寄与する。

高齢者退職者等の希望に応
じた臨時的・短期的な就業
機会を確保し、これらの者
の能力の活用を図るために
設立されたシルバー人材セ
ンターの運営を支援す
る。・長野県シルバー人材
センター連合会賛助会会
費・長野シルバー人材セン
ター補助金

15,936 13,707 契約額 千円 919,000 860,333 会員数 人 2,290 1,957 Ｂ

退職後も自らの経験と能力を
活かして再任用や再就職など
多様な働き方を求める高齢者
が増えているため、会員数は
若干減少したものの、セン
ターのＰＲを行い新規開拓に
努めた結果、受注件数は増加
している。

見直し
て継続

人口減少に伴う労働力不
足対応として、高齢者の
就業を支援する必要があ
ることに加え、より柔軟
な対応が可能となる派遣
事業を促進することで、
現役世代のサポートとし
ての役割も期待できる。
また、構成員となってい
る「長野市生涯現役促進
協議会」と連携し、更な
る高齢者の就業拡大を図
る。

- - - - 4 - 4 4 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

199 6-4-2
勤労者生活資金協調
融資事業

商工観
光部

商工労
働課

労働者の生活の安定及び福祉
の充実

勤労者の教育資金、住宅資
金等の貸付原資として長野
県労働金庫に資金を預託
し、協調融資を行うこと
で、勤労者の生活資金に対
する融資の円滑化を図
る。・労働金庫貸付預託金

30,000 30,000
融資件
数

件 12 2
融資残
高

千
円

20,000 20,721 Ｂ

融資の性質上、毎年の利用者
は一定ではなく、融資件数は
減少したが、融資残高は目標
どおりであった。

見直し
て継続

融資可能枠に対する貸出
割合はいまだ低く、景気
や金利の動向などを注視
していくとともに金融機
関との調整・検討を行っ
ていく。

- - 4 - - - - - 4 - - - - - 4 - - - 4 4.00

200 7-1-1
従前居住者用住宅管
理運営事業

都市整
備部

市街地
整備局
駅周辺
整備課

良好な立地条件と利便性を活
かし、早期に公営住宅等に転
用して、有効活用を図る。

・入居者が安心して生活で
きるよう、施設の維持・管
理・運営を行う。・施設の
管理引継ぎに向け、維持修
繕工事を行う。七瀬従前居
住者用住宅(11階建50戸)機
械設備修繕工事電気設備修
繕工事ほか

55,360 45,708

有効活
用に向
けた転
用を円
滑に進
めるた
め、所
管替え
の協議
と、必
要な維
持修繕
工事を
行う

戸 20 20

公営住
宅への
転用に
より、
効果
的・効
率的な
資産活
用と管
理運営
を図る
ことが
でき
る。

棟 1 1 Ａ

入居者等からの指摘、要望に
随時対応している。栗田従前
居住者用住宅については、令
和２年度末に住宅課への所管
替えを行った。七瀬従前居住
者用住宅については、令和３
年度中の所管替えに向けて維
持修繕工事の予算を確保し、
住宅課との協議を進めてい
る。

段階的
に終了

土地区画整理事業におけ
る公共施設整備が完了
し、従前居住者用住宅と
しての必要性は極めて低
い。良好な立地条件と利
便性を活かし、早期に公
営住宅等への転用を図
る。

- - - - - - - - 4 - - - - - - 4 4 - 4 4.00

201 7-1-1
地域公園維持管理事
業

都市整
備部

公園緑
地課

適切な公園管理により、公共
の福祉の増進に資することを
目的とする。

　常時安全で快適な公園利
用を図るため、街区公園・
近隣公園・遊園地を維持管
理する。

143,561 138,420

公園見
回り員
が点
検、維
持管理
を行う
公園数

公園 717 716 - - - 716 Ｂ
対象となる公園等は非常に多
いが、概ね適切に維持管理を
行っているため。

現行の
まま継
続

本事業の管理対象公園は
見回り員管理等による直
営管理と、別の事業とな
る公園愛護会による管理
により、双方連携しなが
ら公園管理を行ってい
る。現時点では概ね適切
な管理ができているた
め。

安定的な維持
管理方法を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 4 - - - - - - 4 4 - 3 3.75



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

202 7-1-3
公営住宅等管理運営
事業

建設部 住宅課
住宅に困窮する低額所得者に
対して低廉な家賃で住宅を供
給する。

入居者が常に安全で安心な
生活が送れるよう適切な管
理を行う。

255,136 251,900

市営住
宅管理
戸数
（政策
空家を
除く）

戸 3,000 3,047
市営住
宅入居

率
％ 80 79.4 Ｂ

成果指標の実績については、
二つの指標で年々、目標値に
近づいてきている。なお、二
つの指標は、令和８年度での
目標値となっていることか
ら、目標値の達成に向けて引
き続き取り組む。

現行の
まま継
続

真に住宅に困窮する方々
に対する住宅セーフティ
ネットとして、低額所得
者に対して低廉な家賃で
住宅を提供することは必
要不可欠な事業であるた
め、持続可能なものとな
るよう経費削減に努め事
業の継続を図る。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

203 7-1-3 危険空家等対策事業 建設部
建築指
導課

空家等対策計画に定めた５つ
の取組方針のもと、関係団体
と連携し様々な施策を展開す
ることで、生活環境の保全を
図る。

空き家の適正管理や利活用
を促進するため、所有者等
に対する行政指導の強化、
空き家解体・利活用事業補
助金の交付及び専門家団体
との連携による様々な施策
を総合的かつ計画的に推進
する。・事業期間平成28年
度～令和３年度空家等対策
協議会による空家等施策の
協議空き家解体・利活用事
業補助金（1,600万円）特
定空家等の調査や所有者等
の特定空き家ワンストップ
相談会の開催

21,237 18,234

危険空
家等へ
の行政
指導件
数

件 50 105

危険空
家等の
除却件
数

件 10 47 Ａ

危険空家等への行政指導を進
めたことに伴い、目標以上に
危険空家等の除却が進み、周
辺住民の生活環境の保全を図
ることが出来た。

現行の
まま継
続

空家等対策計画の計画見
直しを予定している令和
３年度まで、拡充した本
事業の支援策により、危
険空家等の解消や危険空
家化の防止のための様々
な取組を総合的かつ計画
的に進める。

事業期間終了
後の市の関与
の在り方を検
討する必要が
ある

- - - - - - - 3 - - - - - - - 4 - 4 3.67

204 7-2-1
長野市公共交通活性
化・再生協議会負担
金

都市整
備部

交通政
策課

長野市公共交通活性化・再生
協議会が実施するICカード事
業及びバス利用を積極的に推
進するための利用促進策の実
施のため、負担金を支出する
もの。

バス共通ICカード「KURURU
（くるる）」の運営及びエ
コ通勤の推進等による公共
交通利用促進を行う。・令
和２年度事業内容ICカード
システムの管理・運営バス
の乗り方教室の開催地域公
共交通網形成計画実施計画
の推進ほか

22,218 22,218

「IC
カード
くる
る」有
効枚数

数 136,000 117,315

「IC
カード
くる
る」利
用件数
（1回乗
車/件）

千
件

5,081 3,420 Ｃ

ICカードシステムは平成24年
10月27日に運用を開始後、周
辺市町村へ利用範囲を拡大し
ているため、ICカードの有効
枚数は伸びているものの、目
標値には届いていない。新型
コロナウイルス感染症の影響
により従来のバス需要が回復
しないため、昨年度と比較し
利用件数は大幅な減少となっ
た。

現行の
まま継
続

地域公共交通網形成計
画、再編実施計画の策
定、ICカードの普及、拡
大、公共交通の利用促進
策の実施は、公共交通の
活性化・再生につながる
有効な手段であるため、
今後とも支援していく必
要がある。

市の負担割合
の検証を行う
必要がある

- - - - - - - 4 - 4 4 - - - 4 4 - 2 3.67

205 7-2-1
路線バス維持活性化
補助金・屋代線代替
交通補助金

都市整
備部

交通政
策課

路線を確保し、沿線地域住民
の移動手段の確保と維持。

廃止路線代替バスの運行事
業者に対して補助金を交付
する。・廃止路線代替バス
（６路線）篠ノ井新町線、
川後線、金井山線、松代篠
ノ井線、赤柴線、大豆島保
科温泉線・長野電鉄旧屋代
線代替バス屋代須坂線

149,964 125,697
対象路
線数

路線 7 7
対象路
線の利
用者数

人 530,000 469,754 Ｂ

利用者数は概ね目標を維持す
ることができたが、近年の利
用者数が減少の一途であるこ
とに加え、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響を受けさ
らに利用者は減少している。

現行の
まま継
続

様々な課題があるもの
の、現段階において路線
を維持するために必要な
方法と考える。

どこまで支援
していくか検
討が必要

- - - - - - - 4 - 4 4 - - - 4 4 - 3 3.83



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

206 7-2-1
コミュニティバス運
行事業補助金

都市整
備部

交通政
策課

来訪者や沿線住民の移動手段
の確保と維持

地域循環バス及び乗合タク
シーの運行事業者に対して
補助金を交付する。・地域
循環バス（ぐるりん号）中
心市街地、東北、篠ノ井、
茶臼山動物園線・乗合タク
シー長沼線、大室線・松代
西条線、横田塩崎線、綿内
線、川中島線、篠ノ井共和
線、安茂里線、西長野上松
線、若里更北線、豊野３
線、松代観光地線・車両の
購入補助中心市街地ぐるり
ん号（１台）

85,035 85,035

地域循
環バス
及び乗
合タク
シーの
運行路
線数

路線 18 18

地域循
環バス
及び乗
合タク
シーの
利用者
数

人 277,000 160,824 Ｄ

例年利用者は減少傾向ではあ
るが、新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、利用
者数は大幅な減少となった。

現行の
まま継
続

運転免許証の自主返納等
により、今後需要は増加
することが見込まれる。
交通空白地・不便地域に
おける公共交通の確保は
喫緊の課題であるが、
ニーズを的確に把握し、
持続可能なものとなるよ
う必要な見直しをしなが
ら継続していく。

どこまで支援
していくか検
討が必要

- - - 4 - - - 4 - 4 4 - - - 4 4 - 3 3.86

207 7-2-1 市バス等運行事業
都市整
備部

交通政
策課

自身での移動手段の確保が困
難である高齢者の通院、買い
物、児童生徒の通学等の日常
生活を支える移動手段を確保
する。

戸隠地区、鬼無里地区、大
岡地区、信州新町地区及び
中条地区において、地域住
民等の移動手段を確保する
ため、市バス等を運行す
る。・老朽車両の更新信州
新町、中条地区

127,981 124,428
運行便
数

便 28,000 25,755
年間利
用者数

人 56,000 46,008 Ｂ

運行便数、年間利用者数とも
に概ね目標どおりとなってい
るものの、近年利用者は減少
傾向であり、また、新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響
により大きく減少している。

現行の
まま継
続

地域には必要不可欠な交
通手段であるため、地域
住民のニーズを把握する
中で、他の輸送システム
と調整を図り、持続可能
なものとなるよう見直し
をしながら継続する。

どこまで支援
していくか検
討が必要

- - - 4 - - - 4 - 4 4 - - - 4 4 - 3 3.86

208 7-2-1
中山間地域輸送シス
テム運行費補助金

都市整
備部

交通政
策課

自身での移動手段の確保が困
難である高齢者の通院、買い
物、児童生徒の通学等の日常
生活を支える移動手段を確保
する。

中山間地域において、地域
住民の移動手段を確保する
ため、各住民組織が運行す
る乗合タクシーに対して補
助金を交付する。・対象地
域（６地区）芋井、七二
会、浅川、小田切、信更、
篠ノ井信里

21,434 21,434
運行便
数

便 4,000 6,458
利用者
数

人 8,000 7,199 Ｂ

運行便数は目標値を上回った
が、利用者数は近年の減少傾
向に加え新型コロナウイルス
感染症拡大の影響を受け減少
している。

現行の
まま継
続

地域には必要不可欠な交
通手段であるため、毎年
変化するニーズを的確に
把握して、見直しをしな
がら継続する。また、国
や他の自治体の動向にも
注視しながら、必要があ
れば新たな運行形態の検
討をする。

どこまで支援
していくか検
討が必要

- - - 4 - - - 4 - 4 4 - - - 4 4 - 3 3.86

209 7-2-1
千曲川新道活性化事
業

都市整
備部

交通政
策課

跡地を利用した観光振興や地
域間交流を通じ、沿線地域の
活性化を図る。

長野電鉄旧屋代線の沿線地
域の活性化のため、旧線路
敷きを自転車道・遊歩道と
して整備するとともに、一
部の駅舎の活用と駅周辺の
整備を行う。・事業期間平
成25年度～令和５年度・総
事業費37億9,500万円・令
和２年度事業内容地元説
明、自転車道・遊歩道の整
備

137,353 85,634

自転車
道・遊
歩道整
備の進
捗率
（測
量、設
計、工
事）

％ 23 19 Ｂ

地元要望を受け優先的に整備
を行うとしていた区間が、台
風19号災害関連予算を優先し
たことから先送りとなり、当
初計画の整備延長が減となっ
たため。

見直し
て継続

橋梁や隧道を使用しない
としたため、適切な迂回
路の設定について、地元
と協議を行い決定すると
ともに、自転車道・遊歩
道の整備を着実に進め、
沿線地域の活性化を図る
必要がある。

- - - - - - - - 4 - - - - - - - 4 - 4 4.00



予算 決算 内容
単
位

R2目
標

R2実
績

内容
単
位

R2目
標

R2実
績

評価 評価の理由

平均評
価点

№

総合計
画上の
分野
（施
策）

事業名 課 目的 内容

（単位：千円） 成果・効果 部局の方針

陸
上
資
源

経
済
成
長
と
雇
用

ｲﾝﾌ
ﾗ、
産
業
化
、ｲ
ﾉ

ﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

持
続
可
能
な
都
市

実
施
手
段

達成状況評価

目指す状態 市民や事業者がごみの発生抑制に積極的に取り組み、排出量が年々減少している。 社会 環境

不
平
等

平
和

水
・
衛
生

ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ

気
候
変
動

部局

事
前
評
価
の
考
え

方

部
局
の
考
え
方

R2 活動指標
今後の
方針

成果・効果指標
方針の理由

経済

貧
困

飢
餓

保
健

教
育

ｼﾞｪ
ﾝ

ﾀﾞｰ

海
洋
資
源

持
続
可
能
な
生
産
と
消

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

210 7-2-2
パーク・アンド・ラ
イドシステム事業

都市整
備部

交通政
策課

民間駐車場への誘導看板の設
置や交通規制により、善光寺
周辺の渋滞緩和を図る。

善光寺及び市街地周辺の混
雑が予想される５月の大型
連休中に、交通渋滞による
市民生活への影響を未然に
解消するため、周辺駐車場
への交通誘導等の対策を講
じる。・善光寺北側道路交
通誘導業務ほか

725 725

交通規
制箇所
（一方
通行）

箇所 1 0

善光寺
西交差
点から
県庁通
りにか
けての
最大渋
滞長

m 1,650 0 Ａ

渋滞緩和対策を実施したこと
により、最大渋滞長の目標値
を下回った。※令和２年度は
新型コロナウイルス感染症拡
大により国から緊急事態宣言
が発動され外出自粛期間と
なっていたため、渋滞はな
かった。

現行の
まま継
続

事業の実施により、交通
渋滞が緩和され、善光寺
周辺の地域住民の市民生
活への影響を抑える効果
があるため、事業を継続
していく。

事業効果を見
極める必要が
ある

- - - - - - - 4 - - - - - - 4 4 - 4 4.00


